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Ⅱ 各施策の評価結果 

基本政策 施策目標 施策 ページ 

Ⅰ  

  

  

  

  

金融システム

の安定と金融

仲介機能の発

揮  

  

  

  

１ 

  

金融システムの安定性の維持

及び金融機関の健全性の確保  

マクロプルーデンスの取組と効果的

な金融モニタリングの実施 
23 

２ 

  

金融システムの安定性確保の

ためのルール整備等及び預金

等定額保護下における破綻処

理のための態勢整備の充実  

健全な金融システムの確保のための

制度・環境整備 
35 

３ 金融機関が金融仲介機能を十

分に発揮すること 

金融仲介機能の十分な発揮に向けた

制度・環境整備と金融モニタリング

の実施 

39 

Ⅱ 

  

  

  

  

利用者の保護

と利用者利便

の向上  

  

１ 

  

 

国民の安定的な資産形成を促

進すること、及び、利用者が真

に必要な金融サービスを受け

られること 

利用者の利便の向上に適う金融商

品・サービスの提供を実現するため

の制度・環境整備と金融モニタリン

グの実施 

50 

２ 金融サービスの利用者の保護

が図られること 

利用者の保護を確保するための制

度・環境整備と金融モニタリングの

実施 

58 

Ⅲ  

  

  

市 場 の 公 正

性・透明性と

市場の活力の

向上 

１ 市場監視機能の強化を通じて、

我が国市場の公平性・透明性の

確保及び投資者保護に資する

こと 

金融取引のグローバル化、複雑化、

高度化に対応した市場監視機能の強

化 

71 

２ 企業の情報開示、会計基準・会

計監査の質が向上すること 

企業の情報開示の質の向上のための

制度・環境整備とモニタリングの実

施 

79 

３ 市場の公正性・透明性、信頼性

の高い魅力ある市場インフラ

の構築を確保しつつ、多様な資

金調達手段等が提供されるこ

と 

市場の機能強化、インフラの構築、

公正性・透明性の確保のための制

度・環境整備 

91 

 
 



 

（横断的施策） 

施策目標 施策 ページ 

１ デジタル・イノベーションの進展等の環境変化の中

で、金融システムの安定、利用者保護を確保しながら、

イノベーションを促進しやすい環境を整備し、利用者

利便の向上を図ること 

IT 技術の進展等の環境変化を踏ま

えた戦略的な対応 
102 

２ 大規模災害等発生時の金融システム全体（金融庁及び

金融機関等）における業務継続体制の確立を図ること 

近年における大規模な震災や豪雨等の自然災害及び

コロナによる影響を受けた事業者等の生活や事業の

再建に資すること 

業務継続体制の確立と災害への対応 111 

３ 基本政策に横断的に関係する施策（「横断的施策－1」

及び「横断的施策－2」に該当するものを除く）の実

施により、金融行政の目標の実現（企業・経済の持続

的成長と安定的な資産形成等による国民の厚生の増

大）を図ること 

その他の横断的施策 117 

 
（金融庁の行政運営・組織の改革） 

施策目標 施策 ページ 

１ 金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化を

通じた金融行政の質の向上 

金融庁のガバナンスの改善と総合政

策機能の強化 
131 

２ 金融を巡る環境の変化やそれに伴う優先課題の変化

を踏まえ、金融行政の目標を達成するために、「金融

検査・監督の考え方と進め方(検査・監督基本方針)」

を踏まえた検査・監督を実践するとともに、検査・監

督の質・深度を更に高めるべく不断に改善を図ってい

くこと 

検査・監督の見直し 138 

３ 全ての職員のやる気と能力を最大限に高め、金融行政

を担う組織としての力を高めること 

金融行政を担う人材育成等 143 
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Ⅰ 実績評価の実施に当たって 
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１．金融庁における政策評価の取組み 
金融庁においては、平成 14年４月に施行された「行政機関が行う政策の評価に関する法律」

（以下「法」という。）の趣旨を踏まえ、政策評価の実施を通じて、 

① 国民に対する金融行政の説明責任（アカウンタビリティ）を徹底すること 

② 国民本位の効率的で質の高い金融行政を実現すること 

③ 国民的視点に立った成果重視の金融行政を実現すること 

を目指しています。 

また、政策評価に関する基本計画や実施計画などを策定の上、政策評価に鋭意取り組んで

おり（参考資料１）、実績評価については、平成 13 年度以降、毎年度、実績評価書を作成・

公表してきています。今回は、これに引き続き、令和３年度（令和３年４月～令和４年３月）

を対象とする実績評価を実施し、本評価書を公表するものです。 

なお、こうした金融庁の政策評価の取組み状況については、インターネット等により公表

しています。（http://www.fsa.go.jp/seisaku/index.html） 

 

 

２．実績評価の実施に当たって（実績評価書の記載内容） 
実績評価書については、使いやすく分かりやすいものとしていくことに加えて、国民に対

する説明責任を徹底するため、各行政機関間の統一性及び一覧性の確保を図ることから、金

融庁においても、統一的な標準様式により、評価対象となる施策ごとに評価書を作成しまし

た。 

 

令和３年度における実績評価の実施に当たっては、これまでと同様、法において示されて

いる施策や業務の必要性、効率性、有効性等の観点（注）から評価を行いました。 

（注）「政策評価に関する基本方針」（平成 17年 12月 16日閣議決定） 

○ 必要性の観点･･･施策効果からみて、対象とする施策に係る行政目的が、国民や社

会のニーズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を有してい

るか。行政関与の在り方からみて当該施策を行政が担う必要があるか。 

○ 効率性の観点･･･施策効果と当該施策に基づく活動の費用等との関係が明らかか。 

○ 有効性の観点･･･得ようとする施策効果と当該施策に基づく活動により実際に得ら

れている、又は得られると見込まれる施策効果との関係が明らか

か。 

 

なお、金融庁が実施する政策評価に関する基本計画は、 

 Ⅰ．金融システムの安定と金融仲介機能の発揮 

 Ⅱ．利用者の保護と利用者利便の向上 

 Ⅲ．市場の公正性・透明性と市場の活力の向上 

を「基本政策」として位置付け、「基本政策」を実現するための中期的な「施策」を定めて

います。 

令和３年度金融庁政策評価実施計画においては、当該計画に基づいて策定されており、各

施策において達成すべき目標については、施策ごとに可能な限りアウトカム（行政活動の結

果として国民生活や社会経済にもたらされた成果）の視点から評価できるように「達成目標」

を設定し、この達成目標を実現するための取組みを「主な事務事業」として掲げることとし

ています。 

 

また、実績評価の記載に当たっては、施策目標ごとに各施策の評価結果を記載した上で、

施策ごとに、その効果等について可能な限り定量的かつ客観的な記述となるよう努めつつ、

以下の項目について説明を行いました。 

 

 

//seisaku/index.html
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①施策名 

令和３年度金融庁政策評価実施計画に定めた「施策」を記載しました。 

 

②施策の概要 

目標を達成するために実施した内容のほか、施策の必要性や趣旨などについて説明し

ました。 

 

③達成すべき目標 

令和３年度金融庁政策評価実施計画に定めた「達成目標」を記載しました。 

 

④目標設定の考え方・根拠 

  当該施策の目標設定の考え方・根拠（当該施策に関係する主な内閣の重要政策を含む）

を説明しました。 

 

⑤測定指標及び参考指標 

設定した測定指標及び参考指標について、その進捗状況を説明しました。 

 

⑥評価結果 

 ○目標達成度合いの測定結果 

令和３年度の想定基準（状況）に対する目標の単年度における達成度について、５

ページの「評価の判断基準」に基づき、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で評価を行い、

その判断根拠について説明を行いました。 

 ○施策の分析 

評価結果の概要として、可能な限り取組みの成果（アウトカム）について分析し、

法において示されている３つの観点（必要性、効率性、有効性）から評価するよう努

めました。 

   ○今後の課題・次期目標等への反映の方向性 

     当期の評価を踏まえた、今後の課題、次期の施策及び測定指標を説明しました。 

 

⑦主な事務事業の取組内容・評価 

  当該施策の達成すべき目標を実現するための取組内容とその評価を説明しました。 

 

⑧施策の予算額・執行額等 

当該施策についての予算額及び執行額を説明しました。 

 

⑨学識経験を有する者の知見の活用 

各施策の評価に当たり、「政策評価に関する有識者会議」での意見を参考としました。 

 

 ⑩政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 

評価を行う過程において使用した資料等を記載しました。 

 

 ⑪担当部局名及び政策評価実施時期 

当該施策の担当部局及び評価の実施時期を記載しました。 
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３．政策評価に関する有識者会議メンバーによる意見 
有識者会議のメンバーの方々（参考資料２）から、令和４年６月１日の「政策評価に関する有識者

会議」をはじめ様々な機会に多くのご意見をいただきました。 

各施策の実績評価に関するご意見については、実績評価書を作成する上で参考とさせていただ

きました。 

また、有識者会議のメンバーからのご意見の中には、今後の評価のあり方と合わせ、金融行政

のあり方に関わるご意見をいただいており、今後の評価や金融行政に活かされるよう努めてまいり

ます。    
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評価の判断基準 
 

 

 

 

 

Ｓ： 目標を超過して達成した場合 

Ａ： 目標を達成した場合 

Ｂ： 相当程度進展があった場合 

Ｃ： 進展が大きくない場合 

Ｄ： 目標に向かっていない場合 
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（参考資料１）金融庁における政策評価への取組み 

 政府全体の動き 金融庁の動き 

13年１月 

・中央省庁等改革に合わせて政策評

価制度導入 

・「政策評価に関する標準的ガイドラ

イン」策定（13 年１月政策評価各

府省連絡会議了承） 

 

   ３月  
・「金融庁における政策評価の実施要領」

策定（13年３月 28日） 

６月 
・「行政機関が行う政策評価に関する

法律」制定（13年法律第 86号） 
 

 10月  
・「平成 13事務年度の政策評価の運営方

針」策定（13年 10月 31日） 

 12月 
・「政策評価に関する基本方針」（13

年 12月閣議決定） 
 

14年４月 

・「行政機関が行う政策評価に関する

法律」施行（13年法律第 86号） 

 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」策定（14年４月１日） 

・「事後評価の実施計画」（計画期間 14

年４月～６月末）策定（14 年４月１

日） 

  ７月  

・「事後評価の実施計画」（計画期間 14

年７月～15 年６月末）策定（14 年８

月６日） 

  ９月  
・「金融庁における政策評価に関する基 

本計画」一部改正（14年９月 13日） 

  11月  
・「第１回政策評価に関する有識者会議」

開催（14年 11月 12日） 

  12月  

・政策評価（平成 13 年度実績評価）の

実施、評価結果の公表（14年 12月 26

日） 

15年４月  
・「平成 13年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（15年４月 17日） 

   ６月 

・「政策評価結果の実施状況及びこれ

らの結果の政策への反映状況に関

する報告」（15年６月国会報告） 

・「第２回政策評価に関する有識者会議」

開催（15年６月 12日） 

   ７月  

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（15年７月１日） 

・「平成 15 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 15 年７月～16 年６月

末）策定（15年７月１日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

   ８月  

・「第３回政策評価に関する有識者会議」

開催（15年８月５日） 

・政策評価（平成 14 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（15 年８月

29日） 

16年４月  

・「第４回政策評価に関する有識者会議」

開催（16年４月 21日） 

・「平成 14年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（16年４月 23日） 

   ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（16年６月国会報告） 

・「第５回政策評価に関する有識者会議」

開催（16年６月 18日） 

   ７月  

・「平成 16 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 16 年７月～17 年６月

末）策定（16年７月７日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（16年７月７日） 

   ８月  

・「第６回政策評価に関する有識者会議」

開催（16年８月５日） 

・政策評価（平成 15 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（16 年８月

31日） 

17年４月  
・「平成 15年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（17年４月 27日） 

   ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（17年６月国会報告） 

 

   ７月  

・「第７回政策評価に関する有識者会議」

開催（17年７月５日） 

・「平成 17 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 17 年７月～18 年６月

末）策定（17年７月 26日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（17年７月 26日） 

   ８月  

・「第８回政策評価に関する有識者会議」

開催（17年８月９日） 

・政策評価（平成 16 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（17 年８月

31日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

  12月 

・「政策評価に関する基本方針の改定

について」（17年 12月閣議決定） 

・「政策評価の実施に関するガイドラ

イン」（17 年 12 月政策評価各府省

連絡会議了承） 

 

18年４月  
・「平成 16年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（18年４月 28日） 

   ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（18年６月国会報告） 

・「第９回政策評価に関する有識者会議」

開催（18年６月 20日） 

 

   ７月  

・「平成 18 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 18 年７月～19 年６月

末）策定（18年７月 10日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（18年７月 10日） 

   ８月  

・「第 10 回政策評価に関する有識者会

議」開催（18年８月３日） 

・政策評価（平成 17 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（18 年８月

31日） 

19年３月 

・「行政機関が行う政策評価に関する

法律施行令」（13年政令第 323号）

の一部改正（規制の事前評価の義

務付け） 

・「政策評価に関する基本方針」の一

部変更（19年３月閣議決定） 

 

   ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（19年６月国会報告） 

・「第 11 回政策評価に関する有識者会

議」開催（19年６月 13日） 

・「平成 17年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（19年６月 14日） 

   ７月  

・「平成 19 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 19 年７月～20 年６月

末）策定（19年７月３日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（19年７月３日） 

   ８月 

・「規制の事前評価の実施に関するガ

イドライン」策定（19 年８月政策

評価各府省連絡会議了承） 

・「第 12 回政策評価に関する有識者会

議」開催（19年８月２日） 

・政策評価（平成 18 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（19 年８月

30日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

20年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（20年６月国会報告） 

・「平成 18年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（20年６月 10日） 

・「第 13 回政策評価に関する有識者会

議」開催（20年６月 11日） 

   ７月  

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」（計画期間 20 年７月～24 年

３月末）策定（20年７月３日） 

・「平成 20 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 20 年７月～21 年６月

末）策定（20年７月３日） 

   ８月  

・「第 14 回政策評価に関する有識者会

議」開催（20年８月６日） 

・政策評価（平成 19 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（20 年８月

29日） 

21年２月  
・「第 15 回政策評価に関する有識者会

議」開催（21年２月 26日） 

   ３月  

・「平成 21 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 21 年４月～22 年３月

末）策定（21年３月 31日） 

   ５月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（21年５月国会報告） 

・「平成 19年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（21年５月 22日） 

   ８月  

・「第 16 回政策評価に関する有識者会

議」開催（21年８月５日） 

・政策評価（平成 20 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（21 年８月

31日） 

22年３月  

・「第 17 回政策評価に関する有識者会

議」開催（22年３月 17日） 

・「平成 22 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 22 年４月～23 年３月

末）策定（22年３月 31日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（22年３月 31日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

   ５月 

・「行政機関が行う政策評価に関する

法律施行令」（13年政令第 323号）

の一部改正（22年５月閣議決定） 

・「政策評価に関する基本方針」の一

部変更（22年５月閣議決定） 

・「政策評価の実施に関するガイドラ

イン」の一部変更（22 年５月政策

評価各府省連絡会議了承） 

・「政策評価に関する情報の公表に関

するガイドライン」策定（22 年５

月政策評価各府省連絡会議了承） 

・「租税特別措置等に係る政策評価の

実施に関するガイドライン」策定

（22 年５月政策評価各府省連絡会

議了承） 

 

 

６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（22年６月国会報告） 

・「平成 20年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（22年６月４日） 

   ８月 
 

 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（22年８月 24日） 

・「第 18 回政策評価に関する有識者会

議」開催（22年８月 25日） 

・政策評価（平成 21 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（22 年８月

31日） 

・「平成 22 年度金融庁政策評価実施計

画」一部改正（22年８月 31日） 

23年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（23年６月国会報告） 

 

 

 

・「平成 21年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（23年６月 17日） 

・「平成 23 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間 23 年４月～24 年３月

末）策定（23年６月 24日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」一部改正（23年６月 24日） 

  ９月  

・「第 19 回政策評価に関する有識者会

議」開催（23年９月 27日） 

・政策評価（平成 22 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（23 年９月

30日） 

・「平成 23 年度金融庁政策評価実施計

画」一部改正（23年９月 30日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

24年３月 

・「政策評価の実施に関するガイドラ

イン」の一部変更（24 年３月政策

評価各府省連絡会議了承） 

・「目標管理型の政策評価の改善方策

に係る取組について」（24年３月政

策評価各府省連絡会議了承） 

 

   ５月  

・「第 20 回政策評価に関する有識者会

議」開催（24年５月 21日） 

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」（計画期間：24 年４月～29

年３月）策定（24年５月 31日） 

・「平成 24 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間：24年４月～25年３月）

策定（24年５月 31日） 

  ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（24年６月国会報告） 

・「平成 22年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（24年６月８日） 

  ８月  
・「第 21 回政策評価に関する有識者会

議」開催（24年８月 10日） 

  ９月  

・政策評価（平成 23 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（24 年９月

７日） 

25年４月 

・「目標管理型の政策評価の改善方策

に係る取組について」の一部変更

（25 年４月政策評価各府省連絡会

議了承） 

 

  ６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（25年６月国会報告） 

・「第 22 回政策評価に関する有識者会

議」開催（25年６月７日） 

・「平成 23年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（25年６月 21日） 

・「平成 25 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間：25年４月～26年３月

末）策定（25年６月 28日） 

  ８月  

・政策評価（平成 24年度実績評価 

等）の実施、評価結果の公表（25 年

８月 30日） 

12月 

・「目標管理型の政策評価の実施に関

するガイドライン」改正（25年 12

月 20日政策評価各府省連絡会議了

承） 

 

26年５月  
・「第 23 回政策評価に関する有識者会

議」開催（26年５月 30日） 
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 政府全体の動き 金融庁の動き 

６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（26年６月国会報告） 

・「平成 24年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（26年６月 13日） 

７月  

・「平成 26 年度金融庁政策評価実施計

画」（計画期間：26年４月～27年３月

末）策定（26年７月１日公表） 

８月  

・政策評価（平成 25年度実績評価 

等）の実施、評価結果の公表（26 年

８月 29日） 

27年３月 
・「政策評価に関する基本方針」の一

部変更（27年３月閣議決定） 
 

４月 

・「政策評価の実施に関するガイドラ

イン」の一部変更（27 年４月政策

評価各府省連絡会議了承） 

 

６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（27年６月国会報告） 

・「平成 25年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（27年６月 12日） 

・「第 24 回政策評価に関する有識者会

議」開催（27年６月 29日） 

８月  

・政策評価（平成 26 年度実績評価等）
の実施、評価結果の公表（27 年８月
31日公表） 

・「平成 27 年度金融庁政策評価実施計
画」（計画期間：27年４月～28年３月
末）策定（27年８月 31日公表） 

28年５月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（28年５月国会報告） 

・「平成 26年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（28年５月 20日） 

６月  
・「第 25 回政策評価に関する有識者会
議」開催（28年６月８日） 

８月  

・「平成 28 年度金融庁政策評価実施計
画」（計画期間：28年４月～29年３月
末）策定（28年８月 12日公表） 

・政策評価（平成 27 年度実績評価等）
の実施、評価結果の公表（28 年８月
31日公表） 
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29年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（29年６月国会報告） 

・「平成 27年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（29年６月 23日） 

・「第 26 回政策評価に関する有識者会
議」開催（29年６月 26日） 

７月 

・「規制の政策評価の実施に関するガ

イドライン」の一部変更（29 年７

月政策評価各府省連絡会議了承） 

 

８月  

・「金融庁における政策評価に関する基
本計画」（計画期間：29 年４月～33

年３月末）策定（29年８月１日公表） 
・政策評価（平成 28 年度実績評価等）
の実施、評価結果の公表（29 年８月
31日公表） 

12月  
・「平成 29 年度金融庁政策評価実施計
画」（計画期間：29年４月～30年３月
末）策定（29年 12月 15日公表） 

30年１月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（30年１月 31日） 

５月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（30年５月 21日） 

６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（30年６月国会報告） 

・「平成 28年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（30年６月 13日） 

・「政策評価に関する有識者会議」開催
（30年６月 22日） 

７月  

・政策評価（平成 29 年度実績評価等）
の実施、評価結果の公表（30 年７月

17日公表） 

９月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（30年９月 13日） 

12月  

・「平成 30 年度金融庁政策評価実施計
画」（計画期間：30年４月～31年３月
末）策定（30年 12月３日公表） 
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31年２月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（31年２月 15日） 

元年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（元年６月国会報告） 

・「平成 29年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（元年６月 10日） 

・「政策評価に関する有識者会議」開催
（元年６月 13日） 

８月  

・「政策評価に関する有識者会議」開催
（元年８月１日） 

・政策評価（平成 30 年度実績評価等）

の実施、評価結果の公表（元年８月
30日公表） 

12月  

・「令和元年度金融庁政策評価実施計画」
（計画期間：平成 31 年４月～令和２
年３月末）策定（元年 12月 24日公表） 

２年２月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（２年２月 28日） 

６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（２年６月国会報告） 

・「平成 30年度政策評価結果の政策への

反映状況」の公表（２年６月３日） 
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（２年６月 23日） 

９月  

・政策評価（令和元年度実績評価等）の
実施、評価結果の公表（２年９月 17

日公表） 

11月  

・「令和２年度金融庁政策評価実施計画」
（計画期間：２年４月～３年３月末）
策定（２年 11月 27日公表） 

３年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（３年６月国会報告） 

・「令和元年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（３年６月７日） 

７月  
・「政策評価に関する有識者会議」開催
（３年７月１日） 
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８月  

・「金融庁における政策評価に関する基

本計画」（計画期間：４年４月～９年
３月末）策定（３年８月 31日公表） 

・政策評価（令和２年度実績評価等）の
実施、評価結果の公表（３年８月 31
日公表） 

10月  

・「令和３年度金融庁政策評価実施計画」
（計画期間：３年４月～４年３月末）
策定（３年 10月 29日公表） 

４年６月 

・「政策評価等の実施状況及びこれら

の結果の政策への反映状況に関す

る報告」（４年６月国会報告） 

・「政策評価に関する有識者会議」開催

（４年６月１日） 
・「令和２年度政策評価結果の政策への
反映状況」の公表（４年６月６日） 
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（参考資料２） 

 

政策評価に関する有識者会議メンバー 
 

令和４年６月 22日現在 
 

 

内田 貴和  三井物産株式会社顧問 

江川 雅子  学校法人成蹊学園学園長 

岡崎 哲二  東京大学大学院経済学研究科教授 

中曽  宏  株式会社大和総研理事長 

星  岳雄  東京大学大学院経済学研究科長 

本田 桂子  コロンビア大学国際関係公共政策大学院客員教授 

〔 計 ６名 〕 

（敬称略・五十音順） 
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（参考資料３） 
金融庁における令和 3年度実績評価（概要） 

基本政策／施策 主な取組 （実施計画より） 主な実績 
 

今後の課題 

Ⅰ 金融システムの安定と金融仲介機能   

 1 マクロプルーデン

スの取組と効果的

な金融モニタリン

グの実施 

 新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）に起因

する不確実性が継続していることも踏まえ、今後の与信

費用の発生といった潜在的なリスクの顕在化が金融機関

の健全性に与える影響について的確に把握する。また、

市場変調に起因するリスクを業態横断的に把握し、個別

金融機関との対話のほか、必要に応じた政策的な対応や

情報発信に活用していく。その上で、低金利環境の継続

やマクロ環境の変化を踏まえ、①金融機関の過剰なリス

クテイクにより金融システムに大きな影響を及ぼすリスク

が蓄積していないか、②金融機関が持続可能なビジネス

モデルを構築し健全性を維持できるかといった観点から

業態横断的な金融モニタリングを実施する。 

 こうした業界横断的な視点に加え、業態ごとのビジネスモ

デルやそれに起因する課題も踏まえ、深度ある対話を実

施。 

 モニタリング高度化及び金融機関の負担軽減の観点か

ら、日本銀行とも緊密に連携しつつ、データ収集・管理の

枠組みの改善を継続するとともに、データ分析力を向上さ

せ、データ活用を推進する。また、各国との知見・教訓の

蓄積等を通じて我が国のモニタリング能力の向上につな

げる。 

 コロナに起因する不確実性が継続していることも踏まえ、引き続き金融仲介機

能の発揮状況とともに、今後の与信費用の発生といった潜在的なリスクの顕在

化が金融機関の健全性に与える影響について的確に把握した。なお、マクロ健

全性維持の観点からの規制（カウンター・シクリカル・バッファー等）についても、

適切に運用した。 

 市場における不確実性の高まりを踏まえ、金利上昇等の市場変調に起因するリ

スクを業態横断的に把握し、個別金融機関との対話を行ったほか、必要に応じ

た情報発信に活用した。 

 個々の金融機関のリスクプロファイル（例えば、グループ・グローバル業務の多

様化・複雑化の程度や、地域経済や各業種へのエクスポージャー等）をモニタリ

ングを通じてきめ細かに把握し、持続的な健全性維持に向け、対話を通じて適

切なガバナンスの発揮とリスク管理の高度化を促した。 

 特に、本邦金融機関に対しては、健全性を確保する観点から、以下の点につい

て、重点的にモニタリングを行った。 

①長期に亘り低金利環境が継続してきた中、金融機関が過剰なリスクテイクを

行い、その結果として金融システムに大きな影響を及ぼすリスクが蓄積していな

いか。 

②金融市場やマクロ経済環境が変化する中において、金融機関が持続可能な

ビジネスモデルを構築し、健全性を維持できるか。 

 ＬＩＢＯＲ（ロンドン銀行間取引金利）の公表停止に備えた金融機関の移行対応を

促し、取組状況のモニタリング・ＬＩＢＯＲ利用状況調査等を実施。 

 モニタリング高度化及び金融機関の負担軽減の観点から、日本銀行とも緊密に

連携しつつ、データ収集・管理の枠組みの改善を継続した。 

 ポストコロナにおける金融機関による企業支援のあり方の検討及び金融機関の

健全性のモニタリングに資する観点から、金融機関から収集するデータや外部

から購入する企業個社レベルの財務データなど、様々なデータ・情報ソースを

組み合わせて活用し、コロナが企業の財務（収益や債務負担等）に与えている

影響につき、多面的に実態把握を行った。 

 グローバルな経済・市場環境は刻一刻と変化し、そこ

から新たにリスクが生まれることを踏まえ、今後も情報収

集・分析の高度化等を通じて、引き続き金融システムの安

定性の維持に向けた取組を進める。 

また、金融機関の健全性を確保・維持するため、コロナの

影響も踏まえたうえで、業態横断的な対応に加え、業態ご

とのビジネスモデルやそれに起因する課題に応じた金融

モニタリングを実施していく。 

2 健全な金融システ

ムの確保のための

制度・環境整備 

 バーゼルⅢの国内実施について、関係者と十分な対話を

行いながら準備を進めるなど、金融システムの安定性確

保のため、国際合意を踏まえた金融 機関の健全性確保

のためのルール整備等に向けて取り組む。 

 関係者と十分な対話を行った上で告示改正案を公表するなど、最終化されたバ

ーゼルⅢの国内実施に向けた準備を進めた。 

 「経済価値ベースのソルベンシー規制等に関する有識者会議」報告書等を踏ま

え、国内フィールドテストを実施するとともに、国内新規制に関する検討状況を

公表。 

 国際的な議論も踏まえた関連告示等の整備など、引き

続き金融システムの安定性の確保に取り組んでいく。 

経済価値ベースのソルベンシー規制について、4 年中

に制度の基本的な内容を暫定的に決定した上で、7 年度

に導入することを念頭に着実に検討を進める。 

3 金融仲介機能の十

分な発揮に向けた

制度・環境整備と

 金融機関に対して、事業者の資金繰り支援に万全を期す

よう求めていくとともに、事業者からの相談、資金ニーズ

の変化等につき関係者からヒアリングし、資金繰り支援が

全体として適切に行われているか確認する。 

 コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油価格の上昇等の影響が懸

念される中、金融機関に対して、新規融資や条件変更等について最大限柔軟な

対応をするよう、累次の要請を実施。また関係者からのヒアリングにより、資金

繰り支援が全体として適切に行われているかを確認するとともに、「企業アンケ

 コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油

価格の上昇等の影響が懸念される中、金融機関による事

業者への資金繰り支援の徹底や経営改善・事業再生・事

業転換支援等の促進など、必要な措置を実施していく。 
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金融モニタリング

の実施 

 地域金融機関による継続的な資金繰り支援や経営改善・

事業再生・事業転換支援等への取組状況を重点的にモニ

タリングする。 

 地域金融機関における経営改革に向けた取組について、

丁寧に対話を行い、それぞれの取組を支援していく。あわ

せて、経営の多角化・高度化を図る地域金融機関とは、

深度ある対話を行い、グループ全体にわたるガバナンス

機能の発揮を促していく。 

 事業全体を対象とする新たな担保制度である事業成長担

保権（仮称）の導入に向けて、幅広い関係者と意見交換を

進めるとともに、法制度の具体的なあり方、金融機関や監

督当局等における実務上の取扱い等についても検討を深

めていく。 

ート調査」を通じて、コロナによる企業への影響と地域金融機関による支援状況

等の実態把握に努めた。 

 地域金融機関における経営改革に向けた取組等について、各金融機関の置か

れた様々な経営環境や顧客企業の状況等も踏まえつつ、経営トップ・社外取締

役とも丁寧に対話を行い、それぞれの取組を支援。 

 事業成長担保権（仮称）の導入に向けて、「事業者を支える融資・再生実務の在

り方に関する研究会」を開催し検討を深めるとともに、その議論を 3 年 11 月に

「論点整理 2.0」として取りまとめ、公表。また米国の融資・再生実務等について

委託調査を実施。 

 

また、地域金融機関における経営改革に向けた取組に

ついて、引き続き、丁寧に対話を行い、それぞれの取組を

支援していく。 

担保法制の見直し等については、海外の制度・実務等

も参考に、法務省・法制審議会・担保法制部会への問題

提起も含め、引き続き議論に貢献していく。 

 

Ⅱ 利用者の保護と利用者利便の向上   

 1 利用者の利便の向

上に適う金融商

品・サービスの提

供を実現するため

の制度・環境整備

と金融モニタリング

の実施 

 顧客本位の業務運営の確立と定着に向け、深度あるモニ

タリングを行うとともに、金融機関の取組の「見える化」を

進める。 

 金融経済教育や長期・積立・分散投資を促す「つみたてＮＩ

ＳＡ」の普及等の施策を実施する。 

 「重要情報シート」の活用促進、「金融事業者リスト」や「外貨建保険の販売会社

における比較可能な共通ＫＰＩ」の定義の公表等による金融機関の取組の「見え

る化」を通じて、顧客が金融商品や金融機関を比較しやすい環境を整備。また、

金融機関の顧客本位の業務運営に関する取組やリスク性金融商品の販売状況

等について、モニタリングを実施。 

 金融庁職員による金融経済教育の出張授業や、金融経済教育に関するオンラ

インと対面双方でのイベントやメディアと連携した情報発信を実施。さらに、成年

年齢引下げや高校学習指導要領の改訂を踏まえ、高校向け指導教材の作成、

日本銀行等と連携した大学生等の若年層向けの金融経済に関する解説動画の

作成、小学生向けのウェブ教材及びパンフレットの作成など、ＩＣＴも活用した

様々なコンテンツを提供。また、4 年度の税制改正要望にて、ＮＩＳＡ口座開設時

におけるマイナンバーカード等の活用等を通じた利便性向上を行ったほか、ＮＩ

ＳＡ特設ウェブサイトのコンテンツの充実やＳＮＳを通じた情報発信により、つみ

たてＮＩＳＡの広報等を実施（4 年 3 月末時点：約 587 万口座）。 

  金融機関における顧客本位の業務運営の確立と定着

に向けて、金融機関の取組の「見える化」やモニタリング

を実施し、利用者の利便の向上に適う金融商品・サービ

スの提供の実現に取り組んでいく。 

また、高校家庭科における金融教育に関する指導教材

を用いたモデル授業を実施し、全国に展開する。加えて、

メディアや金融関係団体との連携を強化しつつ、大学生

や若手社会人を中心とした、資産形成を含めた金融リテ

ラシー向上に資する教材等の作成やセミナーの実施をは

じめとした情報発信を行う。 

2 利用者の保護を確

保するための制

度・環境整備と金

融モニタリングの

実施 

 預金取扱金融機関について、重大な顧客被害や金融機

関のシステムリスク管理態勢に問題が見られる場合は重

点的に検証し、システムリスク管理態勢の強化を促す。 

 改正資金決済法が施行されたことを踏まえ、新たに創設

された第一種・第三種資金移動業者の登録・認可審査を

実施するとともに、第二種資金移動業者を含め、改正資

金決済法で求められる措置に係る態勢整備の状況を含

めてモニタリングを行っていく。 

 多重債務問題への対応として、関係機関との連携を強化

し、各種取組を進めていく。 

 預金取扱金融機関について、重大な顧客被害や金融機関のシステムリスク管

理態勢に問題が認められた事案について重点的に検証を行い、金融機関等の

システム障害の傾向等を金融機関等に共有しつつ、自律的な改善を促すことに

焦点をあてたモニタリングを進めるなど、システムリスク管理態勢の強化を促し

た。 

 3 年 5 月１日に改正資金決済法が施行されたことを踏まえ、新たに創設された

種別の資金移動業である第一種及び第三種資金移動業者の登録に向けて認

可審査を実施。また、第二種資金移動業も含めて、改正資金決済法で求められ

る措置に係る態勢整備の状況についてモニタリングを行った。 

 多重債務防止等の観点から、近年広がりを見せている様々な形態の取引（ＳＮ

Ｓ個人間融資、給与ファクタリング、後払い（ツケ払い）現金化、先払い買取現金

化等）について、政府広報の活用や関係機関との連携を通じ、注意喚起等を行

った。 

 金融取引が高度化・複雑化し、市場の変動も激しい中、

引き続き利用者が安心して金融サービスを受けられるよ

う、利用者保護のために必要な制度整備を進めるととも

に、金融犯罪被害の防止に向けた金融機関の適切な態

勢整備を促していく。 
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Ⅲ 市場の公正性・透明性と市場の活力の向上   

 1 金融取引のグロー

バル化、複雑化、

高度化に対応した

市場監視機能の強

化 

 網羅的で・機動的で・深度ある市場監視（広く、早く、深い

市場監視）の実現を目指し、引き続き、実質的に意味のあ

る市場監視を実施する。 

 戦略的かつ横断的な市場監視業務におけるデジタライゼ

ーションの一層の推進や市場監視を適切に行うための高

度な専門性と幅広い視点を持った人材育成に取り組む。 

 マクロ的な視点に基づき潜在的なリスクに着目した情報収集・分析を行うなどの

タイムリーな市場監視に取り組むとともに、自主規制機関や海外の市場監視当

局等の関係機関とも連携しながら、国内外の市場の新しい事象も常に注意深く

監視し、監視体制の整備や手法の改善を図るなどの取組を推進。 

 デジタライゼーションの飛躍的進展に対応するため、デジタルフォレンジック技

術の一層の向上に取り組むとともに、システム環境の高度化を推進。また、市

場監視を適切に行うための高度な専門性と幅広い視点を持った人材育成を推

進。 

 金融取引のグローバル化、複雑化、高度化やデジタラ

イゼーションの進展等により市場が大きく変化する中で、

我が国市場の公正性・透明性の確保及び投資者保護を

図るため、市場監視機能の強化を引き続き進めていく。 

2 企業の情報開示の

質の向上のための

制度・環境整備と

モニタリングの実

施 

 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループにお

いて、国際的にも投資先として魅力ある市場となるよう、

上場企業等によるサステナビリティに関する取組の適切

な開示のあり方を検討する。 

 気候変動を含むＥＳＧ情報の開示の充実を図る観点か

ら、サステナビリティに関する開示の好事例集を改訂す

る。 

 会計監査の在り方に関する懇談会において、経済社会情

勢の変化を踏まえ、上場企業の会計監査を担う監査事務

所のあり方や公認会計士の一層の能力向上・力量発揮

のための環境整備など、会計監査を巡る諸課題につい

て、総合的に検討する。 

 金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3 年度）を設置し、

企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、投資家の投資判断に必要な情

報を適時に分かりやすく提供し、企業と投資家との間の建設的な対話に資す

る企業情報の開示のあり方について幅広く検討した。 

 サステナビリティに関する開示を含む記述情報の開示の充実を図る観点か

ら、「記述情報の開示の好事例集 2021」を公表した（3 年 12 月公表、4 年 3 月

最終更新）。 

 会計監査の信頼性を確保するために必要な取組を総合的に議論するため、

「会計監査の在り方に関する懇談会（令和 3 事務年度）」を開催し、論点整理を

公表（3 年 11 月）。 

 会計監査の信頼性の確保並びに公認会計士の一層の能力発揮及び能力向上

を図り、企業財務書類の信頼性を高めるため、上場会社等の監査に係る登録

制度の導入、監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直し、公認会

計士の資格要件の見直し等の措置を講ずる「公認会計士法及び金融商品取引

法の一部を改正する法律案」を国会に提出（4 年 3 月）。 

   金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

（3 年度）における報告書を、4 年春頃を目途に取りまとめ

たのち、関係法令の整備を行う。 

 記述情報の開示の更なる充実に向け、投資家からの

ニーズ等も踏まえ、引き続き、開示の好事例の検討・

公表を行っていく。 

引き続き、会計監査の品質の持続的な向上・信頼性

確保に向けた取組を推進。 

 3 市場の機能強化、

インフラの構築、公

正性・透明性の確

保のための制度・

環境整備 

 3 年 6 月のコーポレートガバナンス・コード等の改訂を踏

まえ、取締役会の機能発揮、企業の中核人材の多様性の

確保等の取組を促す。 

 中長期的な企業価値の向上に向けた企業と投資家の建

設的な対話に資するガバナンス情報が提供されるよう、

金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループにお

いて、取締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関

する開示のあり方を検討する。 

 国際金融機能の確立に向けて、海外の投資運用業者に

対する簡素な手続による参入制度の創設、海外金融事業

者に対する英語での行政対応の拡大、海外から参入する

資産運用業者等に対する創業・生活支援体制の強化等に

取り組む。 

 特定投資家制度の拡充等の制度整備やスタートアップエ

コシステムに資する成長資金供給のあり方を検討する。 

 銀証ファイアーウォール規制について、利用者本位のサ

ービス提供が図られるよう、制度整備を進めるとともに、

必要な検討を継続する。 

 コーポレートガバナンス・コードの再改訂及び投資家と企業の対話ガイドライン

の改訂に関する広報活動を行い、上場企業に対して、取締役会の機能発揮、企

業の中核人材の多様性の確保等の取組を促した。 

 金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3 年度）を設置し、取

締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関する開示のあり方について検

討した。 

 3 年 4 月～同年 6 月までに、金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」を計

4 回開催し、成長資金の供給のあり方や顧客情報の共有に関する銀証ファイア

ーウォール規制（情報授受規制）について議論を行い、同年 6 月、成長資金供

給の円滑化に向けた制度整備や上場企業等の顧客情報に関するファイアーウ

ォール規制の緩和に関する報告書を公表した。 

 上記の報告書を踏まえて以下の 法令・制度の整備を実施した。 

① スタートアップ企業への成長資金の供給の円滑化・多様化を図る観点から、

特定投資家制度の拡充に関する制度整備の検討等を行ったほか、株式投

資型クラウドファンディング及び少人数私募の人数通算期間の見直しに関す

る政令・内閣府令等の改正を実施した（4 年 1 月施行）。 

② 上場会社等の非公開情報等に関する銀証ファイアーウォール規制に関する

内閣府令等の改正についてパブリックコメントを実施した（3 年 12 月）。 

 金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

（3 年度）における報告書を、4 年春頃を目途に取りまとめ

たのち、関係法令の整備を行う。 

成長・分配の両立に向けた資金の好循環を確立するた

めには、利用者目線に立った市場機能及び金融仲介機

能の向上が重要である。そのため、投資家保護にも留意

しつつ、スタートアップや事業の再構築等を支える成長資

金供給のあり方について検討を進める必要がある。ま

た、顧客本位の営業の確保と金融サービスの向上に向け

た施策を推進する必要がある。そして、取引所・ＰＴＳ全体

の機能向上・レジリエンス強化に向けた検討を進める必

要がある。 
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 東京証券取引所の市場構造改革の実現、私設取引シス

テム（ＰＴＳ）と金融商品取引所との間の適切な競争の促

進など、市場機能の強化に向けた検討を実施する。 

 3 年 10 月からは、家計の安定的な資産形成と持続的な経済成長を実現してい

くため、「市場制度ワーキング・グループ」を計 5 回開催し、「経済成長の成果の

家計への還元促進」、「市場インフラの機能向上」、「成長・事業再生資金の円滑

な供給」について、4 年 6 月の報告書とりまとめに向け、検討を進めた。 

 海外当局による許認可を受け、海外の顧客資産の運用実績がある投資運用業

者や、主として海外のプロ投資家を顧客とするファンドの投資運用業者に対し、

届出による簡素な参入手続を創設した。また、新たに日本に参入する外国証券

会社のうち海外での業務実績がある等の一定の要件を満たす者について、英

語での登録申請書等の提出を可能とするため、内閣府令の改正・告示の制定を

行った。加えて、縦割りを打破した官民一体の金融創業支援ネットワーク構築を

目的として、モデル事業を開始した。 

（横断的施策）   

 1 ＩＴ技術の進展等の

環境変化を踏まえ

た戦略的な対応 

 金融分野におけるデジタル・イノベーションを推進するた

め、利用者保護の確保を図りつつ、「デジタル・分散型金

融への対応のあり方等に関する研究会」において、送金

手段や証券商品のデジタル化への対応のあり方等を検

討する。また、グローバルステーブルコインの取扱いも含

め、クロスボーダー送金の改善に関する国際的な議論に

貢献する。 

 ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクにおいて、フィンテックに関する

民間事業者の相談等に一元的に対応するほか、フィンテ

ックに係るビジネス動向 を把握しつつ、事業者がより利

用者目線に立った新たな金融サービスを創出するよう支

援する。 

 決済における相互運用性確保及び競争促進に向けて、資

金移動業者への全銀システムの参加資格拡大に向けた

検討の着実な進展を図るとともに、 多頻度小口決済の利

便性向上に向けた検討を促していく。 

 「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」において、送金手

段や証券商品などのデジタル化への対応のあり方等について検討。 

 安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るため、いわゆるステーブルコイ

ンへの対応として、電子決済手段等取引業の創設、銀行等における為替取引

のモニタリング等の共同化の動きへの対応として、為替取引分析業の創設、高

額電子移転可能型前払式支払手段の発行者について、本人確認義務等を課す

ための規定の整備、等の措置を講ずる必要があることから、「安定的かつ効率

的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一部を改正

する法律案」を国会に提出（4 年 3 月）。 

 ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスク、ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験ハブ及び金融機関システム・フロン

トランナー・サポートデスク （旧：基幹系システム・フロントランナー・サポートハ

ブ）で受け付けた相談について、内容・ニーズに応じて的確に対応。 

 資金移動業者への全銀システムの参加資格拡大について、決済の安全性確保

の観点から、全銀システムに新たに接続する事業者に対するモニタリングのあ

り方についての検討など、必要な対応を行うとともに、多頻度小口決済の利便

性向上に向けた検討を促した。 

 イノベーションと利用者保護のバランスを確保しつつ、

デジタライゼーションの進展等に伴う金融を取り巻く環境

の変化に適切に対応していく観点から、引き続き取組を

進めていく。 

2 業務継続体制の確

立と災害への対応 

 金融庁及び金融機関における業務継続体制の検証、震

災等自然災害への対応を行う。 

 金融庁の業務継続計画等の実効性を検証するため、関係機関との合同訓練等

を実施。 

 3 年 7 月以降の大雨に係る災害や 4 年福島県沖を震源とする地震などの自然

災害への対応として、自然災害ガイドラインの周知広報や金融機関に対してき

め細かな対応を慫慂。 

 金融庁の業務継続計画等を定期的に検証し、必要に応

じて見直しを行うとともに、関係機関と連携した訓練等の実

施により、更なる実効性の向上に取り組む。また、金融機

関等における業務継続体制の実効性の向上を促していく。 

3 その他の横断的施

策 

 国際的に協調した対応・国際的な議論への貢献（コロナ対

応における国際的な協調、マネロン・テロ資金供与・拡散

金融対策の強化、サイバーセキ ュリティの確保とオペレ

ーショナル・レジリエンス）を進めるとともに、国際的なネッ

トワークを強化（アジア・新興国とのネットワーク構築・強 

化、先進国との協力関係の深化）する。 

 サステナブルファイナンスを推進し、国際的な議論におい

て主導的な役割を担う。国内外の成長資金が日本企業の

脱炭素化への取組に活用されるよう、企業開示の充実、

 コロナを踏まえた金融安定性に関する影響分析や対応が進む中、ノンバンク金

融仲介の強靭性向上に向けた取組の進捗報告書作成など、国際的に協調した

取組に貢献。また、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策強化のための暗号

資産等に関する国際的なガイダンス策定に貢献したほか、アウトソーシング・サ

ードパーティにおける規制監督上の論点に関する議論に貢献。 

 当局間協力に関し、オンラインのコミュニケーションを用い、二国間会議におけ

る意見交換、アジア・新興国に対する技術協力や先進国との対話をさらに推進。 

 マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の高度化に向け、金融活動作業部会（Ｆ

ＡＴＦ）第 4 次対日相互審査の結果も踏まえ、検査要員の確保等の検査・監督体

 国際的に協調した対応は、コロナの影響下において

も、世界の金融システムの健全性を維持しつつ、実態経

済を支えることにつながるため、引き続き、積極的に取り

組んでいく。 

また、アジア・新興国の金融技術支援等に取り組むこと

は、これらの国々の金融監督当局等の能力向上や我が

国との連携強化につながるため、引き続き、積極的に取り

組んでいく。 
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グリーンボンド等の認証枠組みや情報プラットフォームの

構築による「グリーン国際金融センター」の実現等を図る。 

 金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・シス

テムの利用や業務提携・委託等について、経済安全保障

の議論を踏まえ、関係機関と連携していく。 

制の強化、マネロン等対策共同システムの実用化に係る検討の支援、広報活

動を通じた利用者への周知等の取組を実施。 

 「グリーン国際金融センター」の実現に向け、ＪＰＸ「サステナブルファイナンス環

境整備検討会」を設置し、4 年年央までに、グリーンボンド等の情報を幅広く集

約する情報プラットフォームを設置するなどの方向性を取りまとめた中間報告書

を公表。4 年 2 月に「ＥＳＧ評価・データ提供機関等に係る専門分科会」を設置

し、ＥＳＧ評価・データ提供機関について、期待される行動規範のあり方等につ

いて議論。 

 金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・システムの利用や業務提

携・委託等について、経済安全保障の議論を踏まえ、関係機関と連携した。 

金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）第 4 次対日相互審査のフォ

ローアップ及び第 5 次対日相互審査を見据え、引き続き、

マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の高度化に向け、

関係機関と連携して取り組んでいく。 

「グリーン国際金融センター」の実現に向け、国内のサ

ステナブルファイナンスの一層の推進に向けて必要な取

組を進めていく。 

経済案安全保障上の対応について、引き続き関係機関

との連携を行っていく。  

 

（金融庁の行政運営・組織の改革   

 1 金融庁のガバナン

スの改善と総合政

策機能の強化 

 ①各種有識者会議の積極的活用、②金融行政に対する

外部評価及び職員アンケートによる自己評価の実施、③

金融行政に関する情報発信の強化、④ 財務局とのさら

なる連携・協働の推進、⑤アカデミアとの連携強化による

データ分析等を用いた学術的成果を得るための取組等に

より、金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化

を図る。 

 各種有識者会議の開催や、金融行政に対する外部評価及び職員アンケートに

よる自己評価を実施するなど、有識者の意見や内外からの意見を金融行政に

継続的かつ的確に反映する取組を実施。 

 金融庁の施策等について、金融庁ウェブサイトやＳＮＳを活用し、タイムリーか

つ正確で分かりやすい情報発信を実施。 

 各地域において金融行政を担う財務局との緊密な連携・協同を進めるため、コミ

ュニケーションの充実等を実施。 

 金融行政への活用を前提とした、アカデミアとの連携強化によるデータ分析等を

用いた学術的成果を得るための取組等を実施。 

 金融行政の質を不断に向上させていく観点から、有識

者等の意見・提言、批判等が継続的かつ的確に反映され

るよう、引き続き、各種有識者会議等を積極的に活用する

ほか、金融行政に関する広報の充実に取り組んでいく。 

2 検査・監督の見直

し 

 「検査・監督基本方針」を踏まえた検査・監督を実践し、第

三者による外部評価も活用しながら検査・監督の質・深度

や実効性のある対話を不断に改善する。 

 分野別の考え方と進め方として、「金融機関のＩＴガバナンス等に関する調査結

果レポート」、「事例集（参考手引）＜令和 3 年 6 月版＞」、「金融機関のシステ

ム障害に関する分析レポート」、「投資信託等の販売会社による顧客本位の業

務運営のモニタリング結果」を公表するなど、「検査・監督基本方針」を踏まえた

検査・監督を実践。 

 検査・監督の品質管理の一環として、第三者による外部評価や職員アンケート

を実施。 

 3 年 3 月に公表した「金融庁・日本銀行の更なる連携強化に向けた取り組み」に

基づき、検査・考査の実施先に関する計画調整や規制報告の一元化、重要課

題についての共同調査等を実施。 

 検査・監督の質・深度や当局の対応を不断に改善する

ため、金融機関と双方向の対話を行いながら、各分野の

「考え方と進め方」のモニタリング現場へ定着を図りつつ、

事例を蓄積するとともに、そこで得られた重要な課題や着

眼点等について整理・公表を行うなど、更なる取組を進め

ていく。 

3 金融行政を担う人

材育成等 

 さらなる組織活性化に向けて、①金融行政各分野の専門

人材の育成、②職員の主体性・自主性を重視した枠組み

の一層の活用、③誰もが能力を発揮できる環境の実現、

④幹部職員等のマネジメント力向上、などのための取組

を継続・拡充する。 

 金融を巡る環境の変化などを踏まえて、中長期的な視点からの専門人材の育

成の枠組みの整備を行い、「当面の人事基本方針」を改訂。 

 「政策オープンラボ」や、個人論文の執筆・公表を組織的に支援する枠組みなど

が一層活用されるための環境づくりを実施。 

 テレワーク・オンライン会議等の活用による多様な働き方の実現のための環境

整備や業務の合理化・効率化の取組を推進。 

 幹部職員等へのマネジメント研修や、マネジメント方針の「見える化」及び期中

での振返りを実施。また、少人数グループによるきめ細かい組織運営を推進。 

 職員満足度調査における全体的な満足度のスコアは、全庁で前年に比べ 0.03

ポイント上昇し、4.02/5.00 となった。 

 組織文化の変革には相応の時間がかかることから、人

材育成や職場環境の改善等に継続して取り組んでいく。 

 



 

- 22 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各施策の評価結果 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（施策Ⅰ－1） 

施策名 マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施 

 施策の概要 

マクロ経済･金融市場の動向や金融機関を含む市場参加者の動向、資

金フローの動向等について精緻かつリアルタイムに把握し、金融システ

ムの潜在的リスクをフォワード・ルッキングに分析するとともに、その

分析結果を基に効果的な金融モニタリング（監督・ 検査）を実施する。 

達成すべき目標 金融システムの安定性の維持及び金融機関の健全性の確保 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

 企業・経済の持続的成長と安定的な資産形成等による国民の厚生の増

大のためには、金融機関の健全性の確保を通じて、金融システムの安定

性が維持されることが必要である。  

また、人口減少や顧客の高齢化、低金利環境の継続といった厳しい収益

環境、コロナの世界的拡大や自然災害の多発・激甚化に加え、デジタラ

イゼーションの進展など、金融業界を巡る環境が大きく変化しているこ

とを踏まえ、金融機関は持続可能なビジネスモデルを構築することが重

要である。 

【根拠】 

・金融庁設置法 

・各業法の目的規定、各種監督指針 

・Ｇ20 サミット首脳宣言・行動計画（平成 20年 11月 15日） 

・Ｇ20 サンクトペテルブルク・サミット首脳宣言（25 年 9月 6日） 

・「日本再興戦略」改訂 2016（28年 6月 2日閣議決定） 

・検査・監督基本方針(30 年 6月 29日) 

・令和 3事務年度証券モニタリング基本方針（令和 3年 8月 6日） 

・2021 事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社

会を実現する金融システムの構築へ～（以下「金融行政方針」という。）

（3 年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]「金融行政方針」に基づくプルーデンスの取組 【達成】 

 3年度目標 金融システムの潜在的リスクをフォワード・ルッキングに分析 

 3年度実績 

・経済、金融市場や金融機関を含む市場参加者の動向等を適時に把握し、

こうした動向等を踏まえた金融システムの将来的なリスクや脆弱性に関

する調査・分析を行いました。 

指標②  [主要]「金融行政方針」に基づく金融モニタリングの実施状況 【達成】 

 3年度目標 「金融行政方針」に基づく金融モニタリングを実施 
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 3年度実績 

・「金融行政方針」に基づき、金融システムの安定性確保に向けたモニタリ

ングを実施しました。また、2事務年度（2年 7月～3 年 6 月）に実施し

た結果を「金融行政方針」において公表しました。 

指標③ [主要]金融機関のリスク管理の高度化に向けた取組 【達成】 

 3年度目標 
金融機関に対するヒアリング等を通じ、統合的なリスク管理態勢の把握・

検証 

 3年度実績 

・金融機関に対する適時のヒアリングとデータ分析等を通じ、統合的なリ

スク管理態勢の把握・検証を行い、金融機関との対話や業界団体との意

見交換会等において高度化を促しました。 

指標④ [主要]各業態の健全性指標〈自己資本比率、不良債権比率等〉 【達成】 

 基準値 実績 目標値 

 2年度 3年度 

 

3年度 

 

2年度 

各業態の 

比率 

（別紙参照） 

3年度 

各業態の 

比率 

（別紙参照） 

前年度水準を

維持 

指標⑤ 
自己資本比率規制上の先進的なリスク計測手法の承認審査及び承認

後のモニタリングの適切な実施 
【達成】 

 3年度目標 告示上の要件で求められるリスク管理態勢・内部統制の状況の確認 

 3年度実績 

・自己資本比率規制上の先進的なリスク計測手法について、リスク管理と

先進的手法の運営態勢に係る深度ある対話及び審査を実施し、新たに 1

先に対する承認を行いました。また、既承認金融機関における先進的な

リスク計測手法の運用状況等についてもモニタリングを実施しました。 

指標⑥ グローバルなシステム上重要な銀行等に対する適切な監督 【達成】 

 3年度目標 

関係当局との情報共有・意見交換も行いつつ、経済・市場・競争環境の変

化を踏まえたリスク管理・経営管理の高度化等に向けたモニタリングを実

施 

 3年度実績 

・コロナによる事業の不確実性が続く中、特に、貸出が集中し、コロナの

影響を大きく受けている業種・事業者の状況について、重点的に実態把

握を行いました。その上で、金融機関による資金繰り支援や資本性資金

の提供といった事業者への支援の状況について確認しました。 

・個々の金融機関のリスク管理態勢等を横断的に実態把握・検証する取組

を強化し、信用リスクについて、内部格付や償却・引当のプロセスの有

効性について金融機関と対話しました。市場リスクについて、大手銀行

グループに加えて、大手生命保険会社等の運用・調達方針についてタイ

ムリーに把握し、金利上昇等の金融市場の変動が各金融機関の財務の健

全性や金融システムに与える影響を分析するとともに、市場運用や外貨

流動性に係るリスク管理態勢について金融機関と対話しました。 
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・上記モニタリングを効果的に実施するため、日本銀行や海外金融当局等

の関係当局と情報共有・意見交換を行いました。 

・グループ・グローバルのリスク管理の枠組みの有効性の確認といった金

融機関のガバナンス等に係る対話をさらに進めました。 

指標⑦ 
国内で活動する金融機関のリスク管理及びリスクテイク戦略の高

度化に向けた取組 
【達成】 

 3年度目標 
金融機関との対話を通じ、リスク管理及びリスクテイク戦略の把握・検証

を実施 

 3年度実績 

・地域金融機関に対して、検査マニュアル廃止後の融資や引当等に関する

金融機関の取組について、「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・

監督の考え方と進め方」に基づいて、工夫事例等に関する対話を行いま

した。 

・ポストコロナを見据えた地域金融機関の持続可能なビジネスモデルの確

立に向けたガバナンスや金融仲介機能の発揮状況、信用リスクや有価証

券運用の管理状況など、金融機関の抱える課題に応じて、必要に応じて

検査等も活用し、モニタリングを実施しました。 

・国内外の様々な経済動向等を注視し、大口与信先の状況や市況の変化等

が各地域金融機関の期間収益や健全性に与える影響を常時把握し、必要

となる対応を早め早めに促しました。 

・地域金融機関の抱える課題に応じて、経営トップをはじめとする金融機

関各階層の職員や社外取締役との対話を実施しました。 

指標⑧ 大手証券会社グループに対する適切な監督 【達成】 

 3年度目標 
ヒアリング等を通じ、ガバナンス機能の発揮や経営管理態勢及びリスク管

理態勢の整備状況についてモニタリングを実施 

 3年度実績 

・グローバルな業務展開を支えるガバナンス・経営管理態勢及びリスク管

理態勢（グローバルな市場変動リスクや保有資産価値の下落等に対する

備えを含む）の整備状況や危機時の対応策等について、海外当局とも連

携しつつ、引き続きモニタリングを行いました。 

・手数料体系の複線化や仕組債・ファンドラップなどの商品・サービスの

多様化が進む中で、顧客への提案内容や運用状況等が顧客本位のものと

なっているか、営業現場との深度ある対話を行いました。 

指標⑨ 国際的に活動する保険グループに対する適切な監督 【達成】 

 3年度目標 
関係当局との情報共有・意見交換等も行いつつ、規模・特性に応じたグル

ープガバナンスやリスク管理の高度化に向けたモニタリングを実施 

 3年度実績 

・海外当局とも情報共有・意見交換を行った上、各保険グループの規模や

リスク特性に応じたグループガバナンスやリスク管理の高度化を促しま

した。 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い Ａ（目標達成） 
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の測定結果 【判断根拠】 金融システムの安定性を維持するため、金融システムの

潜在的リスクをフォワード・ルッキングに分析（測定指標

①）しました。 

また、金融機関の健全性を確保するための重要な取組と

して、金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施（測

定指標②）や、金融機関に対する定期及び随時のヒアリン

グ等を通じ、統合的なリスク管理態勢等の把握・検証を実

施（測定指標③）するなど、全ての測定指標で目標を達成

することができたことから、「Ａ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融機関を取り巻くリスクが多様化・複雑化するなか、

そのリスクの特性や変化をきめ細かく、かつフォワード・

ルッキングに把握・分析する必要性は高まっています。ま

た、金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施（測定

指標②）等の取組を通じて、金融機関の健全性の確保を図

ることは、信用秩序の維持につながるとともに国民経済の

健全な発展の基礎となることから、必要不可欠であると考

えています。 

【効率性】 金融市場の変化等について、日々情報収集を行うと共に、

トレンドの変化等について、海外当局者や市場関係者等の

見方を調査・分析することを通じて、効率的に金融システ

ムのリスクの把握を行うことができました。また、モニタ

リング担当部局が緊密に連携し、リスクベースによるモニ

タリングを実施することで、より効果的・効率的にモニタ

リングに取り組めたものと考えています。 

【有効性】 金融行政方針に基づくマクロプルーデンスの取組(測定

指標①)により、集積した情報及び分析結果について、庁内

に幅広く情報共有を実施致しました。こうした情報、分析

を利用した、金融行政方針に基づく金融モニタリングの実

施（測定指標②）等により、金融機関の抱えるリスクやそ

の管理態勢、財務の健全性等についての実態把握・検証、

それに基づく金融機関との対話を行いました。この結果、

金融機関のリスク管理の高度化が促され、健全かつ適切な

業務運営の確保（測定指標④）に資することができたと考

えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画において掲げた測定指標の目標は達成となって

いますが、グローバルな経済・市場環境は刻一刻と変化し、

そこから新たにリスクが生まれることを踏まえ、今後も情

報収集・分析の高度化等を通じて、引き続き金融システム

の安定性の維持に向けた取組を進めていく必要がありま

す。 

また、金融機関の健全性を確保・維持するため、コロナ

の影響も踏まえたうえで、引き続き金融行政方針に基づき、

業態横断的な対応に加え、以下の通り、業態ごとのビジネ
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【 施 策 】 

 

 

 

 

【測定指標】 

スモデルや当該ビジネスモデルに起因する課題に応じた金

融モニタリングなどを行っていく必要があります。 

【大手銀行グループ等】 

海外業務やグループ連携の強化・拡大等、戦略に応じたリ

スクの多様化・複雑化を踏まえた対応 

【地域金融機関】 

金融仲介機能の十分な発揮と必要な健全性の確保への対応 

【証券会社】 

顧客本位の業務運営態勢の構築、適切なコンプライアンス

態勢の確立及びガバナンス機能の発揮等 

【保険会社】 

適切な経営戦略の策定・推進を支えるリスク管理態勢やガ

バナンス機能の発揮、持続可能なビジネスモデルの構築 

【日本郵政】 

市場運用の深化に向けたリスク管理の高度化に加え、グル

ープ全体の中長期的な収益基盤の確保 

金融システムにおける潜在的なリスクについてフォワー

ド・ルッキングに調査・分析を行い、金融システムの安定

性の維持に向けた取組を引き続き進めてまいります。 

また、今後とも金融機関の健全性が維持されるよう注視す

る必要があります。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① マクロプルーデンスの取組 

 

・コロナに起因する不確実性が継続していることも踏まえ、引き続き金融  

仲介機能の発揮状況とともに、今後の与信費用の発生といった潜在的な  

リスクの顕在化が金融機関の健全性に与える影響について的確に把握し 

ました。なお、マクロ健全性維持の観点からの規制（カウンター・シク 

リカル・バッファー等）についても、適切に運用しました。 

・市場における不確実性の高まりを踏まえ、金利上昇等の市場変調に起因

するリスクを業態横断的に把握し、個別金融機関との対話を行ったほか、

必要に応じた情報発信に活用しました。 

② 効果的な金融モニタリング（監督・検査）の実施 

 

・個々の金融機関のリスクプロファイル（例えば、グループ・グローバル 

業務の多様化・複雑化の程度や、地域経済や各業種へのエクスポージャ 

ー等）をモニタリングを通じてきめ細かに把握し、持続的な健全性維持

に向け、対話を通じて適切なガバナンスの発揮とリスク管理の高度化を

促しました。 

・特に、本邦金融機関に対しては、健全性を確保する観点から、以下の点 

について、重点的にモニタリングを行いました。 

①長期に亘り低金利環境が継続してきた中、金融機関が過剰なリスクテ
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イクを行い、その結果として金融システムに大きな影響を及ぼすリスク

が蓄積していないか。 

②金融市場やマクロ経済環境が変化する中において、金融機関が持続可

能なビジネスモデルを構築し、健全性を維持できるか。 

・グローバルベースでのモニタリングの実効性を高める観点から、グロー   

バルに活動する我が国の大手金融グループについて、関係監督当局が参  

加する監督カレッジ会合を開催しました。 

・各国とともに知見・教訓の蓄積や施策の好事例の共有を通じて我が国の

モニタリング能力の向上につなげました。 

・自己資本比率規制上の先進的なリスク計測手法の承認審査及び承認後の

モニタリングを適切に行いました。 

・先端の専門的知見を、効率的・効果的に活用するため、組織内のニーズ  

に応じて、適切な外部専門家の登用に取り組みました。また、登用した 

外部専門家や外部有識者の活用などを通じて専門人材の育成等に計画的 

に取り組みました。 

・ポストコロナにおける金融機関による企業支援のあり方の検討及び金融

機関の健全性のモニタリングに資する観点から、金融機関から収集する

データや外部から購入する企業個社レベルの財務データなど、様々なデ

ータ・情報ソースを組み合わせて活用し、コロナが企業の財務（収益や

債務負担等）に与えている影響につき、多面的に実態把握を行いました。 

・中長期的なデータ戦略として、明細データ等のモニタリング実務や政策

立案での活用のあり方や実効的・効率的なデータ収集・管理の枠組みの

調査・検討を行いました。 

・モニタリング高度化及び金融機関の負担軽減の観点から、日本銀行とも

緊密に連携しつつ、データ収集・管理の枠組みの改善を継続しました。 

・金融機関におけるコンプライアンス・リスクを早期に特定・評価するた  

め、ＩＴを用いて、当局に寄せられた苦情・相談の分析を高度化させる

とともに、内外の規制・経済情勢に関する幅広い情報の収集・分析に取

り組みました。 

・ＬＩＢＯＲ（ロンドン銀行間取引金利）は、3年 12月末（米ドルの一部  

は 5 年 6月末）に公表停止されることから、監督当局として、金融機関 

のＬＩＢＯＲからの移行に向けた取組を促すとともに、丁寧な顧客対応 

も含めて着実に進捗しているかモニタリングを行い、進捗状況に応じた 

対応の徹底を求めました。また、日本銀行と合同で実施した第 3回ＬＩ  

ＢＯＲ利用状況調査（調査基準日：3年 12 月末時点）の結果概要を 4年 

3 月に公表しましたが、3 年 12 月末に公表が停止されたＬＩＢＯＲを参 

照する契約については、移行対応が概ね完了したことを確認するととも 

に、3年 12 月末に公表停止されたＬＩＢＯＲを参照する残存契約や、5 

年 6 月末に公表停止予定のドルＬＩＢＯＲからの移行対応について引き 

続きモニタリングを実施し、状況に応じた対応の徹底を金融機関に示し 

ていく方針を示しました。 

・ウクライナ情勢を踏まえ関連与信や投資運用、資金調達を通じた直接的

なリスクのみならず、国際的に様々な金融市場、商品市場等の急激な変
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動がもたらすリスク等に対し、銀行や証券会社、保険会社その他の金融

機関の健全性などに関し、モニタリングを行いました。 

・このほか、業態ごとのビジネスモデルやそれに起因する課題に応じ、以 

下の取組を実施しました。 

【大手銀行グループ】 

・コロナによる事業の不確実性が続く中、特に、貸出が集中し、コロナの 

影響を大きく受けている業種・事業者の状況について、重点的に実態把 

握を行いました。その上で、金融機関による資金繰り支援や資本性資金

の提供といった事業者への支援の状況について確認しました。 

・金融庁・日本銀行共同のストレステストの実施及び金融機関との対話を 

通じて、経済環境の変化の金融システムへの影響や波及経路について継   

続して把握を行いました。加えて、金融機関自身によるストレステスト 

も活用したリスク・健全性の把握や資本政策についての対話を引き続き 

行いました。 

・個々の金融機関のリスク管理態勢等を横断的に実態把握・検証する取組

を強化しました。信用リスクについて、将来的な貸倒れの増加など、国

内外の経済環境の変化も見据えた内部格付や償却・引当のプロセスの有

効性について金融機関と対話しました。市場リスクについて、大手銀行

グループに加えて、大手生命保険会社等の運用・調達方針についてタイ

ムリーに把握し、金利上昇等の金融市場の変動が各金融機関の財務の健

全性や金融システムに与える影響を分析するとともに、市場運用や外貨

流動性に係るリスク管理態勢について金融機関と対話しました。 

・金融機関のガバナンスに係る対話をさらに進めました。特に、新興国を 

含む海外での買収・連携や拠点拡大により統治構造が複雑になっている

ことや証券子会社等を通じたリスクの高い取引が行われている実態を踏

まえ、グローバルでの経営を支えるＩＴ・システム・会計等のあり方や、

グループ・グローバルのリスク管理の枠組みの有効性を確認しました。 

・銀行グループの収益における非銀行業務の比重の高まりや、ＩＴ・デジ  

タル技術の利活用の進展も踏まえ、専門性の高い分野を含む業務執行・  

ガバナンスのあり方についても、取締役会等による業務執行の監督の実  

効性や、経営人材の育成・選任プロセスを含めて確認しました。 

・新たに「モデル・リスク管理に関する原則」を公表し、本原則に基づく

実務の発展について、対話を行いました。 

・政策保有株式についても、保有意義の検証や縮減計画の進捗等について、

引き続き対話を行い概ね計画に沿った縮減が進められていることを確認

しました。 

【新形態銀行】 

・新形態銀行の親会社である銀行持株会社等との対話等を通じて、グルー

プベースでの事業戦略やガバナンス機能の発揮状況等を確認しました。 

・ 他業連携・デジタル技術のさらなる活用に向けた動きを踏まえたガバナ

ンス態勢の構築やリスク管理の高度化に向けて、金融機関と対話を行い

ました。 

【地域金融機関】 
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・地域金融機関が、融資先のポートフォリオを踏まえた、より的確な信用 

リスクの見積りを行う取組を後押ししていくため、引当の見積りのプロ

セスや開示のあり方を含めて、引き続き取組事例の把握に努めるととも

に、特に開示については、アナリスト、日本公認会計士協会、全国銀行

協会を招いて「銀行の引当開示の充実に向けた勉強会」を開催し、出さ

れた意見や実例などの議論の成果を、「銀行の引当開示の充実に向けて」

として公表しました。 

【証券会社】 

・大手・ネット系・地域証券等の業態・特性に応じて、証券会社としての 

金融仲介機能を最大限発揮することができるよう、顧客本位の業務運営

態勢の構築、適切なコンプライアンス態勢の確立及びガバナンス機能の

発揮等に関する取組や、それによる持続可能なビジネスモデルの構築と

いった観点について深度ある対話を継続しました。 

【保険会社】 

・事業環境の変化に応じた持続可能なビジネスモデルの構築や顧客ニーズ

の変化に即した商品開発が重要であり、また、保険会社の海外進出が進

む中、海外当局とも連携しつつ、グループベースでのガバナンスの高度

化を進めることも重要であることから、これらの取組が着実に進められ

るよう、対話を通じて促しました。 

・自然災害への対応については、再保険料が高騰する厳しい状況の中、経 

営レベルで資本・リスク・リターンのバランスを図りつつリスク管理を

行うことが喫緊の課題であり、各社の取組へのモニタリングを継続しま

した。さらに、適正・迅速な保険金支払いや水災リスクに応じた火災保

険料率のあり方等について、損保業界等と対話を行いました。 

・経済価値ベースのソルベンシー規制に基づく新たな健全性政策への円滑

な移行に向けた準備を着実に進めるとともに、財務上の指標や規制につ

いても検討を行いました。 

【日本郵政】 

・日本郵政グループについて、市場運用の深化に向けたリスク管理の高度

化に加えて、グループ全体の中長期的な収益基盤の確保に係る取組につ

いて対話しました。 

【その他の業態】 

・電子決済等代行業に係る登録審査を監督指針等に則って適切に行うとと

もに、業容拡大に伴う業務運営状況について、電子決済等代行業者の業

務特性等を踏まえたモニタリングを行い、システム障害発生時の対応状

況の検証等を通じ利用者保護やシステムの安定性を図りました。また、

銀行と電子決済等代行業者の間における暫定的なスクレイピング接続契

約について、ＡＰＩ方式に可能な限り早急に移行されるよう引き続きフ

ォローアップするとともに、自主規制機関とも連携し、業界内における

課題を把握しました。 

・投資助言・代理業者について、インターネット・ＳＮＳ等を利用した広 

告表示や勧誘行為において事実と異なる表示等を行っている業者や、業

務体制の不備や所在が確認できないなどの問題が認められる業者に対し
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ては、必要な監督上の対応を行うなど、適切に対応しました。 

・店頭ＦＸ業者に対して、決済リスク管理態勢強化に向けて導入した 3 施 

策（リスク情報開示、ストレステスト及び取引データ保存・報告制度） 

の対応状況をモニタリングし、必要に応じてリスク低減等の態勢整備を

促しました。また、引き続き、顧客本位の観点から適切な勧誘が行われ

ているか等の業務運営状況についてモニタリングを行いました。 

・投資運用業者における顧客本位の業務運営に向けたガバナンスの確立や、 

顧客の利益に資する商品組成・提供・運用・管理が実践されているかに

ついてモニタリングを行いました。また、投資信託を外部委託やファン

ド・オブ・ファンズ形式で運用している場合に、投資運用業者が投資対

象先の運用状況や財産の管理状況を十分に調査・把握しているか等につ

いてモニタリングを行いました。さらに、コロナの影響等による不動産

市場の変化等を踏まえながら、ＲＥＩＴ等の運用状況について、モニタ

リングを行いました。 

・第二種金融商品取引業者における取得勧誘やファンド運営等について、 

関係機関からの情報や当局に寄せられる相談等を参考として、リスクベ

ースのモニタリングを行い、投資者保護等の観点から問題が認められる

業者に対しては厳正な対応を行いました。また、貸付事業を出資対象と

するファンド持分の取得勧誘に関しては、貸付先の情報開示やファンド

の審査状況等について実態把握を継続しました。 

・適格機関投資家等特例業務届出者における法令等遵守態勢の状況につい 

て引き続きモニタリングを行い、業務運営上の問題が認められる業者に

対しては厳正な対応を行いました。また、ファンド・オブ・ファンズ形

式で運用するファンドにおいて、投資対象先における運用管理の状況を

把握しているか等についてモニタリングを行いました。 

・信用格付業者の業務の適切性確保のため、海外当局との連携も図りなが

ら、モニタリングを継続しました。 

・電子記録移転権利等取扱業者の業務特性等を踏まえ、電子記録移転権利

等の健全な発展及び投資者保護の観点から、業容拡大に伴う業務運営状

況に関して適切に当該業者へのモニタリングを実施しました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 274 263 396 298 

補正予算 - 279 70 - 

繰 越 等 - ▲38   

合 計 274 504   

執行額（百万円） 205 398   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

【測定指標②】 

・業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点 
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資料その他の情報 （主要行） 

今事務年度のモニタリングのフィードバックについて（3年 6月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202106/01.pdf) 

（地銀・第二地銀） 

顧客本位の業務運営について（3年 7月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/01.pdf) 

（保険） 

ビジネスモデル（商品戦略含め）の対話結果について（3年 7月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/04.pdf) 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/05.pdf) 

内部監査モニタリング結果について（3年 7月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/04.pdf) 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/05.pdf) 

保険モニタリングレポートについて（3年 9月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202109/04.pdf) 

（証券） 

グループ・グローバルベースのリスク管理について（3年 4月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202104/04.pdf) 

令和 2 事務年度のモニタリング結果について（3年 6月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202106/06.pdf) 

令和 3 事務年度の証券モニタリング全般について（3年 7月） 

(https://www.fsa.go.jp/common/ronten/202107/06.pdf) 

 

                  

担当部局名 

総合政策局 

国際室、リスク分析総括課、健全性基準室、マクロ分析室、大手銀

行モニタリング室、コンダクト企画室、情報・分析室、データ分析

統括室、電子決済等代行業室 

監督局 

総務課、郵便貯金・保険監督参事官室、銀行第一課、外国証券等モ

ニタリング室、銀行第二課、地域金融企画室、協同組織金融室、保

険課、証券課 

証券取引等監視委員会事務局 

証券検査課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

 

//common/ronten/202106/01.pdf
//common/ronten/202107/01.pdf
//common/ronten/202107/04.pdf
//common/ronten/202107/05.pdf
//common/ronten/202107/04.pdf
//common/ronten/202107/05.pdf
//common/ronten/202109/04.pdf
//common/ronten/202104/04.pdf
//common/ronten/202106/06.pdf
//common/ronten/202107/06.pdf
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指標④[主要] 各業態の健全性指標 <自己資本比率、不良債権比率等> 

【資料 1－1】総自己資本比率等※1（国際統一基準行） 

  R3/3期 R4/3期 

 

主要行等 

総自己資本比率 16.9% 15.7% 

Tier1比率 14.7% 13.8% 

普通株式等 Tier1比率 13.0% 12.3% 

 

地域銀行 

総自己資本比率 14.0% 13.4% 

Tier1比率 13.4% 12.9% 

普通株式等 Tier1比率 12.7% 13.4% 

（出所）金融庁総合政策局データ分析総括室、監督局銀行第二課地域金融企画室調 

 

【資料 1－2】自己資本比率※1（国内基準行） 

 R3/3期 R4/3期 

主要行等 11.4% 11.5% 

地域銀行 9.7% 9.7% 

信用金庫 12.4% 12.5% 

信用組合 11.1% 11.2% 

（出所）金融庁総合政策局データ分析総括室、監督局銀行第二課地域金融企画室、協同組織金融室調 

 

【資料 1－3】自己資本規制比率（証券会社※2） 

 R3/3期 R4/3期 

証券会社 350.4% 352.2% 

（出所）金融庁監督局証券課調 

 

【資料 1－4】単体ソルベンシー・マージン比率※3（生命保険会社、損害保険会社） 

 R3/3期 R4/3期 

生命保険会社 1009.7% 993.9% 

損害保険会社 766.0% 744.6% 

（出所）金融庁監督局保険課調 

 

――――――――――― 

※1 国際統一基準行は 25年 3月期よりバーゼル 3の適用を開始（段階実施ベース） 

  国際統一基準行：主要行等は 4グループ、地域銀行は 11行 

  国内基準行：主要行等は 3グループ、地域銀行は R3/3期が 90行、R4/3期が 89行 

※2 有価証券関連業を行う第一種金融商品取引業者 

※3 24年 3月期からマージン算入の厳格化並びにリスク計測の厳格化及び精緻化などを内容とした新基準を導入 

別紙 
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【資料 2】不良債権比率（＝金融再生法開示債権÷総与信額） 

 R3/3期 R4/3期 

主要行等 0.7% 0.9% 

地域銀行 1.7% 1.8% 

信用金庫 3.5% 3.6% 

信用組合 3.0% 2.9% 

（出所）金融庁総合政策局データ分析総括室、監督局銀行第二課地域金融企画室、協同組織金融室調 
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令和 3 年度 実績評価書 

金融庁令 3（施策Ⅰ－2） 

施策名 健全な金融システムの確保のための制度・環境整備 

 施策の概要 

金融システムの安定性を確保するため、国際合意を踏まえた金融

システムの安定確保のためのルール整備等や、預金等定額保護下に

おける破綻処理のための態勢整備の充実を図る。 

達成すべき目標 
金融システムの安定性確保のためのルール整備等及び預金等定額

保護下における破綻処理のための態勢整備の充実 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

 金融システムは、資金仲介・リスク仲介機能や決済機能を担い、

経済活動の基盤をなすことから、国民生活と経済活動の健全かつ円

滑な発展のためには、金融システムの安定性が確保されることが必

要であり、そのためのルール整備等を行う。 

【根拠】 

預金保険法第 1 条、ペイオフ解禁の実施にあたっての所感（平成 17

年 4 月 1日大臣発言）、自己資本比率告示、主要行等向けの総合的な

監督指針 等 

                 

測定指標 

指標① [主要]国際合意を踏まえた国内制度の検討及び整備 達成 

 
3年度

目標 

バーゼルⅢ関連告示等の整備、ＩＡＩＳ（保険監督者国際機構）から公表さ

れたＩＣＳＶｅｒ2.0（国際的に活動する保険グループの「国際資本基準」）

を踏まえた国内規制の検討 

 
3年度

実績 

・「経済価値ベースのソルベンシー規制等に関する有識者会議」報告書や、 

ＩＡＩＳ（保険監督者国際機構）から公表されたＩＣＳＶｅｒ2.0（国際 

的に活動する保険グループの「国際資本基準」）の内容を踏まえつつ、国 

内フィールドテストの実施や国内新規制に関する検討状況の公表等、透明 

性を確保しつつ国内規制の整備に向けた検討を進めました。 

・29年12月に最終合意がなされたバーゼルⅢの国内実施について、関係者 

と十分に対話を行いながら、令和3年9月、10月に告示改正案を公表する 

等の準備を進めました。 

指標② [主要]必要な措置等の適切な実施による金融システムの混乱の回避 達成 

 
3年度

目標 
金融システムの混乱の回避 

 
3年度

実績 

・期中において預金保険法に基づく金融危機対応等を実施すべき事態は生じ 

ておらず、金融システムの安定性が確保されました。 

指標③ 名寄せデータの精度 達成 

 
3年度

目標 
預金保険機構等との連携による名寄せデータ整備状況を検証 
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3年度

実績 

・預金保険機構の行った検査結果に基づき、名寄せデータの整備状況の確認

を行った結果、名寄せデータの精度の維持・向上が図られました。 

参考指標 

指標① 各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権比率等＞ 

 
3年度
実績 ・（施策Ⅰ－1 を参照） 

                 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 関係者と十分な対話を行った上で告示改正案を公表する

等、バーゼルⅢの国内実施に向けた準備を進めた（測定指標

①）ほか、名寄せデータの精度の維持・向上を図る（測定指

標③）など、全ての測定指標で目標を達成することができま

した。 

しかしながら、施策の目標と照らし合わせてみると、バー

ゼルⅢの国内実施に関しては関連する告示、監督指針やＱ＆

Ａの更なる整備等や、保険会社に係る資産・負債の経済価値

ベースによる評価・監督手法についての検討等、引き続き取

り組むべき課題があることから「Ｂ」としました。 
 

施策の分析 

【必要性】 先般の国際的な金融危機の経験を踏まえ、市場等を通じて

伝播するような危機に対応するため、国際的な基準に合わせ

て規制の見直しを行うこと（測定指標①）等は、金融システ

ムの安定に資するものと考えています
。 

【効率性】 関係機関と連携した取組により、金融システムの安定を確

保するための制度環境の整備を効率的に進めることができ

たものと考えています。
 

【有効性】 国際的な基準に合わせた規制の見直し（測定指標①）等の

取組により、金融システムの安定の確保のための制度・態勢

整備は進展しているものと考えています。
 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

【測定指標】 

金融システムの安定性を確保するため、引き続き国際的な

議論も踏まえた関連告示等の整備や、保険会社に係る資

産・負債の経済価値ベースによる評価・監督手法の検討等

に取り組んでいく必要があります。 

金融システムの安定性は維持されているものと考えられ

ますが、国民生活と経済活動の健全かつ円滑な発展のため、

今後とも金融システムの安定性を確保するための制度・環

境整備を進めていく必要があります。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて指 

標の見直しを検討します。 

 

 
                

主な事務事業の取組内容・評価 

① 国際合意を踏まえた金融機関の健全性確保のためのルール整備等 
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・経済価値ベースのソルベンシー規制について、「経済価値ベースのソルベ

ンシー規制等に関する有識者会議」報告書や、ＩＡＩＳ（保険監督者国際

機構）から公表されたＩＣＳＶｅｒ2.0（国際的に活動する保険グループ

の「国際資本基準」）の内容を踏まえつつ、国内フィールドテストの実施

や検討状況の公表を行うなど、透明性を確保しつつ検討を進めました。    

・29年12月に最終合意がなされたバーゼルⅢの国内実施について、関係者

と十分に対話を行いながら、3年9月、10月に告示改正案を公表しました。

また、経済対策（3年11月閣議決定）の一環として、内部モデルを採用し

ない国内基準金融機関の実施時期を7年とする方針を公表しました。さら

に、4年3月には、諸外国の動向を踏まえ、我が国金融機関の競争上の公平

を確保する観点から、国際統一基準金融機関等の実施時期は6年とする方

針を公表しました。 

・信託勘定における外国為替取引への同時決済の導入について、引き続き、

関係者の対応状況をモニタリングするとともに、関係者間の連携の強化や

取組への理解の促進に努めました。 

② 円滑な破綻処理のための態勢整備 

 

・関係機関と連携の下、破綻処理の円滑化・迅速化に資するための各種協議

を行いました。 

・名寄せデータの精度の維持・向上等の観点から、預金保険機構等の関係機

関と連携し、名寄せデータの整備状況の確認を行いました。 

（預金保険法第 137条第 6項に基づく検査実施件数） 

年
度 

本庁実施 財務局実施 預金保険機構実施  計 
合

計 

銀
行 

信
用
金
庫 

信
用
組
合 

労
働
金
庫 

銀
行 

信
用
金
庫 

信
用
組
合 

労
働
金
庫 

銀
行 

信
用
金
庫 

信
用
組
合 

労
働
金
庫 

銀
行 

信
用
金
庫 

信
用
組
合 

労
働
金
庫 

 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 14 13 5 1 
1
4 

13 5 1 33 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 7 14 15 0 7 14 15 0 36 

元 0 0 0 0 0 0 0 0 8 13 10 0 8 13 10 0 31 

２ 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 

３ 0 0 0 0 0 0 0 0 2 29 23 0 2 29 23 0 54 

（出所）総合政策局調 

（注 1）信用金庫には信金中央金庫、信用組合には全国信用協同組合連合

会、労働金庫には労働金庫連合会を含む。 

（注 2）実施件数は検査着手ベース。 
 

                

施策の 区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 
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予算額・執行額等 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 8 8 8 8 

補正予算 - - - - 

繰 越 等 - -   

合 計 8 8   

執行額（百万円） - -   

                 

学識経験を有す

る者 

の知見の活用 

政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う

過程において使

用した資料その

他の情報 

― 

                  

担当部局名 

総合政策局 

リスク分析総括課、健全性基準室 

監督局 

監督調査室、信用機構対応室、郵便貯金・保険監督参事官室、銀行第一

課、銀行第二課、銀行第二課協同組織金融室、保険課 

     

政策評価実施時

期 
令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 

金融庁令 3（施策Ⅰ－3） 

施策名 
金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニタリン

グの実施 

 施策の概要 

金融機関が金融仲介機能を発揮して、企業や家計をしっかり支えられ

るよう、顧客本位の良質なサービス提供に必要な制度・環境整備の構築

を図るとともに、効率的・効果的な金融モニタリングを実施し、金融機

関による持続可能なビジネスモデルの構築を促すなど、行政としても万

全を期す。 

達成すべき目標 金融機関が金融仲介機能を十分に発揮すること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

・金融機関の取組状況を確認し、金融機関による事業者の資金繰り支援

に万全を期すとともに、今後はポストコロナにおける力強い経済回復

を後押しするため、金融機関による経済再生のための取組を促す施策

を講じていく。 

・金融機関自身が経営基盤を強化し、我が国経済の力強い回復と成長に

資するよう、各金融機関の実態や金融システム全体の状況を的確に把

握した上で、持続可能なビジネスモデルの構築に向けて対話を積み重

ねていく。 

【根拠】 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～(令和 3年 8月 31 日)等 

                 

測定指標 

指標① [主要]事業者の立場に立った最大限柔軟な資金繰り支援を促進 【達成】 

 3年度目標 

金融機関に対して、各種支援金等の支給までの間に必要となる資金等も含め

た新規融資の積極的な実施、返済期間・据置期間を長期に延長すること等の

積極的な提案 

 3年度実績 

・コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油価格の上昇等の影響

が懸念される中、金融機関に対して、新規融資や条件変更等について最大

限柔軟な対応をするよう、累次にわたり要請しました。 

指標② [主要]ビジネスモデルの持続可能性の確保に向けた取組の促進 【達成】 

 3年度目標 
金融機関の持続可能なビジネスモデルの構築を通じた将来にわたる健全性の

維持及び金融仲介機能の継続的な発揮、ガバナンス向上に向けた取組を促進 

 3年度実績 

・ポストコロナを見据えた地域金融機関の持続可能なビジネスモデルの確立

に向けたガバナンスや金融仲介機能の発揮状況、信用リスクや有価証券運

用の管理状況など、金融機関の抱える課題に応じて、必要に応じて検査等

も活用し、モニタリングを実施しました。 

・特に持続可能な収益性や将来にわたる健全性に課題のある地域金融機関に

対しては、早期警戒制度等に基づく深度ある対話を行い、経営基盤強化に

向けた実効性のある方策を策定・実行するよう促しました。 
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・国内外の様々な経済動向等を注視し、大口与信先の状況や市況の変化等が

各地域金融機関の期間収益や健全性に与える影響を常時把握し、必要とな

る対応を早め早めに促しました。 

・また、地域金融機関の抱える課題に応じて、経営トップをはじめとする金

融機関各階層の職員や社外取締役との対話を実施しました。 

指標③ 

金融機能強化法の一部改正により創設された「新型コロナウイルス

感染症等に関する特例」、「資金交付制度」の活用の申請を受けた場

合の「経営強化計画」、「実施計画」の適切な審査、及び同法等に基

づき資本参加・「実施計画」を認定した金融機関に対する適切なフ

ォローアップの実施 

【達成】 

 3年度目標 

金融機能強化法の活用の申請を受けた場合に、「経営強化計画」・「実施計画」

を適切に審査し、同法等に基づき資本参加・「実施計画」を認定した金融機関

について、適切なフォローアップを実施し、計画の履行状況を半期ごとに公

表 

 3年度実績 

・金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関における経営強化計画

等の履行状況について、適切にフォローアップを実施し、半期毎にその内

容を公表しました（3年 9月、4年 3月）。 

・金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関のうち、計画の実施期

間が終了した 17金融機関が策定した新たな経営強化計画等を承認・公表し

ました（3年 9月）。 

・金融機能強化法に基づく資金交付制度の活用に向けて提出された実施計画

を 2件（3金融機関）認定・公表しました（3年 9月、4年 3月）。 

指標④ 

経営者保証に関するガイドライン（以下「経営者保証ガイドライン」

という。）及び事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガ

イドライン」の特則（以下「特則」という。）の融資慣行としての

浸透・定着 

【達成】 

 3年度目標 
経営者保証ガイドライン及び特則の周知・広報並びに金融機関との対話によ

る経営者保証ガイドライン及び特則の積極的な活用を促進 

 3年度実績 

・経営者保証ガイドライン等の周知・広報、積極的な活用促進として、主に

以下の取組を実施しました。 

－年末・年度末に行っている金融業界団体との意見交換会に合わせて、金

融関係団体等に対して、事業者への積極的な経営者保証ガイドライン及

び特則の活用を行うことを大臣名で要請（3年 11 月、4年 3月） 

－事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則

の適用開始等を受けた取組状況に関するアンケートを実施し（3年 6月）、

金融業界との意見交換会で結果概要を含め周知 

－ガイドラインの活用における優良な組織的取組事例をまとめた「『経営者

保証に関するガイドライン』の活用に係る組織的な取組み事例集」を改

定し（3年 10月）、金融業界との意見交換会で具体的な事例の紹介を含め

周知 

－民間金融機関における経営者保証ガイドラインの活用実績の集計結果を

公表（3年 6月、12月）※ 

※ 3年度上期における、経営者保証に依存しない融資の割合は30.2％（前
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年同期比＋3.6％ポイント上昇）、代表者の交代時に新・旧経営者の双

方から保証を徴求している割合は 4.4％（前年同期比－0.9％ポイン

ト）。また、3年度に金融庁が実施したアンケートにおいては、95%の金

融機関が、特則の策定を受け、社内規程やマニュアル等を整備するな

ど、営業現場への徹底を進めている。 

－経営者保証ガイドラインの経営上の位置付けや特則の運用開始を受けた

事業承継時の二重徴求等について、経営トップを含めた金融機関から、

業務運営や取組に対する評価等のヒアリングを実施 

指標⑤ 

コロナの影響下における貸出条件緩和債権の判定に係る実現可能

性の高い抜本的な経営再建計画（以下「実抜計画」という。）の取

扱いの明確化 

【達成】 

 3年度目標 
コロナの影響下における貸出条件緩和債権の判定に係る実抜計画の取扱いの

明確化に必要な対応を実施 

 3年度実績 

・各協会等に宛てて発出した要請文「事業者の実情に応じた資金繰り支援等

の徹底について」において、「貸出条件緩和債権の判定に当たっては、実現

可能性の高い抜本的な経営再建計画等の計画期間を延長する、計画を策定

するまでの期限を猶予する、計画を新型コロナウイルス感染症以前の実績

等に基づき作成するなどの柔軟な取扱いも差し支えない。」旨を明確化しま

した（3年 9月）。 

・また、この「柔軟な取扱い」についての基本的な考え方をＱ＆Ａ形式で整

理・公表しました（3年 10 月）。 

指標⑥ 貸出態度判断Ｄ．Ｉ 【達成】 

 
基準値 実績 目標値 

3 年 3月 4 年 3月    4年 3月 

 19 17    

前年同期 

（3年 3月）の

水準を維持 

指標⑦ 地域経済エコシステムの推進 【達成】 

 3年度目標 
地域の実態把握・地域の課題解決等を通じた地域経済エコシステムの形成・

深化への貢献 

 3年度実績 

・地域金融支援室・地域課題解決支援チームでは、さまざまな地域から寄せ

られる地域課題に対して、官と民、中央と地方の結節点となって、人的ネ

ットワーク支援を通じて、地域課題解決に向けた全国各地の「ダイアログ」

を伴走支援しました。また、当チームと各省庁が連携して国の施策を紹介

するとともに、その施策に関心を持つ自治体や金融機関等の担当者が直接

対話する場として、「霞が関ダイアログ」を開催し、施策の浸透と新たなネ

ットワーク支援に取り組みました（3年度「霞が関ダイアログ」開催実績：

計 5回）。 

・3 年 3 月、環境省と地域経済エコシステムの形成に資する人的ネットワー

クの構築支援などを連携して行う「持続可能な地域経済社会の活性化に向

けた連携チーム」を発足し、両省庁が連携し、地域の取組を伴走支援しま

した（これまで伴走してきた各地域の取組の情報発信強化やネットワーク
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形成につながるよう、4年 3月、「持続可能な地域経済社会の活性化に向け

た金融庁と環境省との連携チームオンラインイベント」を開催）。 

・ また、こうした取組から得たノウハウや把握事例等を相談先へ提供した他、

ウェブサイトへ事例掲載する等、知見を展開しました。 

・コロナの影響下において、資金繰り支援や事業者の経営改善・事業再生等

に軸足を移していくため、金融機関等の現場職員の間で、地域・組織を超

えて事業者支援のノウハウを共有していく取組を支援しました。
 

参考指標 

指標① 
金融サービス利用者相談室における貸し渋り・貸し剥がしに関する情報、金融円滑

化ホットラインにおける情報等の受付状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 

・金融庁の金融サービス利用者相談室における貸し渋り・貸し剥がしに関す

る情報及び金融円滑化ホットラインによる情報の受付件数は、69件となっ

ています（2年度:86件）
。情報提供者等が金融機関側への申出内容等の提

示に同意している情報を基に、事実確認等のヒアリングを実施しておりま

す。また、中小企業の実態を踏まえた円滑かつ積極的な金融仲介機能が発

揮できる態勢の構築状況のほか、貸出先に対する説明責任の履行状況や苦

情処理態勢等の検証を行っています。 

指標② 法人向け規模別貸出残高（日本銀行「預金・現金・貸出金」） 

 3年度実績 
・4年 3月の国内銀行の法人向け融資残高は対前年同月比 1.4%の増加となっ 

ており、うち中小企業向けが対前年同月比 2.0％の増加となっています。 

指標③ 
融資先企業アンケート調査等による取引先金融機関に対する企業の評価に関する情

報 

 3年度実績 

・金融機関による金融仲介機能の発揮に係る取組に対する顧客企業の評価を

把握するため、地域銀行をメインバンクとする約 3 万社の企業にアンケー

ト調査を実施し、回答のあった 10,162 社について、その分析結果を公表

しました（3年 8 月）。調査結果を見ると、「自社の経営課題につき、メイ

ンバンクとなる地域銀行が、納得感のある分析や対応を行っている」と考

える企業が約半数に上りました。また、このうちの 8 割の企業が、当該取

引金融機関との取引継続を希望していたことから、企業の経営課題に耳を

傾け、課題等について企業との間で共通理解の醸成を進めていくことが、

金融機関の安定的な顧客基盤の確保にも寄与することが窺われる結果とな

りました。 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合

いの測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢等の影響

が懸念される中、事業者の資金繰り支援等について、金融

機関に対し累次にわたる要請を行いました（測定指標①）。 

地域金融機関における経営改革に向けた取組について、

丁寧に対話を行い、それぞれの取組を支援するとともに、

ポストコロナを見据えた持続可能なビジネスモデルの確立

に向けたガバナンスや金融仲介機能の発揮状況など金融機
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関の抱える課題に応じて、モニタリングを実施しました。

特に持続可能な収益性や将来にわたる健全性に課題のある

金融機関とは、経営基盤強化に向けた実効性のある方策の

策定・実行を促すため、個別の対話を行いました。また、

地域金融機関の抱える課題に応じて、経営トップをはじめ

とする金融機関各階層の職員や社外取締役との対話を実施

しました（測定指標②）。 

金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関にお

ける経営強化計画等の履行状況について、適切にフォロー

アップを実施し、半期毎にその内容を公表しました（3年 9

月、4年 3月）。また、計画の実施期間が終了した 17金融機

関が策定した新たな経営強化計画等を承認・公表しました

（3 年 9 月）。さらに、金融機能強化法に基づく資金交付制

度に係る実施計画を 2件認定・公表しました（測定指標③）。 

経営者保証ガイドライン及び特則の周知・広報を行い、

積極的な活用を促した結果、3年度上期における、経営者保

証に依存しない融資の割合は約 30％（前年同期比+3.6％ポ

イント上昇）、代表者の交代時に新・旧経営者の双方から保

証を徴求している割合は約 4％（前年同期比-0.9％ポイン

ト）となりました（測定指標④）。 

各協会等に宛てて発出した要請文において、コロナによ

る影響の全容が見通し難いこと等を踏まえ、貸出条件緩和

債権の判定に係る実抜計画の柔軟な取扱いも差し支えない

旨を明確化し、この「柔軟な取扱い」についての基本的な

考え方をＱ＆Ａ形式で整理・公表しました（測定指標⑤）。 

地域金融支援室・地域課題解決支援チームにおいて、地

域課題解決に向けた各地域における「ダイアログ」の伴走

支援、地域課題の解決に直接資する施策の共同企画・実施

を進め、同チームのノウハウや把握事例等を展開しました。

その他、金融機関等の現場職員の間で、地域・組織を超え

て事業者支援のノウハウを共有していく取組を支援しまし

た（測定指標⑦）。 

全ての測定指標で目標を達成することができましたが、

引き続き金融機関との間で深度ある対話を行い、金融機関

による金融仲介機能の更なる発揮に向けた取組を促してい

く必要があることから、測定結果を「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 人口減少や高齢化の進展、情報技術の革新等により、金

融業を取り巻く環境は大きく変化しています。こうした中

においても、地域金融機関は、持続可能なビジネスモデル

を構築し、地域において、適正なアドバイスやファイナン

スの提供といった、金融仲介機能を十分に発揮し、地域企

業の生産性の向上を図り、地域経済の発展に貢献していく

ことが求められています。地域金融機関が、地域において、
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こうした金融仲介機能を発揮していくために、規制緩和等

により、環境整備を図っていくとともに、適切なモニタリ

ング・対話を通じて、自主的な取組を促していくことが必

要であると考えています。 

【効率性】 業界団体との意見交換を行いつつ関係省庁や民間団体と

連携して金融庁・財務局のリソースを有効に活用し、効率

的な施策展開を図っているものと考えています。 

【有効性】 金融仲介機能の十分な発揮に向けた環境整備・金融モニ

タリング等の実施により、円滑かつ柔軟な信用供与を図っ

た結果、中小企業向け貸出残高は増加傾向にあります。ま

た、貸付条件の変更等にも柔軟に取り組んでおり、金融機

関が担保・保証に依存する融資姿勢を改め、企業の事業性

評価に基づく融資や本業支援等の取組は相応の成果を上げ

ているもの（測定指標⑥、参考指標③）と考えています。

加えて、地域金融機関の取り巻く環境整備は一定の進展が

あったと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等へ

の反映の方向

性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

【測定指標】 

コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油価

格の上昇等の影響が懸念される中、金融機関による事業者

への資金繰り支援の徹底や経営改善・事業再生・事業転換

支援等の促進など、必要な措置を実施していく必要があり

ます。 

また、コロナ等による影響も踏まえ、地域金融機関にお

ける経営改革に向けた取組について、引き続き、丁寧に対

話を行い、それぞれの取組を支援していく必要があります。 

さらに、担保法制の見直し等については、海外の制度・実

務等も参考に、事業全体を対象とする新たな担保制度とし

ての事業成長担保権（仮称）について、法務省・法制審議

会・担保法制部会への問題提起も含め、引き続き議論に貢

献していく必要があります。 

加えて、「ダイアログ」の開催等により得られたノウハウ

や人脈等を活用した財務局・自治体・金融機関等へのサポ

ートや、金融機関等の現場職員の間で、地域・組織を超え

て事業者支援のノウハウを共有していく取組の支援を実施

していく必要があります。  

引き続き金融機関との間で深度ある対話を行い、持続可

能なビジネスモデルの構築に向けた取組を促す必要があり

ます。 

 指標①～④、⑥及び⑦は、次期についても、この指標を

維持します。必要に応じて指標の見直しを検討します。 

 指標⑤に掲げた制度整備は、3年度において、各協会等へ

の要請及びＱ＆Ａ形式で整理・公表することにより終了し

たことから、4年度以降は測定指標から削除します。 
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主な事務事業の取組内容・評価 

① ビジネスモデルの持続可能性の確保に向けた取組の促進とその環境整備 

 

・金融機関に対して、事業者の資金繰り支援に万全を期すよう求めていくと

ともに、事業者からの相談、資金ニーズの変化等につき関係者からヒアリ

ングし、資金繰り支援が全体として適切に行われているか確認しました。 

・地域金融機関における経営改革に向けた取組について、丁寧に対話を行い、

それぞれの取組を支援しました。あわせて、経営の多角化・高度化を図る

地域金融機関とは、深度ある対話を行い、グループ全体にわたるガバナン

ス機能の発揮を促しました。その際、各金融機関の置かれた様々な経営環

境や顧客企業の状況等について、適切に実態を把握し理解するほか、各地

域の経済や企業等の状況についても、「企業アンケート調査」やその他幅

広い関係者からの様々な情報収集等を通じて、分析・理解に努めました。 

・ポストコロナを見据えた地域金融機関の持続可能なビジネスモデルの確立

に向けたガバナンスや金融仲介機能の発揮状況、信用リスクや有価証券運

用の管理状況など、金融機関の抱える課題に応じて、必要に応じて検査等

も活用し、モニタリングを実施しました。 

・特に持続可能な収益性や将来にわたる健全性に課題のある地域金融機関に

対しては、早期警戒制度等に基づく深度ある対話を行い、経営基盤強化に

向けた実効性のある方策を策定・実行するよう促しました。 

・国内外の様々な経済動向等を注視し、大口与信先の状況や市況の変化等が

各地域金融機関の期間収益や健全性に与える影響を常時把握し、必要とな

る対応を早め早めに促しました。 

・地域金融機関のモニタリングに際しては、「コア・イシュー」も活用しつつ、

経営トップをはじめとする地域金融機関各層の職員や社外取締役との間で

対話を実施しました。 

・コロナの影響を注視しつつ、協同組織金融機関において、必要に応じて日

本政策金融公庫等とも連携し、プロパー融資や保証協会保証付き融資、資

本性劣後ローンなど様々な方策を適切に組み合わせ、中小・零細事業者の

ニーズに応じた厚みのある支援が行われているか確認しました。 

・業務範囲規制の見直しを踏まえ、協同組織金融機関からの新規業務に係る

許認可等の照会に当たっては、金融庁と財務局が合同でヒアリングを実施

するなど、監督業務の効率化を図ることで、協同組織金融機関による自主

的な取組を後押ししました。 

・協同組織金融機関の持続可能なビジネスモデルの構築に向けて、財務局と

連携し、会員・組合員間の相互扶助の理念の下、顧客のニーズに応じた支

援を通じて地域経済の発展に貢献し、自らも持続可能な経営を確立してい

けるよう、それぞれの特性を踏まえつつ、金融仲介機能の発揮状況等につ

いて対話を進めました。また、金融仲介機能の発揮と健全性の維持の両立

に向けたガバナンスが発揮されるよう、「コア・イシュー」の考え方を援用

して、理事長等との対話を進めました。 

・これまで財務局による創意工夫の下で進めてきた探究型対話について、蓄

積された対話の知見・ノウハウを整理し、その有効性を検証しつつ、持続
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可能なビジネスモデルの構築に資する対話手法の確立に向けて取り組みま

した。 

・中央機関においては、協同組織金融機関への経営・業務サポートといった

役割を発揮するよう、業界全体のリスク管理の高度化や収益向上、財務基

盤の強化に向けた取組等について、対話を通じて促しました。 

・デジタル化や地方創生など持続可能な社会の構築に幅広く貢献する銀行等

の取組を後押しする観点から、3 年 11 月 22 日、業務範囲規制・出資規制

の抜本的な見直しを含む改正銀行法等を施行しました。 

・経営者保証ガイドライン及び特則の周知を継続して実施したほか、組織的

事例の積極的な横展開のため、事例の更新や周知を実施しました。 

・貸出条件緩和債権の判定に係る実抜計画の柔軟な取扱いの明確化及びＱ＆

Ａの整理・公表を行ったほか、本施策についての金融業界に対する説明を

行い周知を図ることで、事業者に寄り添った資金繰り支援の徹底を促しま

した。 

・先導的人材マッチング事業等も活用しつつ、金融機関が、顧客企業に対す

る人材紹介業務等を通じて、地域企業における経営人材ニーズを掘り起こ

し、マッチングする取組が早期に定着するよう、引き続き、金融機関を含

む関係者と対話を行いました。 

・地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）に整備する大企業人材の情報登録

システム（「ＲＥＶＩＣａｒｅｅｒ(レビキャリ)」）が本格稼働を開始し、

人材リストの拡充に向けて、関係省庁と連携しながら、大企業への働きか

けを実施しました。4 年 2 月からは、地域企業での兼業・副業や出向が補

助対象となるよう制度を拡充しました。 

・事業全体を対象とする新たな担保制度である事業成長担保権（仮称）の導

入に向けて、幅広い関係者と意見交換を進めるとともに、法制度の具体的

なあり方、実務上の取扱い等についても、「事業者を支える融資・再生実務

の在り方に関する研究会」を開催し、検討を深めました。その議論を 3 年

11 月に「論点整理 2.0」として取りまとめ、公表しました。また、全資産

担保を活用した米国の融資・再生実務やそれを支える金融機関の体制を調

べるため、「全資産担保を活用した米国の融資・再生実務の調査」の委託を

行いました。金融庁では、こうした検討等を踏まえ、我が国の担保法制が

事業の成長に資するものとなるよう、法務省に設置された法制審議会担保

法制部会における議論にも貢献しました。 

・地域経済の活性化・課題解決に向け、地域金融機関の持続可能なビジネス

モデル構築に関して多様な関係者が議論するＲｅｇｉｏｎａｌ Ｂａｎｋ

ｉｎｇ Ｓｕｍｍｉｔ（Ｒｅ：ｉｎｇ／ＳＵＭ）を開催しました。 

・関係機関と連携しつつ、「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」

及び「廃業時における『経営者保証に関するガイドライン』の基本的考え

方」を策定しました。 

・金融機関の事業者支援能力の向上を後押しするため、地域・組織・業態を

超えて事業者支援のノウハウや知見を共有する取組を支援しました。 

・金融機能強化法に基づく「資金交付制度」の活用申請に当たっては、「実

施計画」について、同計画の実施による基盤的金融サービスの提供の維持
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に関する実現性の観点等から検証・評価を行いました。 

・金融機能強化法に基づき国が資本参加及び資金交付を行う金融機関につい

ては、金融仲介機能の十分な発揮を促進する観点から、将来を見据えた経

営改革や経営基盤の強化、持続可能なビジネスモデルの構築に向けた取組

を促すなど、当局として適切なフォローアップを行うとともに、計画の履

行状況を半期ごとに公表しました。 

・早期健全化法に基づく資本増強行については、経営健全化計画の着実な履

行を確保する観点から、当局として適切なフォローアップを行うとともに、

計画の履行状況を半期ごとに公表しました。 

② 地域経済エコシステムの推進 

 

・地域課題の解決支援については、地域金融機関や自治体をはじめとする多

様な組織から寄せられる全国各地での地域課題に対して、「ダイアログ」

等を通じて、解決に資する創意工夫を凝らした取組を進めました。 

・地域の関係者と連携・協働し、実効性のある事業者支援態勢の構築・強化

を通じて、経営改善・事業再生・事業転換支援等の取組を一体的かつ包括

的に推進しました。具体的には、財務局において、経済産業局と連携し、

地域の関係者と協議の上、都道府県ごとに事業者の支援に当たっての課題

と対応策を関係者間で共有する「事業者支援態勢構築プロジェクト」を推

進しました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 44 43 67 60 

補正予算 24 3,063 1,970 - 

繰 越 等 ▲24 ▲3,055   

合 計 44 51   

執行額（百万円） 39 39   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社

会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日公表） 

・事業者等に対する金融の円滑化について（要請）（4年 3月 8日公

表） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20220308.html） 

【測定指標②】 

・2021事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社

会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日公表） 

・「金融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート」（3年 7月 8

日公表） 

・「事業者を支える融資・再生実務のあり方に関する研究会」 

（3年 10月 25日） 

//news/r3/ginkou/20220308.html
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 （https://www.fsa.go.jp/singi/arikataken/index.html） 

【測定指標③】 

・「経営強化計画」等の履行状況報告書（3年 9月 28日、4年 3月 1

日公表） 

・経営健全化計画の履行状況報告書（3 年 6 月 29 日、3 年 12 月 24

日公表） 

・経営強化計画、協同組織金融機能強化方針等（3 年 9 月 28 日、4

年 3月 23日公表） 

・実施計画 （3年 9月 28日、4年 3月 23 日公表） 

【測定指標④】 

・「経営者保証に関するガイドライン」の活用実績（3年 6月 30日、

3年 12月 24 日公表） 

・「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る組織的な取組

み事例集（3 年 10月 5日公表） 

・中小企業・小規模事業者に対する金融の円滑化について（3 年 11

月 24日公表） 

・年度末における事業者に対する金融の円滑化について及び事業者

等に対する金融の円滑化について等（4年 3 月 7日公表） 

・業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点（4

年 3月） 

【測定指標⑤】 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社

会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日公表） 

・事業者の実情に応じた資金繰り支援等の徹底について（3 年 9 月

10日公表） 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における貸出条件緩和債権の

判定に係る実現可能性の高い抜本的な経営再建計画の取扱いにつ

いて（3年 10 月 8日公表） 

【測定指標⑥】 

・「全国企業短期経済観測調査」（第 188 回：3年 4月 1日公表） 

【測定指標⑦】 

・2021事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社 

会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31 日公表） 

・「地域課題解決支援チーム」金融庁公表ページ 

https://www.fsa.go.jp/policy/chiikikadaikaiketsushien-team

/chiiki-kadai-top.html 

                  

担当部局名 

監督局 

監督調査室、地域金融支援室、人材マッチング推進室、銀行第一課、

銀行第二課、協同組織金融室、地域金融企画室、地域銀行モニタリ

ング室 

//singi/arikataken/index.html
//policy/chiikikadaikaiketsushien-team/chiiki-kadai-top.html
//policy/chiikikadaikaiketsushien-team/chiiki-kadai-top.html
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政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（施策Ⅱ－1） 

施策名 
利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現するため

の制度・環境整備と金融モニタリングの実施 

 施策の概要 

国民の安定的な資産形成を促進するよう、金融機関による顧客本位の

業務運営の確立と定着に向けた取組や、家計における長期・積立・分散

投資の推進に向けた取組などを行うとともに、利用者が真に必要な金融

サービスを受けられるよう取組を行う。 

達成すべき目標 
国民の安定的な資産形成を促進すること、及び、利用者が真に必要な

金融サービスを受けられること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

国民の安定的な資産形成を促進し、また、利用者が真に必要な金融サ

ービスを受けられるようにするためには、家計及び金融機関に対する取

組を推進する必要がある。 

【根拠】 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第

65号） 

・金融経済教育研究会報告書（25年 4月 30 日公表） 

・消費者教育の推進に関する基本的な方針（25年 6月 28日閣議決定） 

・金融・資本市場活性化に向けての提言（25年 12月 13日公表） 

・金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提言） 

（26年 6月 12日公表） 

・消費者基本計画（27 年 3月 24 日閣議決定） 

・未来への投資を実現する経済対策（28年 8月 2日閣議決定） 

・高齢社会対策大綱（30 年 2月 16日閣議決定） 

・未来投資戦略 2018―「Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0」「データ駆動型社会」  

への変革―（30年 6月 15日閣議決定） 

・「高齢社会における金融サービスのあり方」（中間的なとりまとめ）（30

年 7月 3日） 

・認知症施策推進大綱（令和元年 6月 18日） 

・金融審議会市場ワーキング・グループ報告書－顧客本位の業務運営の

進展に向けて－（2年 8月 5日） 

・外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（3年度改訂）（3年 7

月 15日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定） 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31 日） 

                 

測定指標 

指標① 
[主要] 金融機関による顧客本位の業務運営の確立と定着に向けた

取組状況 
【達成】 
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 3年度目標 
金融機関による取組の「見える化」の促進に向けた各種施策の実践、「顧客

本位の業務運営に関する原則」の内容の充実 

 3年度実績 

・「重要情報シート」の導入・活用に向けて、継続的に業界との議論を実施

しました。特に仕組債やレバレッジ・インバース型ＥＴＦ等の注意を要

する高リスク商品について、重要な情報が顧客に分かりやすく伝わるよ

う、業界等と検討を進めました。また、金融事業者が「重要情報シート」

を作成する際に参考になると思われる目線やベスト・プラクティスの例

などをまとめた「「重要情報シート」を作成・活用する際の手引き」を公

表しました（3年 5 月）。さらに、主要な金融事業者における「重要情報

シート」の導入に向けた態勢整備及びその活用状況について、モニタリ

ングを実施しました。 

・各金融事業者における顧客本位の業務運営についての取組方針や取組状

況等に関する報告について、比較可能性を高めた形で「金融事業者リス

ト」として掲載・公表を実施しました（3 年 9月）。その際、取組方針等

の公表におけるベストプラクティスを追求し、より良い取組を行う金融

事業者が選択されるメカニズムを実現していく観点から、顧客が金融事

業者を選択するに当たり、分かりやすく有用な情報が示されているか、

「顧客本位の業務運営に関する原則」の趣旨・精神を自ら咀嚼した取組

内容や、営業員をはじめとする従業員が、「原則」を実践するためにどの

ような行動をとるべきかが具体的に示されているか、といった観点から

金融事業者と対話を行いました。 

・顧客への有益な情報提供及び顧客本位の商品募集をさらに促す観点から、

「外貨建保険の販売会社における比較可能な共通ＫＰＩ」（運用評価別顧

客比率、銘柄別コスト・リターン）を、「投資信託の販売会社における比

較可能な共通ＫＰＩ」と同様の基準で定義を公表しました（4年 1月）。 

・顧客本位の業務運営に関する取組が自らの安定した顧客基盤と収益の確

保につながっているかという観点で、各業態における取組の進展も踏ま

えた上で、深度ある対話を継続して実施しました。さらに、長期分散投

資を実現するための提案プロセス（営業支援インフラの営業現場での適

切な利用状況を含む）、最善の商品を提案するための選定の仕組みの構

築、適切な動機付けにより経営目標の達成につなげる業績評価体系のあ

り方等に関しても、継続的にモニタリング・対話を実施しました。 

・アンケートの実施等により、各業態におけるリスク性金融商品の販売状

況等を把握・分析し、顧客本位の業務運営の観点から適切な販売がなさ

れているかといった観点を踏まえつつ、テーマ性が強い投資信託や国内

外の相場変動の影響を受けやすい仕組債についての適切かつ丁寧な顧客

への説明の状況、外貨建保険の販売についての募集管理やアフターフォ

ローの対応状況を中心にリスク性金融商品全般の販売状況についてもモ

ニタリングを実施しました。 

指標② [主要] 家計における長期・積立・分散投資の推進に向けた取組状況 【達成】 

 3年度目標 
①ＮＩＳＡ制度関連の税制改正要望提出 

②ＮＩＳＡ制度の周知・広報活動の拡充 
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 3年度実績 

・成長資金の供給を促すとともに家計の安定的な資産形成を支援していく

観点から、ＮＩＳＡ口座開設時におけるマイナンバーカード等の活用等

について要望し、その結果、投資家がそのＮＩＳＡ口座の開設の有無等

を自ら確認できるようにするための対応が行われることとなりました。 

・つみたてＮＩＳＡの周知・広報について、投資初心者を含む個人投資家

等との意見交換の場（つみたてＮＩＳＡ Ｍｅｅｔｕｐ）のオンライン開

催や、ＮＩＳＡ特設ウェブサイトのコンテンツの充実やＳＮＳを通じた

情報を発信し、「つみたてＮＩＳＡ始め方動画」を作成しました。その結

果、つみたてＮＩＳＡの口座数については、4年 3 月末時点で約 587 万口

座となりました。 

指標③ 利用者の利便を向上させるための取組状況 【達成】 

 3年度目標 

①障がい者等の利便性向上に向けた取組の実施（各金融機関に対するアン

ケート調査の公表等） 

②後見制度支援預金等の導入状況 

③外国人の銀行口座の利用に関して、利便性を損なっている点についてそ

の妥当性や対応策を調査・検討する 

 3年度実績 

① 障がい者等の利便性の向上に向けた取組として、各金融機関に対して、

アンケート調査を実施し、その結果を公表しました（3年 11月）。また、

業界団体との意見交換会を通じて、各金融機関に対し、現場レベルへの

取組の浸透・徹底を促しました。 

② 成年後見制度を利用者にとって安心かつ安全な制度とするため、各金融

機関の後見制度支援預貯金及び後見制度支援信託の導入を引き続き促し

ていくとともに、後見制度支援預貯金等の導入状況に係る調査の結果を

公表しました。また、預貯金者に不測の事態が生じた際における預貯金

の払出しについて、対応の着眼点等の整理や周知が進むよう、引き続き

業界の取組を後押ししました。このほか、認知症サポーターの養成、高

齢者や 認知症の人に対応した創意工夫ある金融商品・サービスの開発・

普及に向け、各金融機関の取組を後押ししました。 

③金融機関の外国人顧客に対する金融サービスの利便性向上に向けた取組

の推進に資するよう、外国人対応にかかる留意事項・取組事例を取りま

とめて公表しました。また、やさしい日本語を含む 14 か国語の外国人向

けパンフレット及びその受入れ先向けのパンフレットについて、記載内

容を拡充・更新し、金融機関や地方公共団体、大学、受入れ企業、関係

省庁等に配布するとともに、受入れ企業等に対する周知を行いました。

加えて、金融機関へのモニタリングを通して、在留期間の管理を行い、

帰国時の口座の売買等を防ぐなど、特殊詐欺やマネー・ローンダリング

等への対策に資する適切な顧客管理を促しました。 

指標④ 最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及に向けた取組状況 【達成】 

 3年度目標 最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及に向けた取組の実施 

 3年度実績 

・金融庁及び財務局が連携して、金融庁職員による金融経済教育の出張授

業を対面及びオンラインにより、計 545回実施しました。 

・グローバルマネーウィークや大臣車座対話、Ｒｅｇｉｏｎａｌ Ｂａｎ
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ｋｉｎｇ Ｓｕｍｍｉｔ（Ｒｅ：ｉｎｇ／ＳＵＭ）など、オンラインと

対面の両方で、金融経済教育や資産形成に関するイベント開催や、各種

メディアと連携した情報発信を行いました。 

・成年年齢引き下げや高校学習指導要領の改訂を踏まえ、ＩＣＴも活用し

た様々なコンテンツを提供しました。具体的には、高校向け指導教材の

作成、日本銀行等と連携した大学生等の若年層向けの金融経済に関する

解説動画の作成、小学生向けのウェブ教材及びパンフレットの作成など

を行いました。 

参考指標 

指標① 

「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択した上で、以下の対応を行った金融事

業者数 

（1）同原則の項目との対応関係を明確にした取組方針を策定の上、金融庁に対し報

告した金融事業者 

（2）上記（1）のうち、合わせて投資信託の販売会社における比較可能な共通ＫＰ

Ｉも報告した金融事業者 

 3年度実績 
・3 年 12 月末時点において、（1）は 986 者、（2）は 205 者であり、3 年 6

月末時点の公表以降、何れも増加しています。 

指標② つみたてＮＩＳＡ、一般ＮＩＳＡ及びジュニアＮＩＳＡの口座数 

 3年度実績 

・つみたてＮＩＳＡの口座数は、586 万 9,555口座 

一般ＮＩＳＡの口座数は、1,112万 4,332 口座 

ジュニアＮＩＳＡの口座数は、80万 143口座 

                 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 金融事業者が「重要情報シート」を作成する際に参考に

なると思われる目線やベスト・プラクティスの例などをま

とめた「「重要情報シート」を作成・活用する際の手引き」

を公表しました。また、各金融事業者における顧客本位の

業務運営についての取組方針や取組状況等に関する報告に

ついて、比較可能性を高めた形で「金融事業者リスト」と

して掲載・公表を実施しました（測定指標①）。 

また、ＮＩＳＡ口座開設時におけるマイナンバーカード

等の活用等について要望し、その結果、投資家がそのＮＩ

ＳＡ口座の開設の有無等を自ら確認できるようにするため

の対応が行われることとなった（測定指標②）ほか、金融

リテラシー向上のための取組として、金融経済教育に関す

る出張授業の実施や、資産形成等に関するシンポジウム等

の開催、高校向け指導教材の作成、日本銀行等と連携した

大学生等の若年層向けの金融経済に関する解説動画の作成

などを行いました（測定指標④）。 

さらに、障がい者や高齢者、外国人の利便性の向上に向

けた取組として、各金融機関に対して、アンケート調査を
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実施し、その結果を公表したほか、成年後見制度を利用者

にとって安心かつ安全な制度とするため、各金融機関の後

見制度支援預貯金及び後見制度支援信託の導入を引き続き

促していくとともに、後見制度支援預貯金等の導入状況に

係る調査の結果を公表しました。また、金融機関の外国人

顧客に対する金融サービスの利便性向上に向けた取組の推

進に資するよう、外国人対応にかかる留意事項・取組事例

を取りまとめて公表しました（測定指標③）。 

上記のとおり、全ての測定指標で具体的な進捗を達成す

ることができましたので、評価結果を「Ａ」としました。

引き続き、より国民の安定的な資産形成や顧客本位の良質

な金融商品・サービスの提供に資するよう、各種施策を推

進していきます。
 

施策の分析 

【必要性】 国民の安定的な資産形成を促進することや、利用者が真

に必要な金融サービスを受けられるようにするためには、

金融サービスが適切になされるための環境整備が必要であ

ると考えています。 

【効率性】 業界団体との意見交換会やアンケート調査結果等を活用

した実態把握や新たな施策の検討等を行うことにより、効

率的な取組を進めることが出来たと考えています。 

【有効性】 家計の金融資産を成長資金へ転換し、資産形成に寄与す

るための環境や、顧客が真に必要な金融サービスを受けら

れるための環境の整備は、目標の達成に有効な施策である

と考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

 

【測定指標】 

  多くの測定指標で目標は達成したものの、ＩＣＴを活用

したデジタルコンテンツ等の提供により、学校や企業にお

ける金融経済教育を支援するための取組を進めるととも

に、引き続き、金融機関における「顧客本位の業務運営の

充実」につながる施策について議論を行うことが重要です。

各測定指標において、より国民の安定的な資産形成や顧客

本位の良質な金融商品・サービスの提供に資するよう、施

策を推進する必要があります。 

国民の安定的な資産形成を促進するため、引き続き、顧

客本位の業務運営の確立・定着や長期・積立・分散投資の

推進等に取り組んでいく必要があります。また、利用者が

顧客本位の良質な金融商品・サービスの提供を受けられる

よう、引き続き、障がい者や高齢者の利便性の向上に向け

た取組が、現場レベルにまで浸透・徹底していくよう各金

融機関に対して対応の向上を強く促していく必要がありま

す。 

全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて

指標の見直しを検討します。 
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主な事務事業の取組内容・評価 

① 金融機関等による顧客本位の業務運営の確立と定着 

 

・「重要情報シート」の導入・活用に向けて、継続的に業界との議論を実施

しました。特に仕組債やレバレッジ・インバース型ＥＴＦ等の注意を要

する高リスク商品について、重要な情報が顧客に分かりやすく伝わるよ

う、業界等と検討を進めました。また、金融事業者が「重要情報シート」

を作成する際に参考になると思われる目線やベスト・プラクティスの例

などをまとめた「「重要情報シート」を作成・活用する際の手引き」を公

表しました。（3年 5月）。さらに、主要な金融事業者における「重要情報

シート」の導入に向けた態勢整備及びその活用状況について、モニタリ

ングを実施しました。 

・各金融事業者における顧客本位の業務運営についての取組方針や取組状

況等に関する報告について、比較可能性を高めた形で「金融事業者リス

ト」として掲載・公表を実施しました（3 年 9月）。その際、取組方針等

の公表におけるベストプラクティスを追求し、より良い取組を行う事業

者が選択されるメカニズムを実現していく観点から、顧客が事業者を選

択するに当たり、分かりやすく有用な情報が示されているか、「顧客本位

の業務運営に関する原則」の趣旨・精神を自ら咀嚼した取組内容や、営

業員をはじめとする従業員が、「原則」を実践するためにどのような行動

をとるべきかが具体的に示されているか、といった観点から事業者と対

話を行いました。 

・顧客への有益な情報提供及び顧客本位の商品募集をさらに促す観点から、

「外貨建保険の販売会社における比較可能な共通ＫＰＩ」（運用評価別顧

客比率、銘柄別コスト・リターン）を、「投資信託の販売会社における比

較可能な共通ＫＰＩ」と同様の基準で定義を公表しました（4年 1月）。 

・顧客本位の業務運営に関する取組が自らの安定した顧客基盤と収益の確

保につながっているかという観点で、各業態における取組の進展も踏ま

えた上で、深度ある対話を継続して実施しました。さらに、長期分散投

資を実現するための提案プロセス（営業支援インフラの営業現場での適

切な利用状況を含む）、最善の商品を提案するための選定の仕組みの構

築、適切な動機付けにより経営目標の達成につなげる業績評価体系のあ

り方等に関しても、継続的にモニタリング・対話を実施しました。 

・アンケートの実施等により、各業態におけるリスク性金融商品の販売状

況等を把握・分析し、顧客本位の業務運営の観点から適切な販売がなさ

れているかといった観点を踏まえつつ、テーマ性が強い投資信託や国内

外の相場変動の影響を受けやすい仕組債についての適切かつ丁寧な顧客

への説明の状況、外貨建保険の販売についての募集管理やアフターフォ

ローの対応状況を中心にリスク性金融商品全般の販売状況についてもモ

ニタリングを実施しました。 

② 家計における長期・積立・分散投資の推進 

 
・つみたてＮＩＳＡ Ｍｅｅｔｕｐ について、幅広い層にアプローチでき

るよう、オンライン開催により継続的に実施しました。 
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・現役世代にとって身近な場である職場を通じて、つみたてＮＩＳＡ等を

活用した資産形成に関する情報提供が広く行われるよう、地方公共団

体・経済団体等に対して、職場における情報提供の充実に向けて働きか

けました。 

・6 年からの新しいＮＩＳＡ制度の導入に向けて、周知・広報を実施しまし

た。 

・ＮＩＳＡ制度の利便性向上に向けた税制改正要望等を行いました。 

③ アクセシビリティの向上（利用者の利便を向上させるための取組） 

 

・ 障がい者等の利便性の向上に向けた取組として、各金融機関に対して、

アンケート調査を実施し、その結果を公表しました（3 年 11月）。代読・

代筆の手続に関する内規の整備については高い水準であるものの、社内

研修等の障がい者等対応力向上のための取組や窓口における代筆・代読、

筆談、手話対応を可能とする旨の表示については前年度と比べほぼ横ば

いの水準であったことからも、現場職員への代筆・代読の規定等の浸透

に向け、業界団体との意見交換会等を通じて、更なる取組の促進を要請

しました。 

また、公共インフラとしての電話リレーサービスの提供開始（3 年 7

月）を受け、金融庁所管の業界団体に対し周知を行ったほか、業界団体

との意見交換会等の機会を通じて当該サービスの活用の検討を促しまし

た。さらに、総務省等と連携し業界団体向けに当該サービスに係る説明

会を実施しました。 

・ 成年後見制度を利用者にとって安心かつ安全な制度とするため、各金融

機関の後見制度支援預貯金及び後見制度支援信託の導入を引き続き促し

ていくとともに、後見制度支援預貯金等の導入状況に係る調査の結果を

公表しました。また、預貯金者に不測の事態が生じた際における預貯金

の払出しについて、対応の着眼点等の整理や周知が進むよう、引き続き

業界の取組を後押ししました。このほか、認知症サポーターの養成、高

齢者や認知症の人に対応した創意工夫ある金融商品・サービスの開発・

普及に向け、各金融機関の取組を後押ししました。 

・やさしい日本語を含む 14 か国語の外国人向けパンフレット及びその受入

れ先向けのパンフレットについて、記載内容を拡充・更新し、金融機関

や地方公共団体、大学、受入れ企業、関係省庁等に配布するとともに、

受入れ企業等に対する周知を行いました。また、金融機関の外国人顧客

に対する金融サービスの利便性向上に向けた取組の推進に資するよう、

外国人対応にかかる留意事項・取組事例を取りまとめて公表しました。

加えて、金融機関へのモニタリングを通して、在留期間の管理を行い、

帰国時の口座の売買等を防ぐなど、特殊詐欺やマネー・ローンダリング

等への対策に資する適切な顧客管理を促しました。 

・金融商品取引業者等の金融商品販売に係る高齢顧客対応に関して、国立

研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が委託・実施した、

顧客データの分析及びデジタル技術等の活用に関する調査等の実証事業

の結果を踏まえ、投資家の能力や状況に応じた柔軟な顧客対応に向けた

業界における検討を後押ししました。 
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④ 金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備 

 

・若年層を主たる対象として、ウェブ教材を含むＩＣＴを利活用しつつ、

関係省庁、団体と連携し、取組を推進しました。具体的には、高校や大

学へのオンライン授業等の実施、4年 4月から施行される成年年齢の引下

げや、高校新学習指導要領の実施を踏まえた教材作成等を通じて、より

効果的な金融経済教育の手法の検討等に取り組みました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 53 36 39 29 

補正予算 - 10 - - 

繰 越 等 - -   

合 計 53 46   

執行額（百万円） 30 21   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

― 

                  

担当部局名 

総合政策局 

総合政策課、リスク分析総括課 

企画市場局 

市場課 

監督局 

監督調査室、総務課、銀行第一課、保険課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 

金融庁令 3（施策Ⅱ－2） 

施策名 
利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリングの

実施 

 施策の概要 

金融サービスの利用者の保護が図られるために、金融実態に則した利

用者保護ルール等を整備し、利用者が金融商品・サービスを安定して利

用できるような利用者の信頼度の高い金融システムの構築を図る。 

また、制定した利用者保護ルールの運用状況を注視し、そのフォロー

アップを適切に行うとともに、金融関連犯罪の防止等に取り組む。 

達成すべき目標 金融サービスの利用者の保護が図られること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

金融商品・サービスの多様化・高度化が進む中、金融サービスの利用

者が各種リスクを十分に理解し、金融商品・サービスを安心して受けら

れるよう、利用者保護のための相談等の枠組みの充実等、周辺環境の整

備を図る必要がある。 

また、その業務の公共性を十分に認識した上で、金融機関の法令等遵

守態勢が確立されることが重要であることから、法令等遵守に対する適

切な行政対応を行うとともに、必要に応じて金融実態に対応した利用者

保護ルール等を整備する必要がある。 

【根拠】 

・各業法の目的規定、各監督指針等 

・多重債務問題改善プログラム（平成 19 年 4 月 20 日多重債務者対策本

部決定） 

・預貯金者保護法、振り込め詐欺救済法、消費者基本計画（27年 3月 24

日） 

・顧客本位の業務運営に関する原則（29年 3月 30日） 

・ギャンブル等依存症対策推進基本計画（31年 4月 19 日閣議決定） 

・2021事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会を

実現する金融システムの構築へ～(令和 3年 8月 31日) 

                 

測定指標 

指標① [主要]利用者保護のための制度整備の進捗状況 【達成】 

 3年度目標 所要の政令・内閣府令等の整備等 

 3年度実績 

・ＭＶＡ（市場価格調整）を利用した商品において、解約返戻金額の計算基

礎を設定する時期と解約時期の間に生じる金利変動や、運用資産の売却に

係る取引費用等に備えるために手数料を定める場合について、顧客本位の

観点から保険商品審査上・募集上の留意点等を明示するため、「保険会社

向けの総合的な監督指針」を改正しました（3年 8月）。 

指標② [主要]預金取扱金融機関における更なる態勢整備 【達成】 
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 3年度目標 

必要に応じて監督指針等の改正を行い、監督上の着眼点の明確化を行うとと

もに、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確保等の観

点からより優れた業務運営に向けモニタリングを行う 

 3年度実績 

・2 事務年度及び 3事務年度の「金融行政方針」を踏まえ、顧客の信頼・安

心感の確保等の観点から、引き続き預金取扱金融機関への定期及び随時の

ヒアリング等のモニタリングやサイバーセキュリティ演習等を通じ、情報

セキュリティ管理態勢の整備状況やサイバーセキュリティに係る態勢整

備状況を検証しました。 

指標③ [主要]保険会社等における更なる態勢整備 【達成】 

 3年度目標 

必要に応じて監督指針等の改正を行い、監督上の着眼点の明確化を行うとと

もに、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確保等の観

点からより優れた業務運営に向けモニタリングを行う 

 3年度実績 

・「金融行政方針」や「2021 年 保険モニタリングレポート」を踏まえ、人口

減少等による国内保険市場の縮小や低金利環境の継続による収益環境の

変化、自然災害の多発・激甚化等の気候変動リスクの増大など、保険会社

の経営を取り巻く環境やリスクの変化に直面する中、健全かつ持続可能な

ビジネスモデルを構築するために取り組むべき課題等について、各社と対

話を行いました。 

・保険会社や保険募集人等が保険募集を行う際には、顧客の意向を把握し、

意向に沿った保険契約の提案を行うことが重要であることから、「保険会

社向けの総合的な監督指針」等を改正し、公的保険を補完する民間保険の

趣旨に鑑み、保険募集人等が公的保険制度について適切に理解をし、顧客

に対して、公的保険制度等に関する適切な情報提供を行うことによって、

顧客が自らの抱えるリスクやそれに応じた保障の必要性を理解したうえ

でその意向に沿って保険契約の締結がなされることが図られているかと

いう点などを監督上の着眼点として明確化（3年 12 月公表）するとともに、

厚生労働省と連携して、公的保険制度について解説するポータルサイトや

リーフレットを作成して公表しました（4年 3月公表）。 

指標④ [主要]日本郵政グループにおける更なる態勢整備 【達成】 

 3年度目標 
顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確保等の観点から

より優れた業務運営に向けモニタリングを行う 

 3年度実績 
・顧客本位の業務運営や顧客ニーズを踏まえた商品・サービスのあり方等へ

の対応状況について対話を行いました。 

指標⑤ [主要]金融商品取引業者等における更なる態勢整備 【達成】 

 3年度目標 

必要に応じて監督指針等の改正を行い、監督上の着眼点を明確化するととも

に自主規制機関等と連携しつつ、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の

信頼・安心感の確保等の観点からより優れた業務運営に向けモニタリングを

行う 

 3年度実績 

・「金融行政方針」を踏まえ、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信

頼・安心感の確保等の観点から、より優れた業務運営に向けモニタリング

を行いました。 

指標⑥ [主要]貸金業者における更なる態勢整備 【達成】 
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 3年度目標 

自主規制機関等と連携しながら、資金需要者等の利益の保護の観点から、必

要に応じて監督指針等の改正を行い、貸金業者における更なる態勢整備を促

すよう指導・監督を行う 

 3年度実績 

・3 年 10 月に監督上の重点事項（着眼点）を作成しました。これらを踏まえ、

貸金業者については、財務局等及び自主規制機関と連携しつつ、ヒアリン

グ等を通じて実態把握を行い、適正な態勢整備を行うよう指導・監督を行

いました。 

指標⑦ 
[主要]前払式支払手段発行者及び資金移動業者における更なる態勢

整備 
【達成】 

 3年度目標 

必要に応じて事務ガイドラインの改正を行い、利用者保護の観点から、前払

式支払手段発行者及び資金移動業者における更なる態勢整備を促すよう指

導・監督を行う 

 3年度実績 

・3 年 5月 1日に改正資金決済法が施行されたことを踏まえ、改正資金決済

法で求められる措置に係る態勢整備の状況についてモニタリングを行い

ました。 

・近年、複数の資金移動業者において、システム障害や情報の漏えい事案等

が発生していることを踏まえ、利用者が安心かつ安全に利用できる決済サ

ービスの提供に向けて、要請文の発出を行いました（3年 12月）。 

・利用者保護の観点から、前払式支払手段発行者及び資金移動業者が更なる

態勢整備を行うよう指導・監督を行いました。 

指標⑧ [主要]無登録業者に対する適切な対応 【達成】 

 3年度目標 
無登録業者による詐欺的な投資勧誘等についての注意喚起や、個別の無登録

業者への適切な対応を行う 

 3年度実績 

・金融庁において、無登録業者による悪質な投資勧誘等について、警告書の

発出・公表を 17件実施しました。 

・証券取引等監視委員会において、無登録業者に関し無登録で投資一任契約

の締結を媒介する行為等が認められた 1件の事案について、裁判所への禁

止命令等の申立てを行いました。 

・金融庁による公表内容や詐欺的な投資勧誘等に関する注意喚起について、

関係機関とも連携してＴｗｉｔｔｅｒにおいて情報発信を行うことによ

り投資者への注意喚起を行いました。 

指標⑨ 相談室相談員の研修受講状況 【達成】 

 
基準値 実績 目標値 

2年度 3年度    3年度 

 

 

5回 

 

5回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5回 

指標⑩ 金融トラブル連絡調整協議会の開催状況 【達成】 

 
基準値 実績 目標値 

2年度 3年度    3年度 
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1回 

 

2回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2回 

 

・金融トラブル連絡調整協議会においては、各指定紛争解決機関の業務運営態勢等について、 

「苦情・紛争の未然防止に資する情報提供の充実」等をテーマとして、更なる改善点等に 

ついて議論を行いました。 

 

指標⑪ 多重債務相談窓口の周知・広報に係る活動状況 【達成】 

 3年度目標 多様な手段により効果的に周知・広報活動を行う 

 3年度実績 
・相談窓口の周知・広報として、消費者向け及び事業者向けの相談窓口を記

載したリーフレット等を作成し、関係機関を通じて配布しました。 

指標⑫ 財務局における管内自治体の相談員等向け研修の実施 【達成】 

 3年度目標 各財務局において実施 

 3年度実績 

・多重債務相談に有用な知識の習得のため、財務局において、ギャンブル等

依存症の専門家等を講師とする研修を実施し、管内地方自治体の多重債務

相談員等の相談体制強化をバックアップしました。 

指標⑬ 
ギャンブル等依存症対策の観点からの多重債務相談窓口と精神保健

福祉センター等の専門機関との連携強化に向けた取組の状況 
【達成】 

 3年度目標 連携強化に向けた取組を行う 

 3年度実績 

・多重債務相談窓口が精神保健福祉センター等の専門機関と連携する際の留

意点等を整理した対応マニュアルを、研修等を通じ多重債務相談員に対し

周知し、その活用を促しました。 

・「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」を改訂し、4 年 3 月 25 日に閣議

決定されました。 

指標⑭ 
インターネットバンキング等金融犯罪被害の防止のためのセキュリ

ティ対策の実施状況 
【達成】 

 3年度目標 
インターネットバンキング等金融犯罪被害の防止のため、金融機関における

セキュリティ対策の向上に向けた取組を促すよう指導・監督を行う 

 3年度実績 

・偽造キャッシュカードやインターネットバンキングによる不正送金被害等

に対する注意喚起の観点から、引き続き、被害発生状況及び金融機関によ

る補償状況を金融庁ウェブサイトにおいて公表しました。 

・金融犯罪被害を減らすため、金融機関に対して各種セキュリティ対策等の

向上を促す観点から、偽造キャッシュカードやインターネットバンキング

等に係るセキュリティ対策の導入状況についてアンケート調査を実施し、

その結果について金融庁ウェブサイトにおいて公表しました（3年 11 月）。 

・関係省庁と連携し、還付金詐欺の被害防止対策の推進について、金融機関

に要請文を発出しました（4年 1月）。 

指標⑮ 不正利用口座への対応状況 【達成】 

 3年度目標 金融機関において利用停止等の措置を実施 
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 3年度実績 

・金融庁及び全国の財務局等から金融機関に対して情報提供を行い、金融機

関において、3年度に 335 件の利用停止、37件の強制解約等の措置が行わ

れたことを確認しました（2年度：利用停止 329件、強制解約 113件）。 

指標⑯ 振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金の状況 【達成】 

 3年度目標 

振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金について返金制度の周知徹底

を図るとともに、金融機関による「被害が疑われる者」に対する積極的な連

絡等の取組を促す 

 3年度実績 

・振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金制度等について引き続き金融

庁ウェブサイトに掲載を行う等、広く一般国民に向けて周知を行いまし

た。また、金融機関による「被害が疑われる者」に対する積極的な連絡等

の取組を促しました。これらの取組により、被害者の申請に基づく返金額

について、3年度は約 15 億円となっています。 

指標⑰ 暗号資産交換業者における態勢整備 【達成】 

 3年度目標 

暗号資産交換業者のビジネスモデルを適切に把握し、利用者保護の観点か

ら、ガバナンス・内部管理態勢等について、機動的かつ深度あるモニタリン

グを継続的に実施するとともに、検査・監督やサイバー演習等を通じて、継

続的にサイバーセキュリティ水準の向上を図る 

 3年度実績 

・暗号資産交換業者のビジネスモデルを適切に把握し、利用者保護の観点か

ら、ガバナンス・内部管理態勢等について、機動的かつ深度あるモニタリ

ングを継続的に実施するとともに、検査・モニタリングを通じて、顧客の

暗号資産及び個人情報の保護などを重点的に検証し、サイバーセキュリテ

ィ管理態勢の整備を促しました。 

・無登録で暗号資産交換業を行っている疑いのある者 8先に対して照会書を

発出するとともに、無登録業者 4先に対して警告書を発出し、社名等を公

表しました（3年 4月から 4年 3月まで）。 

・暗号資産に関する相談等の実態を踏まえ、政府広報やＳＮＳを通じた利用

者向けの注意喚起等を実施しました。 

参考指標 

指標① 各指定紛争解決機関における苦情処理・紛争解決手続の実施状況 ＜受付件数等＞ 

 3年度実績 
・苦情処理手続受付件数 6,071 件、紛争解決手続受付件数 1,075件（3年度） 

・苦情処理手続受付件数 6,499件、紛争解決手続受付件数 1,148件（2年度） 

指標② 無届けで募集等を行っている者に対する警告書の発出・公表件数 

 3年度実績 ・0 件（2年度：0件） 

指標③ 金融サービス利用者相談室における相談等の受付件数 

 3年度実績 
・3 年度に金融サービス利用者相談室に寄せられた相談等の受付件数は、

41,692 件です（2年度の受付件数は、48,361 件）。 

指標④ 財務局及び地方自治体における多重債務相談件数 

 3年度実績 ・財務局及び地方自治体の 3年の相談件数の合計は約 2万 8千件です。 



- 63 - 

 

指標⑤ 金融機関への口座不正利用にかかる情報提供件数 

 3年度実績 
・金融庁及び全国の財務局等から金融機関に対して、3 年度に 407 件の情報

提供を行いました（2年度：498件）。 

指標⑥ インターネットバンキングによる不正送金被害発生等の状況＜件数・金額＞ 

 3年度実績 

・各類型による被害発生状況は以下のとおりです（3年 12月末時点）。 

① 偽造キャッシュカード：19件、29百万円 

（2 年度：127件、79百万円） 

② 盗難キャッシュカード：7,066 件、5,449 百万円 

（2 年度：11,240 件、8,859 百万円） 

③ 盗難通帳 ：27件、31 百万円 

（2 年度：33件、50百万円） 

④ インターネットバンキング：298 件、853 百万円 

（2 年度：1,517件、1,891 百万円） 

⑤ 連携サービス：141件、14 百万円 

（2 年 10月～3年 3月：29 件、4百万円） 

指標⑦ 
振り込め詐欺救済法に基づく被害者への被害回復分配金の支払状況＜金額＞ 

※預金保険機構公表資料 

 3年度実績 
・約 188億円（被害者への返金額（3年度末までの累計））（2年度末：約 173

億円） 

指標⑧ 
振り込め詐欺被害発生状況・被害額＜件数・金額＞ 

※警察庁公表資料 

 3年度実績 
・3 年の振り込め詐欺等の被害は、14,498件、約 282 億円（2年：13,550 件、

約 285億円）。 

指標⑨ 無登録業者等及び無届募集に係る裁判所への申立て件数 

 3年度実績 ・1 件（2年度：1件） 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 金融サービスの利用者の保護の観点から、顧客ニーズに即

したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確保等の観点から、

より優れた業務運営に向けたモニタリング（測定指標⑤）や

顧客本位の業務運営や顧客ニーズを踏まえた商品・サービス

のあり方等への対応状況について対話を行う（測定指標④）

など、利用者が安心して金融サービスを受けられるための環

境整備等を進めました。 

暗号資産交換業者のビジネスモデルを適切に把握し、利用

者保護の観点から、ガバナンス・内部管理態勢等について、

機動的かつ深度あるモニタリングを継続的に実施するとと

もに、検査・モニタリングを通じて、顧客の暗号資産及び個
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人情報の保護などを重点的に検証し、サイバーセキュリティ

管理態勢の整備を促しました。また、無登録で暗号資産交換

業を行っている疑いがある者に対し、警告を行ったほか、暗

号資産に関する相談等の実態を踏まえ、政府広報やＳＮＳを

通じた利用者に対する注意喚起等を実施しました（測定指標

⑰）。 

そのほか「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正

（測定指標①及び測定指標③）、貸金業者に対するヒアリン

グ等を通じた実態把握（測定指標⑥）や無登録業者による悪

質な投資勧誘等について、警告書の発出・公表の実施（測定

指標⑧）を行うなど、多くの測定指標で目標を達成しました。 

上記以外の測定指標についても、目標を達成したものの、

今後も金融犯罪被害の防止に向けた金融機関の適切な態勢

整備を引き続き促していく必要があることから、評価結果を

「Ｂ」としました。
 

施策の分析 

【必要性】 金融商品・サービスの多様化・高度化が進む中、金融実態

に則した利用者保護ルール等を整備することや制定した利

用者保護ルールの運用状況について適切にフォローアップ

していくことが必要であると考えています。 

【効率性】 利用者が安心して金融サービスを受けられる環境の整備

に向けて、金融審議会での議論、業界団体との意見交換や金

融サービス利用者相談室で受け付けた相談等を踏まえつつ

検討を行うことにより、効率的かつ有効な取組を進めること

ができています。
 

【有効性】 利用者が安心して金融サービスを受けられる環境の整備

に向けて、金融審議会での議論、業界団体との意見交換や金

融サービス利用者相談室で受け付けた相談等を踏まえつつ

検討を行うことにより、効率的かつ有効な取組を進めること

ができています。
 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

金融取引が高度化・複雑化し、市場の変動も激しい中、引

き続き利用者が安心して金融サービスを受けられるよう、利

用者保護のために必要な制度整備を進めるとともに、金融犯

罪被害の防止に向けた金融機関の適切な態勢整備を促して

いく必要があります。 

また、金融機関による法令等遵守態勢の確立も重要であ

り、引き続き、各種紛争解決機関や相談窓口との連携及び当

局での相談体制の強化を図るとともに、金融機関が法令を遵

守しているか適時・適切に各業者に確認するなど、問題事案

の早期発見のため適切な監督に努める必要があります。 

利用者が安心して金融サービスを受けられるための制

度・環境整備に向けて、利用者保護のために必要な制度整備

や金融機関の適切な態勢整備を促すための指導・監督などに
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【測定指標】 

ついて、引き続き取組を進めていきます。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて指 

標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 金融サービスを安心して享受できるための金融機関における態勢整備等 

 

・利用者保護等の観点に留意しつつ、所要の政令・内閣府令等の整備を行い

ました。その他、必要に応じ、制度の見直しの検討を行いました。 

・金融監督上重要なテーマについて業界横断的な実態の把握・分析、課題の

抽出等を行うとともに、より優れた業務運営を促す観点からの対話を重ね

ました。なお、モニタリングの中で、法令違反の事実や内部管理態勢上の

問題・改善の余地等が確認された場合には、的確・厳正な判断の下、業務

改善命令・業務停止命令等の行政処分も含めて機動的な対応を行い、金融

機関等における業務改善の実施状況を適切にフォローアップするととも

に、再発防止・内部統制環境の維持・向上に努めました。 

・預金取扱金融機関については、重大な顧客被害や金融機関のシステムリス

ク管理態勢に問題が認められた事案について重点的に検証を行い、金融機

関等のシステム障害の傾向等を金融機関等に共有しつつ、自律的な改善を

促すことに焦点をあてたモニタリングを進めるなど、システムリスク管理

態勢の強化を促しました。 

・保険会社等については、人口減少等の事業環境の変化、更にはポストコロ

ナを見据えた対応が求められる中、こうした事業環境の変化に応じた持続

可能なビジネスモデルの構築や顧客ニーズの変化に即した商品開発等に

ついて、各保険会社と対話を行いました。 

・ゆうちょ銀行及びかんぽ生命については、顧客本位の業務運営や顧客ニー

ズを踏まえた商品・サービスのあり方等への対応状況について対話を行い

ました。 

・少額短期保険業者については、各業者における経営管理や財務の健全性、

業務の適切性について、財務局と連携して、自主点検結果を踏まえつつ、

日本少額短期保険協会等とも連携して、必要となる態勢等の整備について

経営陣と対話を行いました。経過措置適用業者については、本則に円滑に

移行するための対応計画の実行状況や顧客への周知状況を確認し、特に対

応に遅れが見られる適用業者に対しては、本則移行の障害となる事由等を

早急に解消するため、必要な措置を講ずるよう促しました。 

・金融商品取引業者等が顧客のニーズに適った金融商品・サービスの提供や

資産運用能力の向上に努めているか等の観点からモニタリングを実施し

ました。 

・貸金業者については、貸金業法を踏まえ、業務の適正な運営の確保及び資

金需要者等の利益の保護を図る観点から、個々の事業者を指導・監督しま

した。 

・資金移動業者については、3年 5 月に改正資金決済法が施行されたことを

踏まえ、新たに創設された種別の資金移動業である第一種及び第三種資金

移動業者に係る登録及び認可審査を実施しました。また、第二種資金移動
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業も含めて、改正資金決済法で求められる措置に係る態勢整備の状況につ

いてモニタリングを行いました。前払式支払手段発行者については、改正

資金決済法も踏まえた未使用残高の移転が可能な前払式支払手段を発行

する場合に求められる移転上限額の設定等の措置が取られているか等に

ついて、モニタリングを行いました。 

・資金移動業者への全銀システムの参加資格拡大に向けた検討状況を踏ま

え、新たに全銀システムに接続する事業者に対するモニタリング上の対応

の検討に取り組みました。 

・暗号資産の価格が大きく変動するとともに、関連ビジネスは目まぐるしく

変化している中で、暗号資産交換業者におけるビジネスモデルを適切に把

握し、利用者保護の観点から、ガバナンス・内部管理態勢等について、機

動的かつ深度あるモニタリングを継続的に実施しました。無登録で暗号資

産交換業を行っている疑いがある者に関する利用者相談が引き続き寄せ

られていることを踏まえ、無登録業者に対し警告を行うなど、国内外の無

登録業者に対し厳正に対応するとともに、政府広報やＳＮＳを通じた利用

者向けの注意喚起等を行いました。 

② 利用者保護のための制度・環境整備 

 

・無登録で金融商品取引業を行っている疑いがある者に対しては、問い合わ

せ等を通じ積極的に実態把握を行い、関係機関と情報を共有するなど連携

しました。また、無登録業者に対しては、照会書及び警告書の発出や裁判

所への申立てを行い、投資者に対しては、無登録業者や詐欺的な投資勧誘

を含む無登録業者との取引について、被害の拡大防止の観点から、広く周

知及び注意喚起を行いました。海外の無登録業者については、必要に応じ

て海外当局との情報共有を行いました。また、無届出募集等を行う者につ

いても、上記に準じた対応を行いました。 

・金融サービス利用者の利便性向上のため、金融サービス利用者相談室にお

いて、利用者の目線に立った行政という観点から、利用者からの質問・相

談・意見等の一元的な受付及び適切な対応を行いました。また、研修を充

実させることなどで、相談員の相談対応水準の向上を図り、相談態勢の充

実を推進しました。 

・「金融トラブル連絡調整協議会」（指定紛争解決機関（以下「指定機関」と

いう。）、学識経験者・消費者団体及び弁護士等によって構成）等の枠組み

も利用しつつ、関係諸機関及び金融機関の監督部局とも連携の上、指定機

関の業務運営態勢の深化及びオンラインの活用も含めた利用者利便に一

層資する取組を促しました。 

・指定機関向け監督指針に沿った監督を通じて、利用者の信頼性向上や各指

定機関の特性を踏まえた運用の整合性の確保を図りました。また、金融Ａ

ＤＲ連絡協議会（すべての指定機関によって構成）を活用し、指定機関間

の連携強化に取り組みました。 

・多重債務相談の主要な担い手である地方自治体の主体的な取組を促すとと

もに、相談者が各自治体などの多重債務相談窓口を訪れる契機とするた

め、これら相談窓口の認知度向上を図るための周知・広報を実施しました。 

・財務局の多重債務相談窓口における直接相談の受付、各局における管内自
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治体の相談員等向けの研修の実施等、各局管内の都道府県、市区町村にお

ける相談体制の強化をバックアップしました。 

・ギャンブル等依存症対策の観点から、多重債務相談窓口と精神保健福祉セ

ンター等の専門機関との連携強化に向けた取組を進めました。 

・貸金業の利用者についての実態把握を行いました。 

・多重債務防止等の観点から、近年広がりを見せている様々な形態の取引、

例えばＳＮＳ個人間融資、違法なファクタリング、後払い（ツケ払い）現

金化、先払い買取現金化等について、政府広報の活用や関係機関との連携

を通じた広く一般への注意喚起を行いました。なお、いわゆるヤミ金対策

については、「多重債務問題改善プログラム」に基づき、警察当局、都道

府県と連携してヤミ金業者の撲滅に向けて取り組みました。 

・4 年 4 月の成年年齢引下げを踏まえ、18 歳・19歳の若年者が収入に比して

過大な債務を負うことがないよう、日本貸金業協会の自主ガイドライン

に、｢若年者へ貸付けを行う場合には、貸付額が 50 万円以下であっても、

収入の状況を示す書類の提出を受け、これを確認すること｣が追加されま

した。これを踏まえ、金融庁から貸金業者に対し、自主ガイドラインの遵

守を要請しました。また、全国銀行協会等においても当該ガイドラインの

追加事項と同趣旨の申し合わせを実施しました。これを踏まえ、金融庁か

ら各銀行等に対し、当該申し合わせの遵守を要請しました。 

・金融庁ウェブサイトに、若年者向けの特設ページを開設し、成年年齢引下

げに向けた金融庁の取組、「過剰借入・ヤミ金融」に関する注意喚起、金融

リテラシーの向上に役立つ情報を掲載するとともに、「うんこドリル」と連

携して過剰借入・ヤミ金利用に関する注意喚起動画を作成し、ＳＮＳを活

用した積極的な広報・啓発活動も実施しました。 

・警察庁等の関係機関と連携し、新たな手口を含む不正送金・利用被害の実

態を踏まえた対策の実施や、顧客へのセキュリティ対策に係る情報提供や

啓発といった取組を、預金取扱金融機関やその他の決済サービスを提供す

る事業者に促すとともに、これらの事業者に対するモニタリングの強化を

図りました。 

・各金融機関に対して、還付金詐欺等の特殊詐欺による被害の未然防止策の

更なる実施や実効性の検証に努めるよう促しました。また、預金口座の不

正利用に関する情報提供を受けた場合、明らかに信憑性を欠くと認められ

る場合を除き、当該口座が設置されている当該金融機関及び警察当局への

速やかな情報提供等を実施しました。加えて、被害の迅速な回復等のため、

引き続き、金融機関が「振り込め詐欺救済法」に沿って被害者救済対応を

的確に行っているかについて確認するとともに、金融庁ウェブサイトを含

む各種の広報を通じた、官民一体による返金制度の周知のほか、預保納付

金を用いた犯罪被害者等支援事業の周知を徹底しました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 
区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

 予算の状況 当初予算 38 40 33 27 
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（百万円） 補正予算 - - - - 

繰 越 等 - -   

合 計 38 40   

執行額（百万円） 30 23   

                 

学識経験を有する

者の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過

程において使用し

た資料その他の情

報 

【測定指標①】 

・「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正（案）に対するパブリ

ックコメントの結果等について 

（3年 8月） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/hoken/20210827.html） 

【測定指標②】 

・「令和 2事務年度金融行政方針～コロナと戦い、コロナ後の新しい社会

を築く～」（2年 8 月 31 日公表） 

・「2021事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会を

実現する金融システムの構築へ～」(3 年 8月 31日公表) 

【測定指標③】 

・「2021事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～」（3年 8月 31日公表） 

・「2021年 保険モニタリングレポート」（3年 9月 10 日公表） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/hoken/20210910/20210910.html） 

・「保険会社向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）に対するパブ

リックコメントの結果等について（3年 12月 28日公表） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/hoken/20211228/20211228.html） 

・「公的保険制度を解説するポータルサイトの開設について」（4年 3月

11日公表） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/hoken/20220311.html） 

【測定指標⑤】 

・「2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～」（3年 8月 31日公表） 

【測定指標⑦】 

・「事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）」、「主要行等向けの

総合的な監督指針」等の一部改正に関するパブリックコメントの結果等

について 

（https://www.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20210226/20210226.html） 

・「令和 2年資金決済法改正に係る政令・内閣府令案等」に関するパブリ

ックコメントの結果等について 

（https://www.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20210319-2/20210319-2.html

） 

・資金移動業者におけるシステム障害等への対応について 

（https://www.fsa.go.jp/news/r3/kinyu/20211217/20211217.html） 

//news/r3/hoken/20210827.html
//news/r3/hoken/20210910/20210910.html
//news/r3/hoken/20211228/20211228.html
//news/r3/hoken/20220311.html
//news/r2/sonota/20210226/20210226.html
//news/r2/sonota/20210319-2/20210319-2.html
//news/r2/sonota/20210319-2/20210319-2.html
//news/r3/kinyu/20211217/20211217.html
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【測定指標⑧】 

・無登録で金融商品取引業を行う者の名称等について 

（https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html） 

・裁判所への申立ての実施状況 

（https://www.fsa.go.jp/sesc/actions/moushitate.html） 

【測定指標⑩】 

・第 60回金融トラブル連絡調整協議会資料（3年 6月 11日公表） 

・第 6回金融トラブル連絡調整協議会資料（4年 1月 14日公表） 

【測定指標⑬】 

・改訂「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」（4 年 3 月 25 日閣議決

定） 

・「ギャンブル等依存症が疑われる方やその御家族からの多重債務問題に

係る相談への対応に際してのマニュアルについて」（2 年 3 月 31 日公

表） 

【測定指標⑭】 

・「偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況について」（4 年 3

月 29日公表） 

(https://www.fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20220329.html) 

・「偽造キャッシュカード問題等に対する対応状況（令和 3年 3月末）に

ついて」（3年 11月 5日公表） 

(https://www.fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20211105-2/20211105-2.html)

【測定指標⑮】 

・「預金口座の不正利用に係る情報提供件数等について」（3 年 4 月 30

日公表） 

(https://www.fsa.go.jp/news/r2/ginkou/20210430.html) 

【測定指標⑰】 

・無登録で暗号資産交換業を行う者の名称等について（4年 3月更新） 

（https://www.fsa.go.jp/policy/virtual_currency/kasoutsuka_mutour

oku.pdf） 

・暗号資産に関するトラブルにご注意ください！（金融庁・消費者庁・警

察庁 3年 4月 7日更新） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r2/virtual_currency/20210407.html）
 

                  

担当部局名 

監督局 

監督調査室、総務課、郵便貯金・保険監督参事官室、銀行第一課、銀行

第二課、協同組織金融室、保険課、証券課 

企画市場局 

調査室、信用制度参事官室、金融トラブル解決制度推進室、企業開示課 

総合政策局 

金融サービス利用者相談室、リスク分析総括課、フィンテック・モニタ

リング室 

証券取引等監視委員会事務局 

//ordinary/chuui/mutouroku.html
//sesc/actions/moushitate.html
//news/r3/ginkou/20220329.html
//news/r3/ginkou/20211105-2/20211105-2.html
//news/r2/ginkou/20210430.html
//policy/virtual_currency/kasoutsuka_mutouroku.pdf
//policy/virtual_currency/kasoutsuka_mutouroku.pdf
//news/r2/virtual_currency/20210407.html
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証券検査課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（施策Ⅲ－1） 

施策名 
金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視機能の

強化 

 施策の概要 

金融取引のグローバル化、複雑化、高度化等の環境の変化に対応する

ため、フォワード・ルッキングかつ機動的な市場監視を行い、その結果、

法令違反等が認められた場合には、課徴金納付命令勧告、行政処分勧告、

犯則事件としての告発等を行い、厳正に対処する。これら市場監視機能

の更なる強化を通じて、我が国市場の公正性・透明性の確保及び投資者

保護を図る。 

達成すべき目標 
市場監視機能の強化を通じて、我が国市場の公正性・透明性の確保及

び投資者保護に資すること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

市場取引の公正性・透明性を確保し、投資者の保護を図ることは、資

本市場の健全な発展及び国民経済の持続的な成長に必要不可欠である。 

【根拠】 

・金融商品取引法第 26 条、第 56 条の 2、第 177 条、第 187 条、第 210

条 等 

・証券取引等監視委員会 中期活動方針（第 10期）（令和 2年 1月 24日） 

・2021事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会を

実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]フォワード・ルッキングかつ機動的な市場監視の実施 【達成】 

 3年度目標 
様々な金融市場の動向等を踏まえた多面的な分析、マクロ的な視点で業種

ごとに顕在化が懸念されるリスクの分析等の実施 

 3年度実績 

・内外の経済動向や企業の収益状況などを考慮し、業種別の動向や個別企

業に関して分析を実施しました。分析に当たっては、民間の有識者等か

らのヒアリングによる情報収集も行い、分析結果については金融庁の関

係部署と共有しました。 

・継続的な監視の実施に加え、コロナの影響をはじめとした経営環境の変

化を考慮した深度ある調査・分析を行うなど開示規制違反リスクに着目

した情報収集・分析を実施しました。また、公認会計士・監査審査会、

企業開示課、証券監視委各課とも連携して開示規制違反が疑われる上場

会社を抽出し、違反行為の早期発見に努めました。 

指標② [主要]具体的で分かりやすい情報発信の実施 【達成】 

 3年度目標 

個別の勧告・告発等や、企業情報等の開示、証券業者等の検査・モニタリ

ング、不公正取引に係る各事例集の公表等における具体的で分かりやすい

情報発信 
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 3年度実績 

・個別の勧告事案等の公表のほか、市場における自己規律強化の観点から、

各種事例集やウェブサイト（市場へのメッセージやアクセスＦＳＡ）等

を通じた情報発信、寄稿、講演等を実施することを通じて、一般投資家

を含む市場参加者等に対する個別事案の意義・内容・問題点の解説、証

券取引等監視委員会の活動状況や中期活動方針（第 10期）の周知等、情

報発信の充実に努めました。 

指標③ [主要]市場規律の強化に向けた一層の連携 【達成】 

 3年度目標 

金融商品取引所や自主規制法人等との業務報告・意見交換や証券監督者国

際機構（ＩＯＳＣＯ）多国間情報交換枠組み（ＭＭｏＵ）等を活用した海

外当局との情報交換の実施及びＩＯＳＣＯ等の国際会議における積極的な

情報発信 

 3年度実績 

・国内における自主規制機関等との意見交換等を 12回開催し、市場におけ

るその時々の諸問題についてタイムリーに認識を共有しました。また、

大手・準大手監査法人との意見交換を開催し、大手・準大手監査法人の

監査の状況把握に努めました。 

・開示規制違反を行った上場会社について、金融商品取引所と積極的に情

報交換を行い、開示規制違反の再発・未然防止に努めました。 

・ＩＯＳＣＯ ＭＭｏＵを活用し、引き続き積極的な情報交換を行いまし

た。 

・ＩＯＳＣＯの政策委員会及び年次総会に参加し、市場規律の強化に向け

て、当局間での情報交換や法執行面での課題・協力のあり方等の議論に

積極的に貢献しました。 

・ＩＯＳＣＯアジア太平洋地域委員会（ＡＰＲＣ）法執行者会合で議長を

務め、不公正取引等の防止や効果的な調査手法について、活発な意見交

換を行いました。 

指標④ 積極的・機動的な調査・検査の実施 【達成】 

 3年度目標 
多角的・多面的な分析・検証を行い、課徴金納付命令勧告を視野に入れた

調査・検査の実施 

 3年度実績 

・不公正取引に対しては、早期に本格調査に着手するとともに、機動的・

弾力的な調査チームの編成に努めたほか、高度な技術を要するデータ保

全は情報技術専門官を活用する等して、調査を実施し、課徴金納付命令

勧告を行いました。 

・クロスボーダー取引による違反行為に対しては、ＭＭｏＵ等も活用しつ

つ、取引の実態解明を行いました。 

・開示規制違反に対しては、より機動的かつ多面的な開示検査の実施のた

め、業務フローや業務遂行体制を見直すとともに、事案に応じた機動的・

弾力的なチームの編成に努めました。 

指標⑤ [主要]重大で悪質な事案に対する厳正な対応 【達成】 

 3年度目標 的確な刑事告発等の実施 

 3年度実績 
・重大で悪質な事案については、捜査当局等関係機関とも連携の上、的確

に刑事告発を行うなど、厳正に対処しました。 

指標⑥ [主要]証券モニタリングの適切な実施 【達成】 
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 3年度目標 

コロナの影響下における顧客対応、適合性原則の明確化を踏まえた適正な

投資勧誘等に重点を置いた内部管理態勢の構築、サイバーセキュリティ対

策の十分性やシステムリスク管理の対応状況等の検証 

 3年度実績 

・証券モニタリングにおいて、コロナの影響下における顧客対応、適合性

原則の明確化を踏まえた適正な投資勧誘等に重点を置いた内部管理態勢

の構築、サイバーセキュリティ対策の十分性やシステムリスク管理の対

応状況等の検証を実施しました。 

指標⑦ 
[主要]銀証ファイアーウォール規制の見直しに伴うモニタリング

の在り方の検討 
【達成】 

 3年度目標 関係部署と連携し検討 

 3年度実績 
・銀証ファイアーウォール規制の見直しに伴うモニタリングの在り方につ

いて関係部署と連携し検討を行いました。 

指標⑧ [主要] 市場の公正性・透明性の確保等 【達成】 

 3年度目標 

複数の市場（取引所・ＰＴＳ・ダークプール）を前提とした注文執行の状

況等の実態や、市場公正性・透明性の確保や投資者保護等の観点からの問

題の把握 

 3年度実績 

・複数の市場（取引所・ＰＴＳ・ダークプール）を前提とした注文執行の

状況等の実態や、市場公正性・透明性の確保や投資者保護等の観点から

の問題の把握に努めました。  

・金融商品取引所等から提供される情報を基に、高速取引行為者による発

注や約定の状況等の取引実態の把握及び分析を進めるとともに、証券取

引等監視委員会と金融庁や金融商品取引所との間でも、高速取引行為者

に関する情報共有や意見交換を行いつつ、高速取引に係る取引審査を行

いました。 

指標⑨ [主要]裁判所への申立てに係る調査権限の積極的な活用 【達成】 

 3年度目標 
無登録で金融商品取引業を行っている者に対する、投資者被害の拡大防止

のための調査権限の積極的な活用及び関係機関との連携強化 

 3年度実績 

・無登録業者による投資家被害の拡大を防止するため、海外に拠点を置い

て無登録で大規模に金融商品取引業を行っている者について、金融商品

取引法違反行為に関する裁判所への禁止命令等の申立て実施等を行い、

関係機関との相互連携の強化に努めました。 

指標⑩ [主要]デジタライゼーションの一層の推進及び人材の育成 【達成】 

 3年度目標 
デジタルフォレンジック技術の一層の向上及びシステム環境の高度化、幅

広い視点を持った人材の育成 

 3年度実績 

・情報通信技術の多様化・複雑化に対応するための技術向上を目的とし、

デジタルフォレンジックに関する他の法執行機関との意見交換等を実施

しました。 

・デジタルフォレンジックに使用する基幹システムを刷新し、機能の拡充、

性能の強化を行いました。 

・取引監視システムの高度化など、市場監視業務のデジタライゼーション

をより一層推進しました。  

・調査・検査等の効率化を図る観点から、「デジタル社会の実現に向けた重
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点計画（3 年 12 月 24 日閣議決定）」に基づき、金融機関や関係行政機関

と連携して、金融機関への預貯金等照会業務のデジタル・オンライン化

に向けて取り組みました。 

・市場監視を適切に行うための高度な専門性と幅広い視点を持った人材を

育成するため、検査・調査等の監視手法に係る様々な知識やノウハウを

付与する研修に加え、検査・調査等の高度化に資する業務システムの開

発やデジタルフォレンジック等に従事するＩＴ人材の育成を目的とした

各種研修・勉強会等を実施したほか、海外当局主催の研修への参加を実

施しました。 

参考指標 

指標① 取引審査実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・取引審査件数：969件 

（うち、インサイダー取引：922件、価格形成：43 件、その他：4件） 

指標② 市場参加者等に対する意見交換会等の実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 

・意見交換会等の実施：13 件 

（うち、金融商品取引所・自主規制法人：6件、日本証券業協会：3件、投

資信託協会 1件、日本投資顧問業協会：1件、第二種金融商品取引業協会：

1件、大手・準大手監査法人：1件） 

・講演の実施：14件、寄稿の実施：14件 

指標③ 海外当局との情報交換件数＜内容・件数＞ 

 3年度実績 

・証券監視委による海外当局への情報提供依頼件数：22 件 

（うち、インサイダー取引：6件、相場操縦：3件、有価証券報告書等の虚

偽記載：2件、無登録金融商品取引業 5件、忠実義務違反：3件、その他：

3件） 

・海外当局からの自発的情報提供受領件数：42件 

(注)金融庁としての受領件数のうち、証券監視委の事務に関する情報の

受領件数。 

指標④ 取引調査に係る勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・課徴金納付命令勧告：12 件 

（うち、インサイダー取引：6件、相場操縦：6件） 

指標⑤ 開示検査に係る検査終了件数、勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・検査終了件数：12 件 

（うち、課徴金納付命令勧告：5件） 

指標⑥ 課徴金納付命令の実績＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・課徴金納付命令：19件 

（うち、不公正取引：13件、有価証券報告書等の虚偽記載：6件） 

指標⑦ 犯則事件の告発の実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 ・告発件数：8件 
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（うち、インサイダー取引：5件、偽計:2件、相場操縦：1件） 

指標⑧ 証券モニタリングに係る検査終了件数、勧告の実施状況＜内容・ 件数＞ 

 3年度実績 
・検査終了件数：32件 

（うち、勧告：2件（投資運用業者：1件、投資助言・代理業者 1件）） 

指標⑨ 無登録業者等に係る裁判所への申立て件数＜内容・件数＞ 

 3年度実績 ・申立て件数：1件（うち、無登録での投資一任契約締結の媒介：1件） 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 フォワード・ルッキングかつ機動的な市場監視を行った

ほか（測定指標①）、市場規律の強化の観点から、具体的で

分かりやすい情報発信や国内外の各機関等との連携強化に

取り組みました（測定指標②③）。 

積極的・機動的に調査・検査を実施するとともに、重大

で悪質な事案については、犯則調査の権限を行使し、厳正

に対応しました（測定指標④⑤）。 

証券モニタリングの適切な実施に加え、銀証ファイアー

ウォール規制の見直しに伴うモニタリングの在り方の検討

を行いました（測定指標⑥⑦）。また、市場公正性・透明性

の確保等の観点から、複数の市場を前提とした実態や、問

題の把握に努めました（測定指標⑧）。 

無登録業者による投資者被害の拡大を防止するため、裁

判所への申立てに係る調査権限を積極的に活用するととも

に、関係機関との間の連携を強化しました（測定指標⑨）。 

デジタルフォレンジック技術の一層の向上及びシステム

環境の高度化、幅広い視点を持った人材の育成に取り組み

ました（測定指標⑩）。 

しかしながら、金融取引のグローバル化、複雑化、高度

化等の環境の変化の中、我が国市場の公正性・透明性の確

保及び投資者保護に資するため、中期活動方針等に基づく

更なる市場監視機能の強化に引き続き取り組む必要がある

ことから、測定結果は「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 市場取引の公正性・透明性を確保し、投資者の保護を図

ることは、資本市場の健全な発展及び国民経済の持続的な

成長に必要不可欠と考えます。 

【効率性】 国内外の関係機関との連携強化や、機動的・弾力的なチ

ームの編成、デジタライゼーションの一層の推進等を通じ

た情報収集・分析や調査・検査の実施等により、効率的な

市場監視を行いました。 
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【有効性】 マクロ的な視点に基づき潜在的なリスクに着目した情報

収集・分析を行うなどのタイムリーな市場監視に取り組む

とともに、自主規制機関や海外の市場監視当局等の関係機

関とも連携しながら、国内外の市場の新しい事象も常に注

意深く監視し、監視体制の整備や手法の改善を図るなどの

取組を進め、金融取引のグローバル化、複雑化、高度化等

の環境の変化に対応した市場監視を行い、市場取引の公正

性・透明性を確保し、投資者の保護を図りました。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【測定指標】 

金融取引のグローバル化、複雑化、高度化やデジタライ

ゼーションの進展等により市場が大きく変化する中で、我

が国市場の公正性・透明性の確保及び投資者保護を図るた

め、市場監視機能の強化を引き続き進めていきます。 

金融取引のグローバル化、複雑化、高度化等の環境の変

化に対応するため、引き続き、フォワード・ルッキングか

つ機動的な市場監視に取り組んでいきます。また、積極的・

機動的な調査・検査の結果、法令違反等が認められた場合

には、課徴金納付命令勧告、行政処分勧告、犯則事件とし

ての告発等を行い、厳正に対処していきます。これら市場

監視機能の更なる強化を通じて、我が国市場の公正性・透

明性の確保及び投資者保護に引き続き取り組んでいきま

す。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて 

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 広く早く深い市場監視の実現に向けた取組 

 

・様々な金融市場の動向や課題について多面的な分析を行ったほか、マク 

ロ的な視点で業種ごとに顕在化が懸念されるリスクの分析を行うなど、 

フォワード・ルッキングかつ機動的な市場監視を行いました。 

・市場における自己規律強化の観点から、事例集の公表等において具体的 

で分かりやすい情報発信を実施しました。また、金融商品取引所、自主 

規制法人及び金融商品取引業協会との意見交換会を実施することで、国 

内の自主規制機関等との連携を強化しました。さらに、ＩＯＳＣＯのＭ 

ＭｏＵ等を活用して海外当局との情報交換を実施するとともに、ＩＯＳ 

ＣＯ等の国際会議への参加（ＡＰＲＣ法執行者会合議長としての役割を 

含む）を通じて、最近の取組を紹介し合い、共通課題について議論する 

など、海外当局等との連携・協力関係を強化するとともに、積極的な情 

報発信に努めました。 

・事案の態様に応じた多角的・多面的な分析・検証を行い、課徴金納付命

令勧告を視野に入れた調査・検査を積極的・機動的に実施するとともに、

重大で悪質な事案については、犯則調査の権限を行使し、厳正に対処し

ました。 

・証券モニタリングにおいて、コロナの影響下における顧客対応、適合性 
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原則の明確化を踏まえた適正な投資勧誘等に重点を置いた内部管理態勢 

の構築、サイバーセキュリティ対策の十分性やシステムリスク管理の対 

応状況等の検証を実施しました。また、銀証ファイアーウォール規制の 

見直しに伴うモニタリングの在り方について関係部署と連携し検討を行 

いました。さらに、複数の市場（取引所・ＰＴＳ・ダークプール）を前 

提とした注文執行の状況等の実態や、市場公正性・透明性の確保や投資 

者保護等の観点からの問題の把握に努めました。 

・無登録業者による投資者被害の拡大防止のため、無登録で金融商品取引 

業を行っている者について、金融商品取引法違反行為に関する裁判所へ

の禁止命令等の申立て実施等を行うとともに、金融庁や警察当局等、関

係機関との相互連携の強化に努めました。 

② デジタライゼーション対応と戦略的な人材の育成 

 

・デジタライゼーションの飛躍的進展に対応するため、デジタルフォレン

ジック技術の一層の向上に取り組むとともに、デジタルフォレンジック

に使用する基幹システムの刷新や預貯金等照会業務のデジタル化実証実

験などシステム環境の高度化を推進しました。 

・市場監視を適切に行うための高度な専門性と幅広い視点を持った人材育

成に取り組みました。 

  

 

 

 

             

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 265 218 244 273 

補正予算 ▲1 261 131 - 

繰 越 等 - ▲260   

合 計 264 219   

執行額（百万円） 174 145   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①～⑩】 

・ 証券取引等監視委員会 中期活動方針（第 10期） ～信頼され魅

力ある資本市場のために～（2年 1月 24日公表） 

・ 2021 事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経

済社会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31 日公表） 

【測定指標⑥～⑨】 

・ 令和 3事務年度証券モニタリング基本方針（3年 8月 6日公表） 
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担当部局名 

証券取引等監視委員会事務局 

総合政策局 

審判手続室 

監督局 

証券課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（施策Ⅲ－2） 

施策名 
企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリング

の実施 

 施策の概要 

企業による情報開示や会計基準・会計監査の質の向上に向けた制

度・環境整備を図るとともに、適正な情報開示、会計監査の確保のた

めのモニタリングを実施する。 

達成すべき目標 企業の情報開示、会計基準・会計監査の質が向上すること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

資本市場の機能強化や国民の安定的な資産形成を実現する観点か

ら、投資家の投資判断に必要な情報を十分かつ適時に分かりやすく提

供することや、企業と投資家の建設的な対話に資する情報開示を促進

していくことが重要である。 

【根拠】 

・企業会計審議会「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対応のあり方 

に関する当面の方針」（平成 25年 6月 19日） 

・「会計監査の在り方に関する懇談会」提言（28 年 3月 8日） 

・金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」報告 

（30年6月28日） 

・企業会計審議会「監査基準の改訂に関する意見書」（30年 7月 5日） 

・「成長戦略フォローアップ」（令和 3年 6月 18日閣議決定） 

・2021事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経 

 済社会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① 

［主要］企業情報の開示の充実に向け、金融審議会「ディスクロー

ジャーワーキング・グループ」報告（30年 6月 28日）を踏まえた

取組の促進 

【達成】 

 3年度目標 企業情報の開示の充実に向けた取組の促進 

 3年度実績 

・ルールへの形式的な対応に留まらない記述情報の開示の充実に向けた企

業の取組を促すため、「記述情報の開示の好事例集 2021」を公表（3 年

12月公表、4年 3月最終更新）。 

・有価証券報告書における記述情報の開示の充実に向けた取組として、企

業や公認会計士等に対する、セミナーの実施や、主に決算業務等に携わ

る方々向けの「記述情報の開示の充実に向けた解説動画」を配信しまし

た（3年 4月～4年 3月）。 
 

指標② 
［主要］上場企業等によるサステナビリティに関する取組の適切な

開示のあり方についての検討状況 
【達成】 

 3年度目標 金融審議会において検討 
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 3年度実績 

・金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3年度）を

設置し、企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、投資家の投資判

断に必要な情報を適時に分かりやすく提供し、企業と投資家との間の建

設的な対話に資する企業情報の開示のあり方について幅広く検討をし

ました。 

指標③ 
金融商品取引法上のディスクロージャーの適正性を確保するため

の施策の実施状況 
【達成】 

 3年度目標 ディスクロージャーの適正性を確保するための施策を実施 

 3年度実績 

・有価証券報告書レビューを実施するとともに有価証券報告書の作成・提

出に際して留意すべき事項について公表しました（4年 3月）。 

・有価証券報告書等の虚偽記載の違反行為に対し、6 件の課徴金納付命令

の決定を行いました。 

・有価証券報告書の提出期限の延長、有価証券届出書等の発行開示書類、

無届募集の疑い等に応じ、各財務局等に対しヒアリングを指示するな

ど、実態把握を行い、開示書類の適時適切な提出を慫慂しました。 

指標④ 

有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（ＥＤＩＮ

ＥＴ）の稼働率（システム保守のための停止期間は稼働率の計算に

含めない。） 

【達成】 

 基準値 実績 目標値 

 2年度 3年度 
 

3年度 

 100% 100% 99.9%以上 

指標⑤ ［主要］我が国において使用される会計基準の品質向上 【達成】 

 3年度目標 国際会計基準（ＩＦＲＳ）の任意適用企業の拡大促進等の取組を推進 

 3年度実績 

・関係機関と連携し、以下の取組を推進・実施するとともに、企業会計審

議会総会・会計部会（3年 11月開催）において、これらの取組状況につ

いて審議を行いました。 

ⅰ）ＩＦＲＳ 任意適用企業の拡大促進 

・ ＩＦＲＳ 任意適用企業数（適用予定企業数を含む）は、3 年度末時点

で 265 社（2年度末 239 社）、全上場企業の時価総額の 45.4%（2年度

末 44.0%）まで増加しました。 

ⅱ）ＩＦＲＳ に関する国際的な意見発信の強化 

・のれんの会計処理については、我が国の関係者が連携して、企業会計基

準委員会（ＡＳＢＪ）において、国際会議の場で意見発信等を行ってい

ます。また、ＡＳＢＪは、国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）が公表した

情報要請「第 3次アジェンダ協議」に対して、我が国の関係者の意見を

踏まえたコメントレターを提出しました（3年 9月）。 

ⅲ）日本基準の高品質化 

・ ＡＳＢＪ は、投資信託の時価の算定に関する取扱いを定めた「時価の

算定に関する会計基準の適用指針」を公表しました（3年 6月）。 
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・ 金融庁では、ＡＳＢＪ において公表した「時価の算定に関する会計基

準の適用指針」を踏まえ、内閣府令を改正しました（3年 9月）。 

ⅳ）国際的な会計人材の育成 

・ 財務会計基準機構（ＦＡＳＦ）が中心となり、国際会計人材ネットワ

ークの登録者等を対象に、シンポジウム（4 年 3 月）を開催しました。

これまでの取組等により、登録者数は 1,298 名まで増加しました（4年

3月）。 

指標⑥ 
［主要］適正な会計監査の確保のための態勢・環境整備に向けた取

組の実施状況 
【達成】 

 3年度目標 

会計監査に関する情報提供の充実に向けた取組を実施、監査監督機関国際

フォーラム（ＩＦＩＡＲ）への積極的貢献及び海外監査監督当局との連携

強化 

 3年度実績 

・会計監査の信頼性を確保するために必要な取組を総合的に議論するた

め、「会計監査の在り方に関する懇談会（令和 3事務年度）」を開催し、

論点整理を公表しました（3年 11月）。 

・会計監査の信頼性の確保並びに公認会計士の一層の能力発揮及び能力向

上を図り、企業財務書類の信頼性を高めるため、上場会社等の監査に係

る登録制度の導入、監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直

し、公認会計士の資格要件の見直し等の措置を講ずる「公認会計士法及

び金融商品取引法の一部を改正する法律案」を国会に提出しました（4

年 3月）。 

・企業会計審議会を開催し、監査法人等の監査品質の向上を図る観点から、

「監査に関する品質管理基準の改訂に係る意見書」を公表しました（3

年 11月）。 

・公認会計士・監査審査会によるモニタリングを通じて、大手・準大手監

査法人等が監査法人のガバナンス・コードを踏まえて整備したガバナン

ス態勢の実効性に関連して、独立性を有する第三者を構成員とする監

督・評価機関の活動状況を検証しました。 

・コロナの影響を踏まえ、決算・監査業務に従事する者の健康に配慮しつ

つ、適切な企業情報の開示が行われるようにする観点から、日本公認会

計士協会等の関係者をメンバーとする「新型コロナウイルス感染症の影

響を踏まえた企業決算・監査等への対応に係る連絡協議会」において、

企業決算・監査・株主総会などをめぐる課題に関し、現状認識や対応の

在り方について共有しました。（3年 4月） 

・「株式新規上場（ＩＰＯ）に係る監査事務所の選任等に関する連絡協議

会報告書」を踏まえた取組について、実施状況をフォローアップしまし

た。 

・「監査上の主要な検討事項」に関する実務の定着と浸透を図るため、「監

査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）の特徴的な事例と記載のポイント」の

公表を行いました（4年 3月）。 

・副議長国として、ＩＦＩＡＲの運営を推進したほか、6大監査法人ネッ 

トワークＣＥＯとの監査の品質管理や将来の在り方に関する対話を含

む、各種ステークホルダーとの対話等にＩＦＩＡＲを代表して参加しま
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した。 

・代表理事会メンバーとして、ＩＦＩＡＲの運営に関する議論に積極的に

関与したほか、東京にあるＩＦＩＡＲ事務局の円滑な運営のため、ホス

ト国として必要な支援を引き続き行いました。 

・全てのワーキング・グループの活動や、ワーキング・グループ内での個

別プロジェクトの作業チームに積極的に参加するとともに、執行分野に

関する情報交換等を目的としたワークショップの開催や、監査人及び監

査に関連するリスクを議論するための会議をリードするなどＩＦＩＡ

Ｒの活動に貢献しました。 

・3 年 6 月、日本ＩＦＩＡＲネットワーク総会を主催し、財務報告エコシ

ステムに関わる国内の関係者との意見交換を行ったほか、講演・寄稿等

を通じ、ＩＦＩＡＲ における活動について国内への還元を行いました。 

・二国間での協力を強化する取組として、3 年 6 月、公認会計士・監査審

査会及び金融庁は、スイス連邦監査監督庁と監査監督上の協力に関する

書簡の交換を行いました。 

指標⑦ 
[主要]公認会計士・監査法人等に対する適切な検査・監督の実施

状況 
【達成】 

 3年度目標 公認会計士・監査法人等に対する適切な検査・監督を実施 

 3年度実績 

・監査事務所に対する審査会のモニタリングについては、審査会・監査事

務所の双方にとってより効率的で実効性のあるものとなるよう、その実

施方法について引き続き見直しを行いました。具体的には、2 年度の大

手・準大手監査法人に対する検査においては、ウェブ会議システムを利

用したヒアリングを実施するとともに、一部の監査法人についてはオン

ラインにより電子監査調書を閲覧するなど、オンラインによる方法を活

用していましたが、3 年度においては、中小規模監査事務所に対する検

査においても、ウェブ会議システムを利用したヒアリングを実施しまし

た。 

・日本公認会計士協会が行う品質管理レビューを審査し、その審査結果等

を踏まえて、監査法人等に対して報告徴収を行い、品質管理レビューで

の指摘事項に対する改善計画の実施状況等について検証しました（3 年

度報告徴収件数は、レビュー実施件数 55件のうち 43件（実施率 78.1%））。 

・品質管理レビューの審査結果等を踏まえて、11先の監査法人に対して検

査を実施し、当該検査の結果把握した品質管理等の問題点等について改

善を促すとともに、業務運営が著しく不当と認められた 1先の監査法人

については、金融庁長官に対し、行政処分その他の措置を講ずるよう勧

告しました。 

・監査品質を向上させるためのトップの姿勢を含む経営層の認識及び具体

的な施策への反映状況を検証したほか、大手・準大手監査法人等が監査

法人のガバナンス・コードを踏まえて整備したガバナンス態勢の実効性

に関連して、独立性を有する第三者を構成員とする監督・評価機関の活

動状況を検証しました。 

・海外子会社に係るグループ監査や、監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）
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等に係る検証のほか、品質管理基準等の改訂への対応状況等を確認しま

した。 

・審査会におけるモニタリング結果や監査事務所の状況については、「モ

ニタリングレポート」や「監査事務所等検査結果事例集」として取りま

とめ 3年 7月に公表したほか、関係雑誌等への寄稿など積極的な情報発

信に努めました。 

・審査会検査と協会の品質管理レビューとが全体として最大限の効果を発

揮するよう、大手監査法人に対する品質管理レビューの在り方や中小規

模監査事務所に対する協会の指導・監督機能の充実等を中心に議論を行

いました。 

指標⑧ 優秀な会計人材確保に向けた取組の実施状況 【達成】 

 3年度目標 優秀な会計人材確保に向けた取組を実施 

 3年度実績 

・公認会計士試験については、感染症対策を行った上で着実に実施すると

ともに、風水害の発生等を想定した検討・準備を進めました。 

・受験者の裾野の更なる拡大のため、引き続き 15 の大学・高等学校にお

いて講演会を実施したほか、公認会計士試験に関するパンフレットを作

成しました。 

指標⑨ 国際会計人材ネットワークの登録者数 【達成】 

 3年度目標 国際的な会計人材の育成に向けた取組を推進 

 3年度実績 
・国際会計人材ネットワーク登録者数 1,298名（4 年 3月時点） 

（2年度 1,248名（3年 3 月時点）） 

参考指標 

指標① 課徴金納付命令の実績＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・有価証券報告書等の虚偽記載の違反行為に対して、6 件の課徴金納付命

令の決定を行いました。
 

指標② 開示書類の提出会社数（内国会社） 

 3年度実績 ・4,548社（2年度 4,503 社） 

指標③ 有価証券報告書、臨時報告書、大量保有報告書等の提出件数 

 3年度実績 ・38,969件（2年度 41,286 件） 

指標④ ＥＤＩＮＥＴのアクセス件数（ＡＰＩ経由のアクセス件数を含む） 

 3年度実績 ・29,991千件/月（2年度 28,586 千件/月） 

指標⑤ ＥＤＩＮＥＴの利用者の利便性向上のための取組の実施状況＜内容＞ 

 3年度実績 

・ＥＤＩＮＥＴのシステム再構築について、2年 10 月から構築作業を実施

しているところ、コロナの影響等による作業進捗への影響を踏まえつ

つ、開発を行いました。次期システムの運用及び保守については、意見
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招請における意見を踏まえて仕様書を確定させ、事業者の調達を行いま

した。 

指標⑥ ＩＦＲＳの任意適用企業数及びその時価総額の割合 

 3年度実績 
・ＩＦＲＳ任意適用企業数 265 社（2年度末 239 社） 

・全上場企業の時価総額の割合 45.4%（2年度末 44.0%）
 

指標⑦ 公認会計士等に対する行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

 3年度実績 
・監査法人に対する処分 1 件（2年度 1件） 

・公認会計士に対する懲戒処分 9件（2年度 2件） 

指標⑧ 監査法人等に対する検査及び勧告の実施状況＜件数＞ 

 3年度実績 
・検査件数 11件（2年度 10件） 

・勧告件数  1件（2年度  1件） 

指標⑨ 公認会計士・監査審査会ウェブサイトへのアクセス件数 

 3年度実績 

・審査会トップページ 

年間件数 627,932 件（2年度 1,028,288件） 

月間平均件数 52,328件（2年度 85,691件） 

・公認会計士試験関係 

年間件数 311,610 件（2年度 357,520 件） 

月間平均件数 25,968件（2年度 29,793件） 

指標⑩ 公認会計士試験の出願者数 

 3年度実績 ・14,192人（2年度 13,231 人） 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合いの

測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

報告を踏まえた対応（測定指標①）、金融審議会「ディス

クロージャーワーキング・グループ」（令和 3 年度）にお

ける企業情報の開示のあり方についての検討（測定指標

②）、ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大（測定指標⑤）等、

企業等による情報開示の質の向上のための制度・環境整備

に取り組みました。 

また、有価証券報告書レビュー（測定指標③）や「監査

に関する品質管理基準」の改訂、ＩＦＩＡＲ への積極的

な貢献・海外監査監督当局との連携強化、監査法人のガバ

ナンス・コードを踏まえて大手監査法人等が整備した態勢

の実効性の検証（測定指標⑥）等、適正な情報開示、会計

監査の確保のための取組を行いました。 

さらに、監査法人等に対する適切な検査・監督（測定指
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標⑦）、優秀な会計人材確保に向けた取組（測定指標⑧）

を実施しました。 

ＥＤＩＮＥＴ の稼働率（測定指標④）については、目

標値である 99.9%以上を確保しました。 

以上のとおり、測定指標の目標が全て達成されているこ

とから、「Ａ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 投資家の投資判断に必要な情報を十分かつ適時に分か

りやすく提供することや、企業と投資家の建設的な対話に

資する情報開示を促進する観点から、企業による情報開示

や会計基準・会計監査の質の向上に向けた取組を行うこと

は、我が国の資本市場の機能強化や国民の安定的な資産形

成の実現に貢献すると考えられます。
 

【効率性】 以下のように企業の情報開示の質の向上のための制

度・環境整備とモニタリングの実施を効率的に行うべく、

関係機関と連携して取組を行いました。 

・財務会計基準機構（ＦＡＳＦ）等の関係機関と適切に役 

割分担し、ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大促進等の取組 

を実施しました。
 

【有効性】 ルールへの形式的な対応にとどまらない開示の充実に

向けた企業の取組を促すため、「記述情報の開示の好事例

集 2021」を公表しました（3年 12月公表、4年 3月最終更

新）。加えて、企業や公認会計士等に対するセミナーの実

施や、主に決算業務等に携わる方々向けの「記述情報の開

示の充実に向けた解説動画」を配信しました（3年 4月～4

年 3 月）。これらにより、投資家の適切な投資判断、及び

投資家と企業との建設的な対話に資する企業情報の開示

の充実のための、有効な取組を進めることができました。 

また、以下の取組を行ったことは、監査法人等自らによ

る監査の品質の確保・向上を促す観点から、有効であった

と考えています。 

・監査法人等に対する適切な監督、並びに品質管理レビュ 

ーの審査等に基づく監査法人等に対する報告徴収及び 

検査を実施しました。また、検査の結果、必要があると 

認めるときは、金融庁に処分等の勧告を行いました。 

・モニタリングについては、審査会・監査事務所の双方に

とって効率的で実効性のあるものとなるよう、モニタリ

ングの実施方法については、引き続き見直しを検討しま

した。 

・監査品質を向上させるためのトップの姿勢を含む経営層 

の認識及び具体的な施策への反映状況を検証したほか、

監査法人のガバナンス・コードを踏まえて整備したガバ

ナンス態勢の実効性に関連して、独立性を有する第三者

を構成員とする監督・評価機関の活動状況を検証しまし



- 86 - 

 

た。 

・海外子会社にかかるグループ監査や、監査上の主要な検

討事項（ＫＡＭ）等に係る検証のほか、品質管理基準等

の改訂への対応状況等を確認しました。 

・モニタリングにより把握した状況等については、モニタ

リングレポートや検査結果事例集として取りまとめ公

表したほか、関係雑誌等への寄稿など積極的な情報発信

に努めました。 

・日本公認会計士協会の品質管理レビューと公認会計士・

監査審査会のモニタリングとが全体として最大限の効

果を発揮するよう、大手監査法人に対する品質管理レビ

ューの在り方や中小規模監査事務所に対する協会の指

導・監督機能の充実等を中心に議論を行いました。 

 

今後の課題・ 

次期目標等への反

映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

【測定指標】 

引き続き、企業の情報開示、会計基準・会計監査の質の

向上に向けた取組を行う必要があります。 

また、コロナへの対応として、金融・資本市場関係者の

負担軽減など必要な措置を実施していく必要があります。 

企業全体の開示レベルの向上のため、上場企業等に対し

て記述情報の開示の充実に向けた取組について周知活動

を行う必要があります。 

また、会計監査に関する制度・環境整備は一定程度進捗

しているものと考えられますが、会計監査の品質の持続的

な向上・信頼性確保により、市場機能の発揮の基盤強化を

目指します。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて 

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 企業による情報開示の質の向上に向けた取組の実施 

 

・企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、金融審議会ディスクロー

ジャーワーキング・グループにおいて、国際的にも投資先として魅力あ

る市場となるよう、サステナビリティに関する取組の適切な開示のあり

方について、幅広く関係者の意見を聞きながら検討しました。 

② 金融商品取引法上のディスクロージャーの適正性の確保 

 

・「企業内容等の開示に関する留意事項（開示ガイドライン）」等に基づき、

引き続き、適正な情報開示を確保するとともに行政対応の透明性・予測

可能性の向上に努めました。 

・有価証券届出書等の発行開示書類については、記載内容の適正性が確保

されるよう、改正した開示ガイドラインに基づき、各財務局等を通じた

記載内容等に関する事前相談や受理時における審査等を行いました。 

・有価証券報告書等の継続開示書類については、有価証券報告書レビュー

を通じ、記載内容の適正性の確保に努めました。 

・有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、課徴金制度を適切
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に運用しました。 

③ ＥＤＩＮＥＴの整備 

 

・ＥＤＩＮＥＴについては、システムの安定運用に努めるとともに、3 年

度は、コロナの影響等による作業進捗への影響を踏まえつつ、次期シス

テムの開発を行ってきました。また、次期システムの運用及び保守につ

いては、意見招請における意見を踏まえて仕様書を確定させ、事業者の

調達を行いました。 

・このような中、ＥＤＩＮＥＴの稼働率は目標値である 99.9%以上を達成

したほか、インターネットを通じたＥＤＩＮＥＴ情報公開サイトへのア

クセス件数（ＡＰＩ経由のアクセス件数を含む。）等は、前年度を上回

る件数となりました。 

・こうした取組により、ＥＤＩＮＥＴによる投資者に対する投資判断に必

要な情報提供に資することができました。 

④ 我が国において使用される会計基準の品質向上 

 

・ＦＡＳＦ、企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）、日本公認会計士協会等の

関係機関と連携しつつ、ＩＦＲＳへの移行を容易にするための取組を進

めるとともに、ＩＦＲＳに関する今後のプロジェクトの協議等において

我が国の考え方をＩＦＲＳに反映する努力を強化しました。 

・金融商品会計基準の検討・リース会計基準の見直し等、日本基準の高品

質化に向けたＡＳＢＪの取組をサポートしました。 

・「国際会計人材ネットワーク」登録者の更なる増加を目指し、国際的な

会計人材の育成に向けた取組を推進し、国際的な基準策定等に参画しま

した。 

⑤ 適正な会計監査の確保のための態勢・環境整備に向けた取組の実施 

 

・会計監査の信頼性を確保するために必要な取組を総合的に議論するた

め、「会計監査の在り方に関する懇談会（令和 3事務年度）」を開催し、

論点整理を公表しました（3年 11月）。 

・会計監査の信頼性の確保並びに公認会計士の一層の能力発揮及び能力向

上を図り、企業財務書類の信頼性を高めるため、上場会社等の監査に係

る登録制度の導入、監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直

し、公認会計士の資格要件の見直し等の措置を講ずる「公認会計士法及

び金融商品取引法の一部を改正する法律案」を国会に提出しました（4

年 3月）。 

・企業会計審議会を開催し、監査法人等の監査品質の向上を図る観点から、

「監査に関する品質管理基準の改訂に係る意見書」を公表しました（3

年 11月）。 

・コロナの影響を踏まえ、決算・監査業務に従事する者の健康に配慮しつ

つ、適切な企業情報の開示が行われるようにする観点から、日本公認会

計士協会等の関係者をメンバーとする「新型コロナウイルス感染症の影

響を踏まえた企業決算・監査等への対応に係る連絡協議会」において、

企業決算・監査・株主総会などをめぐる課題に関し、現状認識や対応の

在り方について共有しました。 

・「株式新規上場（ＩＰＯ）に係る監査事務所の選任等に関する連絡協議
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会報告書」を踏まえた取組について、継続的に実施状況をフォローアッ

プしました。 

・「監査上の主要な検討事項」に関する実務の定着と浸透を図るため、「監

査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）の特徴的な事例と記載のポイント」の

公表を行いました。 

・監査法人が適用したガバナンス・コードの実効性について、公認会計士・

監査審査会とも連携し、監査法人に対するモニタリング等を通じて検証

しました。 

・ＩＦＩＡＲの副議長国（3 年 4 月就任）として、ＩＦＩＡＲの運営を積

極的に推進するとともに、国際的な大手監査法人グループの経営層との

間でコロナ後のニューノーマルを見据えた対応及び国際的な品質管理

基準の適用に向けた準備状況等に係る対話を行ったり、監査に係る国際

的な基準設定主体のガバナンス改革に関する議論に参画するなど、各種

ステークホルダーとのＩＦＩＡＲを代表しての対話等を通じ、監査監督

当局間の国際協力に貢献してきました。また、ホスト国として、ＩＦＩ

ＡＲの事務局機能の維持確保に向けた各種支援を継続したほか、財務報

告エコシステムの関係者からなる日本ＩＦＩＡＲネットワークとの意

見交換や、講演への参加、会報への寄稿等を通じてＩＦＩＡＲにおける

議論の国内への還元に取り組みつつ、日本代表として、各国の監査監督

当局との一層の連携強化を行いました。 

⑥ 公認会計士・監査法人等に対する適切な検査・監督 

 

・監査法人等の非違事例等について、厳正な処分を行うなど、引き続き、

公認会計士・監査法人等に対する適切な監督を実施しました。 

・監査法人等に対するモニタリングが、審査会・監査事務所の双方にとっ

てより効率的で実効性のあるものとなるよう、モニタリングの実施方法

については、引き続き見直しを行いました。 

・日本公認会計士協会が行う品質管理レビューにかかる審査を適切に行う

とともに、監査法人等に対する検査等を的確に実施し、必要があると認

めるときは、金融庁に処分等の勧告を行いました。 

・監査品質を向上させるためのトップの姿勢を含む経営層の認識及び具体

的な施策への反映状況を検証したほか、監査法人のガバナンス・コード

を踏まえて整備したガバナンス態勢の実効性に関連して、独立性を有す

る第三者を構成員とする監督・評価機関の活動状況を検証しました。 

・海外子会社にかかるグループ監査や、監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）

等に係る検証のほか、品質管理基準等の改訂への対応状況等を確認しま

した。 

・モニタリングにより把握した状況等については、モニタリングレポート

や検査結果事例集として取りまとめ公表したほか、関係雑誌等への寄稿

など積極的な情報発信を行いました。 

・日本公認会計士協会の品質管理レビューと公認会計士・監査審査会のモ

ニタリングとが全体として最大限の効果を発揮するよう、大手監査法人

に対する品質管理レビューの在り方や中小規模監査事務所に対する協

会の指導・監督機能の充実等を中心に議論を行いました。 
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⑦ 優秀な会計人材確保に向けた取組の推進 

 

・公認会計士試験については、感染症対策を行った上で着実に実施すると

ともに、風水害の発生等を想定した検討・準備を進めました。 

・28年から 3年まで一貫して願書提出者数が増加しているところ、受験者

の裾野の更なる拡大のため、引き続き、大学生向けの講演を実施したほ

か、公認会計士試験に関するパンフレットを作成しました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 697 1,347 1,348 688 

補正予算 - ▲476 66 - 

繰 越 等 178 0   

合 計 875 872   

執行額（百万円） 736 830   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「記述情報の開示の好事例集 2021」の公表・更新について 

https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20220325.html  

【測定指標⑤】 

・改正企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準

の適用指針」の公表（ＡＳＢＪ3年 6月 17日公表） 

・「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令（案）」等に対するパブリックコメントの結果等に

ついて（3年 9月 24 日公表） 

・「国際会計人材ネットワーク」の登録リスト（ＦＡＳＦ4 年 3 月 1

日現在） 

・国際会計人材ネットワーク第 5 回シンポジウム（ＦＡＳＦ4年 3月

23日開催） 

【測定指標⑥】 

・会計監査の在り方に関する懇談会論点整理（3年 11 月 12日公表） 

https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20211112.html  

・金融審議会「公認会計士制度部会」報告（4年 1月 4日公表） 

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20220104.html  

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた企業決算・監査等への

対応に係る連絡協議会 

https://www.fsa.go.jp/singi/coronakansakyougikai/index.html  

・「日本 ＩＦＩＡＲ ネットワーク第 5回総会議事次第」（3年 6月

15日公表） 

 https://www.fsa.go.jp/ifiar/20210622.html  

・IFIAR releases 2021 Report on Annual Survey of Audit Inspection 

Findings（ＩＦＩＡＲ3年 3月 25日公表） 

//news/r3/singi/20220325.html
//news/r3/singi/20211112.html
//singi/singi_kinyu/tosin/20220104.html
//singi/coronakansakyougikai/index.html
//ifiar/20210622.html
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https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-releases-2021-report

-on-annual-survey-of-audit-inspection-findings/  

・IFIAR Report: Internationally Relevant Developments in Audit 

Markets（ＩＦＩＡＲ3年 7月 20日公表） 

https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-report-international

ly -relevant-developments-in-audit-markets-2021/  

【測定指標⑦】 

・「公認会計士・監査審査会の活動状況（令和 2 年度版）」（3 年 7

月 2日公表） 

・「監査事務所検査結果事例集（令和 3 事務年度版）」（3 年 7 月 9

日公表） 

・「令和 3 年版モニタリングレポート」（3年 7月 9日公表） 

・「監査事務所等モニタリング基本方針－監査の実効性の更なる向上

を目指して－」（元年 5月 17 日公表） 

・「令和 3事務年度監査事務所等モニタリング基本計画」（3年 7月 9

日公表） 

・「外国監査法人等に対する検査監督の考え方」（21 年 9 月 14 日公

表） 

・「公認会計士・監査審査会の実施する外国監査法人等に対する報告

徴収・検査に関する基本方針」（22年 1月 14日公表） 

【測定指標⑧】 

・「令和 3 年公認会計士試験の合格発表について」（3 年 11 月 19 日

公表） 

・「令和 3年の講演会等」、「令和 4年の講演会等」 

 https://www.fsa.go.jp/cpaaob/sonota/kouen.html  

                  

担当部局名 

企画市場局 

企業開示課 

総合政策局 

ＩＦＩＡＲ戦略企画室、審判手続室 

公認会計士・監査審査会 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

 

https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-releases-2021-report-on-annual-survey-of-audit-inspection-findings/
https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-releases-2021-report-on-annual-survey-of-audit-inspection-findings/
https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-report-internationally　-relevant-developments-in-audit-markets-2021/
https://www.ifiar.org/latest-news/ifiar-report-internationally　-relevant-developments-in-audit-markets-2021/
//cpaaob/sonota/kouen.html
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（施策Ⅲ－3） 

施策名 
市場の機能強化、インフラの構築、公正性・透明性の確保のための制

度・環境整備 

 施策の概要 

市場機能の強化、信頼性の高い魅力ある市場インフラの構築、市場の

公正性・透明性の確保のための制度・環境整備として、資金調達にかか

る利便性の向上等の環境を整備するための取組を行う。 

達成すべき目標 
市場の公正性・透明性、信頼性の高い魅力ある市場インフラの構築を

確保しつつ、多様な資金調達手段等が提供されること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

日本の資本市場が経済全体のイノベーションや産業構造の変革を力

強く後押しし、持続的な経済成長を実現するためには、利用者目線に立

った市場機能及び金融仲介機能の向上が欠かせない。 

これまでの直接金融や市場型間接金融の機能向上の取組が必ずしも

マクロの資金循環の変化に至っていないことを踏まえ、市場機能及び金

融仲介機能の発揮状況について、利用者、市場仲介者、機関投資家、取

引所等を見渡した資本市場の鳥瞰的な点検を行い、投資家保護にも留意

しながら、インベストメント・チェーン全体の機能向上に向けた取組を

進める必要がある。 

【根拠】 

・金融審議会「市場ワーキング・グループ」報告（平成 28 年 12 月 22

日） 

・「市場構造専門グループ報告書－令和時代における企業と投資家のた

めの新たな市場に向けて－」（令和元年 12月 27日） 

・「『責任ある機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コー

ド≫～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～」（2年 3

月 24日再改訂） 

・「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（2年 12

月 8日閣議決定） 

・金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」第一次報告（2 年 12

月 23日） 

・「コーポレートガバナンス・コード～会社の持続的な成長と中長期的

な企業価値の向上のために～」（3年 6月 11日再改訂） 

・「投資家と企業の対話ガイドライン」（3年 6月 11日改訂） 

・「成長戦略フォローアップ」（3年 6月 18日閣議決定） 

・「規制改革実施計画」（3年 6月 18日閣議決定） 

・「成長戦略実行計画」（3年 6月 18日閣議決定） 

・金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」第二次報告（3年 6月

18日） 
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・清算・振替機関等向けの総合的な監督指針（3年 6月 30日改訂） 

・2021 事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社

会を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]コーポレートガバナンス改革の深化に向けた取組の状況 【達成】 

 3年度目標 

コーポレートガバナンス・コードの改訂を踏まえ、取締役会の機能発揮、

企業の中核人材の多様性の確保等の取組を促すとともに、これまでのコー

ポレートガバナンス改革のフォローアップを行う。中長期的な企業価値の

向上に向けた企業と投資家の建設的な対話に資するガバナンス情報が提供

されるよう、金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループにおい

て、取締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関する開示のあり方を

検討する。改訂版のコーポレートガバナンス・コードを踏まえ、内部監査

部門と取締役・監査役との適切な連携を促すとともに、企業の監査に対す

る信頼性や内部統制等の実効性を確保するための方策を検討する 

 3年度実績 

・コーポレートガバナンス・コードの再改訂及び投資家と企業の対話ガイ

ドラインの改訂に関する広報活動を行い、上場企業に対して、取締役会

の機能発揮、企業の中核人材の多様性の確保等の取組、内部監査部門と

取締役・監査役との適切な連携等を促しました。 

・コーポレートガバナンス改革のフォローアップの一環として、上場企業

16 社を対象としたインタビューを実施しました。 

・金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3 年度）を

設置し、取締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関する開示のあ

り方について検討をしました。 

・気候変動を含むサステナビリティの開示の充実を図る観点から、サステ

ナビリティの開示の好事例を取りまとめ、公表しました（3年 12月）。 

指標② [主要] 資産運用業の高度化に向けた取組の状況 【達成】 

 3年度目標 
資産運用会社の運用力強化に向けた業務運営態勢の確立や資産運用業全体

の運用パフォーマンスの「見える化」の促進等に取り組む 

 3年度実績 

・資産運用会社やグループ親会社との間で対話を実施することを通じ、運

用力強化に向けた業務運営態勢等の確立を促進しました。また、国内公

募投信等のパフォーマンスやコストの分布状況や関連する課題を公表す

ることにより、運用パフォーマンスの「見える化」を進めました。 

指標③ 
[主要]「拠点開設サポートオフィス」で受け付けた相談への対応状

況 
【達成】 

 3年度目標 
「拠点開設サポートオフィス」で受け付けた相談について、内容・ニーズ

に応じて的確に対応 

 3年度実績 

・「拠点開設サポートオフィス」において、日本への拠点開設を検討する海

外の資産運用会社等から、日本拠点開設に係る金融法令の手続等に関す

る相談を 3 年度は 141 件受け付け、関係自治体等と連携・協力しつつ、

的確に対応し、新たに 6社の英語での業登録が完了しました。 

指標④ 海外プロモーション活動等の取組状況 【達成】 
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 3年度目標 国際金融機能の確立に向けた施策の情報発信を行う 

 3年度実績 

・日本での拠点開設を検討する海外金融事業者等が参加するセミナーでの

講演や各国の在外公館を通じた情報発信に取り組みました。 

・日本への参入を検討する海外金融事業者にとって有益な情報を発信する

ための専用ウェブサイトについて、参入事例集や講演・セミナー開催情

報等海外金融事業者にとって有益な情報を積極的に発信しました。 

・さらに、公式ＬｉｎｋｅｄＩｎページを開設し（4 年 1 月）、国際金融セ

ンター関連施策につき英語での情報発信を開始するなど、発信力の強化

に努めました。 

指標⑤ 市場機能強化に向けての施策の推進状況 【達成】 

 3年度目標 

特定投資家制度の拡充等についての制度整備やスタートアップエコシステ

ムに資する成長資金供給のあり方についての検討、銀証ファイアーウォー

ル規制における上場企業等の顧客情報の授受等についての制度整備など 

 3年度実績 

・3年4月～同年6月までに、金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」

を計4回開催し、成長資金の供給のあり方や顧客情報の共有に関する銀証

ファイアーウォール規制（情報授受規制）について議論を行い、同年6月、

成長資金供給の円滑化に向けた制度整備や上場企業等の顧客情報に関す

るファイアーウォール規制の緩和に関する報告書を公表しました。 

・上記の報告書を踏まえて以下の法令・制度の整備を実施しました。 

① スタートアップ企業への成長資金の供給の円滑化・多様化を図る観点

から、特定投資家制度の拡充に関する制度整備の検討等を行ったほ

か、株式投資型クラウドファンディング及び少人数私募の人数通算期

間の見直しに関する政令・内閣府令等の改正を実施しました（4年1

月施行）。 

② 上場会社等の非公開情報等に関する銀証ファイアーウォール規制に

関する内閣府令等の改正についてパブリックコメントを実施しまし

た（3年12月）。 

・3 年 10 月からは、家計の安定的な資産形成と持続的な経済成長を実現し

ていくため、「市場制度ワーキング・グループ」を計 5 回開催し、「経済

成長の成果の家計への還元促進」、「市場インフラの機能向上」、「成長・

事業再生資金の円滑な供給」について、4年 6月の報告書とりまとめに向

けて、検討を進めました。 

指標⑥ 
清算・振替機関等における財務基盤・システムの安定性の確保に向

けた態勢整備、及び市場の利便性を向上するための取組の状況 
【達成】 

 3年度目標 

清算・振替機関等に対して、財務基盤・システムの安定性が確保されてい

るか等の観点から監督を実施するとともに、市場の利便性を向上するため

の取組を促す 

 3年度実績 

・財務の健全性や業務の適切性等に関する監督上の着眼点が示されている

監督指針に基づき、清算・振替機関等に対して必要な監督を行いました。

また、清算機関、振替機関等の金融市場インフラは関係者の意見を適切

に考慮した運営が求められるところ、その点の明確化等を図るための監

督指針の改正について今後パブリックコメントを実施することとしまし
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た。なお、清算機関である日本証券クリアリング機構は、関係者の意見

も考慮した上で 3年 10月に手数料の引下げを実施しました。 

指標⑦ 金融指標の信頼性・透明性の維持・向上に向けた取組の状況 【達成】 

 3年度目標 

ＬＩＢＯＲの代替金利指標については、特定金融指標として指定したＴＯ

ＲＦについて、特定金融指標算出者において、その特定金融指標算出業務

を適正に遂行するための体制が整備されているか確認し、金融商品取引法

に基づいた対応を行う。ＴＩＢＯＲについては、金利指標の頑健性向上に

向けた全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関の取組をフォローアップするとともに、

同指標の欧州域内利用に関して必要な対応を行う 

 3年度実績 

・特定金融指標として指定したＴＯＲＦについて、その業務規程が法令に

適合しているか否か、特定金融指標算出業務を遂行するための体制に照

らして業務規程に基づいて特定金融指標算出業務の適正な遂行を確保す

ることができるか否かを確認しました。いずれについても問題がないと

認め、金融商品取引法に基づいて、3年 10月に業務規程を認可しました。

ＴＩＢＯＲについては、金利指標の頑健性向上に向けた全銀協ＴＩＢＯ

Ｒ運営機関による取組をフォローアップし、議論に貢献しました。また、

特定金融指標の欧州域内利用に関しては、欧州ベンチマーク規制の第三

国ベンチマークに対する猶予期間の延長を踏まえ、欧州委員会と、将来

の安定的な利用を確保するための方策について協議を継続しました。 

参考指標 

指標① 指名・報酬委員会（任意の委員会を含む）の設置状況（東京証券取引所市場第一部） 

 3年度実績 
・指名委員会 66.3%（3年 7月時点）（2年度 58.0%（2年 8月時点）） 

・報酬委員会 70.3%（3年 7月時点）（2年度 61.0%（2年 8月時点））
 

指標② 独立社外取締役を 3 分の 1 以上選任している企業数（東京証券取引所市場第一部） 

 3年度実績 ・72.8%（3年 7月時点）（2 年度 58.7%（2年 8月時点）） 

指標③ 
中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な

目標・状況を開示している企業数（東京証券取引所市場第一部） 

 3年度実績 

・中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ

測定可能な目標・状況の開示を求めるコーポレートガバナンス・コード

補充原則 2-4①のコンプライ率 66.8%（3年 12月時点） 

指標④ 買収防衛策の状況 

 3年度実績 
・国内機関投資家の買収防衛反対率 84.5%（3 年 6 月時点）（2 年度 86.2%

（2 年 6月時点）） 

指標⑤ 
スチュワードシップ・コードの受入れを表明した機関数及び個別の議決権行使結果

の公表を行う機関数（年金基金等を除く） 

 3年度実績 

・スチュワードシップ・コードの受入れを表明した機関数 323 機関（4年 3

月時点）（2年度 304 機関（3年 3月時点）） 

・個別の議決権行使結果の公表を行う機関数（年金基金等を除く） 129 機

関（4年 3月時点）（2年度 126 機関（3年 3月時点）） 
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評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 コーポレートガバナンス・コードの再改訂に関する広報

活動を行い、上場企業に対して、取締役会の機能発揮、企

業の中核人材の多様性の確保等の取組、内部監査部門と取

締役・監査役との適切な連携等を促しました。また、金融

審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3

年度）を設置し、取締役会等の活動状況、人的資本への投

資等に関する開示のあり方について検討をしました（測定

指標①）。 

資産運用会社等との間での対話を通じて、取組の状況を

検証することで、運用力強化に向けた業務運営態勢の確立

や運用パフォーマンスの「見える化」を図りました（測定

指標②）。 

拠点開設サポートオフィスで受け付けた相談に適切に対

応しました（測定指標③）。 

セミナー等イベントへの参加やウェブサイトの掲載情報

の拡充等を通じて、国際金融機能の確立に向けた施策の情

報発信を行いました（測定指標④）。 

市場機能強化に向けて、3年6月に公表された「市場制度

ワーキング・グループ」第二次報告を踏まえた法令・制度

の整備を推進しました（測定指標⑤）。 

 財務の健全性や業務の適切性等に関する監督上の着眼点

が示されている監督指針に基づき、清算・振替機関等に対

して必要な監督を行いました。また、清算機関、振替機関

等の金融市場インフラは関係者の意見を適切に考慮した運

営が求められるところ、その点の明確化等を図るための監

督指針の改正について4年4月にパブリックコメントを実施

することとしました（測定指標⑥）。 

 特定金融指標として指定したＴＯＲＦについて、金融商

品取引法に基づいて、3年10月に業務規程を認可しました。

ＴＩＢＯＲについては、金利指標の頑健性向上に向けた全

銀協ＴＩＢＯＲ運営機関による取組をフォローアップし、

議論に貢献しました。また、特定金融指標の欧州域内利用

に関しては、欧州委員会と、将来の安定的な利用を確保す

るための方策について協議を継続しました（測定指標⑦）。 

 以上のとおり、測定指標の目標が全て達成されているこ

とから、「Ａ」としました。 
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施策の分析 

【必要性】 市場の公正性・透明性、信頼性の高い魅力ある市場イン

フラの構築を確保しつつ、多様な資金調達手段等が提供さ

れるためには、成長資金供給の円滑化・市場機能強化に向

けた所要の制度整備を進めること、また、清算機関・振替

機関等に対して、財務基盤・システムの安定性確保、市場

利便性の向上を促進していくことが必要です。 

ＴＯＲＦについては、金融商品取引法上、特定金融指標

算出者は指定を受けた日から 6 か月以内に業務規程の認可

を受けることが必要であり、金融庁として業務規程の内容

を精査する等の対応が必要でした。 

【効率性】 「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナ

ンス・コードのフォローアップ会議」における議論等を通

じ、コーポレートガバナンス・コードを再改訂したことに

より、コーポレートガバナンス改革の実効性の向上に向け、

効率的・効果的に取組を進めることができました。 

 

【有効性】 成長資金の円滑化に向けた法令・制度の整備や上場企業

等の顧客情報に関するファイアーウォール規制の緩和等

は、多様な資金調達手段等の提供等を通じた我が国資本市

場の一層の機能発揮に資するため、施策としての有効性が

認められます。 

清算・振替機関等における財務基盤・システムの安定性

の確保に向けた態勢整備、及び市場の利便性を向上するた

めの取組は、市場の機能強化、インフラの構築、公正性・

透明性の確保に資するため、施策としての有効性が認めら

れます。 

ＴＩＢＯＲについては、金利指標の頑健性向上に向けた

全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関による取組をフォローアップ

し、議論への貢献を通じて、全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関の

着実な取組を効果的に促すことができました。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

コーポレートガバナンス改革の実効性向上に向けて、引

き続きこれまでのコーポレートガバナンス改革のフォロー

アップを行う必要があります。 

利用者目線に立った市場機能及び金融仲介機能の向上に

向けて、投資家保護にも留意しつつ、スタートアップや事

業の再構築等に資する成長資金供給のあり方について検討

を進めてまいります。また、経済成長の成果の家計への還

元を促し、家計の安定的な資産形成を実現していくため、

顧客が自らに適した金融商品購入・資産形成を行うための

環境整備を進めてまいります。そして、市場の国際競争力

を高めるため、デジタル・トークン等多様な金融商品が円

滑・安定的に取引されていくよう、市場インフラ機能の向

上について検討してまいります。 

上記の課題等を踏まえ、市場の機能強化、インフラの構
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【測定指標】 

築、公正性・透明性の確保のための制度・環境整備に向け

て、引き続き、測定指標①から⑦までに係る取組を進めて

いきます。  

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて 

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① コーポレートガバナンス改革の深化に向けた取組 

 

・コーポレートガバナンス改革の実効性を更に高めていくため、以下の取

組を行いました。 

- コーポレートガバナンス・コードの再改訂及び投資家と企業の対話ガ

イドラインの改訂に関する広報活動を行い、上場企業に対して、取締

役会の機能発揮、企業の中核人材の多様性の確保等の取組、内部監査

部門と取締役・監査役との適切な連携等を促しました。 

- また、コーポレートガバナンス改革のフォローアップの一環として、

上場企業 16社を対象としたインタビューを実施しました。 

・投資家の投資判断に必要な情報を適時に分かりやすく提供し、企業と投

資家の建設的な対話を促すため、金融審議会ディスクロージャーワーキ

ング・グループにおいて、取締役会等の活動状況、人的資本への投資、

人材の多様性の確保、監査に対する信頼性の確保等に関する開示のあり

方について、幅広く関係者の意見を聞きながら検討しました。 

・有価証券報告書の記述情報（「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」、 

「事業等のリスク」等）に関する開示のほか、投資家からのニーズが高

まっているサステナビリティに関する開示について、好事例の公表を行

いました（3年 12月）。加えて、開示情報の充実を図る観点から、企業等

に対してセミナーや解説動画の配信等を実施しました（3 年 4 月～4 年 3

月）。 

② 資産運用業の高度化 

 

・資産運用会社の運用力強化に向けた業務運営体制の構築が、顧客利益を

最優先した商品組成やファンドの品質管理の徹底に繋がっているか等の

観点で各社との対話を継続的に実施しました。 

・上記の対話等を通じて判明した課題や、資産運用業の現状の整理などに

ついて、「資産運用業高度化プログレスレポート 2021」として取りまとめ

ました。 

・同プログレスレポートにおいて、一物多価やクローゼット・トラッカー

の問題を含む国内公募投信の状況に加え、機関投資家向けの私募投信の

状況等を示し、運用パフォーマンスの「見える化」を進めました。 

・環境配慮をうたいながら実際は事実と異なるＥＳＧ関連投資信託に関し

て、調査・分析を行い、資産運用会社に対するモニタリングを実施しま

した。 

・更なる運用パフォーマンスの「見える化」に向けて、ラップを含む投資

一任や仕組債等の状況についても、資産運用会社等から情報収集を行い、

調査・分析を行いました。 
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③ 国際金融機能の確立 

 

・ 海外事業者や高度金融人材が、日本に参入し、業務を遂行しやすくする

ための税制措置(法人税、相続税、所得税)について、海外金融事業者向

けのウェビナー等の機会を利用し、積極的な周知・普及に努めました。 

・ 縦割りを打破した官民一体の金融創業支援ネットワーク構築を目的と

して、3年 6月にモデル事業を開始しました。 

・ 資産運用業従事者に対して、高度人材ポイント制における優遇措置追加

や雇用等可能な家事使用人の要件緩和などについて出入国在留管理庁

（入管庁）とともに検討し、入管庁において在留資格の利便性向上に係

る政令・告示改正を取りまとめ、公表しました（3年 7月）。 

・ 海外当局による許認可を受け、海外の顧客資産の運用実績がある投資運

用業者（海外の資金のみ運用）や、主として海外のプロ投資家を顧客と

するファンドの投資運用業者に対し、簡素な手続（届出）による参入手

続を創設しました（3年 11 月施行）。 

・ 新たに日本に参入する外国証券会社のうち一定の要件を満たす者につ

いて、英語での登録申請書等の提出を可能とするため、内閣府令の改

正・告示の制定を行いました（4年 3月施行）。 

・ 拠点開設サポートオフィスにおいて、海外資産運用業者等から、日本拠

点開設に係る法令相談等について、関係自治体等と連携・協力しつつ、

的確に対応し、新たに 6 社の英語での登録（変更登録含む。）が完了し

ました。 

・ 投資運用業等の登録を目指す国内外の事業者向けに、登録種別や登録審

査手続、登録要件の概要等を解説した「投資運用業等登録手続ガイドブ

ック」について、法令改正や英語での行政対応の拡大を踏まえた改訂を

行いました。 

・ 日本での拠点開設を検討する海外金融事業者等が参加するセミナーで

の講演や、各国の在外公館を通じたプロモーション活動に取り組んだほ

か、公式ＬｉｎｋｅｄＩｎページを開設し（4 年 1 月）、英語での情報

発信を開始するなど、発信力の強化に努めました。 

④ 市場の機能強化に向けた環境整備 

 

・3年4月～同年6月までに、金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」

を計4回開催し、成長資金の供給のあり方や顧客情報の共有に関する銀証

ファイアーウォール規制（情報授受規制）について議論を行い、同年6月、

成長資金供給の円滑化に向けた制度整備や上場企業等の顧客情報に関す

るファイアーウォール規制の緩和に関する報告書を公表しました。 

・上記の報告書を踏まえて以下の法令・制度の整備を実施しました。 

①スタートアップ企業への成長資金の供給の円滑化・多様化を図る観点

から、特定投資家制度の拡充に関する制度整備の検討等を行ったほか、

株式投資型クラウドファンディング及び少人数私募の人数通算期間の

見直しに関する政令・内閣府令等の改正を実施しました（4年1月施行）。 

②上場会社等の非公開情報等に関する銀証ファイアーウォール規制に関

する内閣府令等の改正についてパブリックコメントを実施しました（3

年12月）。 
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・3 年 10 月からは、家計の安定的な資産形成と持続的な経済成長を実現し

ていくため、「市場制度ワーキング・グループ」を計 5 回開催し、「経済

成長の成果の家計への還元促進」、「市場インフラの機能向上」、「成長・

事業再生資金の円滑な供給」について、4年 6月の報告書とりまとめに向

けて、検討を進めました。 

・東京証券取引所は、金融審議会市場ワーキング・グループ「市場構造専

門グループ報告書」（元年 12 月）を踏まえた市場区分の再編（4年 4月）

について、4年 1月には上場会社による新市場区分の選択結果を公表しま

した。 

・東京証券取引所は、2年 10 月のシステム障害を契機としてレジリエンス

向上の観点から立会時間延伸の検討を開始したところ、3 年 10 月には、

立会時間の30分延伸を前提として具体的な準備を進めていく旨を公表し

ました。 

・不動産投資市場の持続的な成長の実現に向けて、関係省庁・業界団体等

と連携して、ヘルスケア事業者向けのオンラインセミナーを共同開催し、

ヘルスケアリートの普及・啓発に取り組みました。 

⑤ 市場の安定性等確保に向けた監督の実施等 

 

・清算機関、振替機関等の金融市場インフラは関係者の意見を適切に考慮

した運営が求められるところ、その点の明確化等を図るための監督指針

の改正について 4 年 4 月にパブリックコメントを実施することとしまし

た。なお、清算機関である日本証券クリアリング機構は、関係者の意見

も考慮した上で 3年 10月に手数料の引下げを実施しました。 

・外国清算機関免許制度及び適用除外制度のもとで清算業務を行う清算機

関の母国当局が主催する危機管理グループ会合や監督カレッジ会合に参

加しました。 

・店頭デリバティブ取引情報に関する国際的な議論等を踏まえ、識別子の

導入等報告項目を拡充するため、内閣府令等の改正について 4 年 4 月に

パブリックコメントを実施することとしました。 

・レバレッジ・インバース型ＥＴＦ等については一般的なＥＴＦ等とは異

なるリスク特性があることを踏まえ、広告・説明義務の強化や信用取引

保証金率の引上げを内容とする内閣府令の改正を行いました（3年 11月

公布）。 

⑥ 金融指標の信頼性・透明性の維持・向上 

 

・特定金融指標として指定したＴＯＲＦについて、その業務規程が法令に

適合しているか否か、特定金融指標算出業務を遂行するための体制に照

らして業務規程に基づいて特定金融指標算出業務の適正な遂行を確保す

ることができるか否かを確認しました。いずれについても問題がないと

認め、金融商品取引法に基づいて、3年 10月に業務規程を認可しました。

ＴＩＢＯＲについては、金利指標の頑健性向上に向けた全銀協ＴＩＢＯ

Ｒ運営機関による取組をフォローアップし、議論に貢献しました。また、

特定金融指標の欧州域内利用に関しては、欧州ベンチマーク規制の第三

国ベンチマークに対する猶予期間の延長を踏まえ、欧州委員会と、将来

の安定的な利用を確保するための方策について協議を継続しました。 
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施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 104 107 177 187 

補正予算 ▲3 175 136 - 

繰 越 等 - ▲188   

合 計 101 95   

執行額（百万円） 55 75   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「東証上場会社における独立社外取締役の選任状況及び指名委員会

報酬委員会の設置状況」（東京証券取引所 3 年 8月 2日公表） 

・「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況（2021 年 12 月末

時点）」（東京証券取引所 4年 1月 26日公表） 

・「プラットフォーム参加株主の議案別賛否動向」（株式会社 ＩＣＪ 

3年 10月 14日公表） 

・「スチュワードシップ・コードの受入れを表明した機関投資家のリ

スト」（4年 3月 31日時点） 

【測定指標⑤】 

・金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」第二次報告（3 年 6

月 18日公表） 

・「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」及び「金融

商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（案）」

等に対するパブリックコメントの結果等について（4 年 1月 28 日公

表） 

・「金融商品取引業等に関する内閣府令及び金融サービス仲介業者等

に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」等の公表につ

いて（3年 12月 24 日公表） 

【測定指標⑦】 

・全銀協ＴＩＢＯＲの運営態勢の定期的な見直し結果について（一般

社団法人全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関 4年 3月 9日公表） 

・金融商品取引法第 156条の 87第 1項にもとづくＴＯＲＦ算出に関す

る業務規程に係る認可の取得について（株式会社ＱＵＩＣＫベンチ

マークス 3年 10月 26日公表） 
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担当部局名 

企画市場局 

市場課、企業開示課 

総合政策局 

総合政策課、リスク分析総括課 

監督局 

銀行第一課、証券課 

証券取引等監視委員会事務局 

証券検査課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（横断的施策－1） 

施策名 ＩＴ技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応 

 施策の概要 

ＩＴ技術の進展等に伴うデジタル・イノベーションの加速化が将来の

金融業等に与える影響やその対応について、引き続き国内外の有識者や

関係者の知見を取り入れつつ検討を進めるとともに、具体的な取組を進

める。 

達成すべき目標 

デジタル・イノベーションの進展等の環境変化の中で、金融システム

の安定、利用者保護を確保しながら、イノベーションを促進しやすい環

境を整備し、利用者利便の向上を図ること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

経済社会全体のデジタル化が加速する中、民間事業者においても、ブ

ロックチェーンや人工知能（ＡＩ）等の革新的技術やオープンＡＰＩを

活用した多様な金融商品・サービスの提供が進んでいるほか、新興国を

中心に、経済成長を促す観点からデジタル金融サービスによって金融包

摂を進める動きも見られる。また、各国中央銀行においては中央銀行デ

ジタル通貨（ＣＢＤＣ）に関する研究開発が活発化している。利用者保

護の確保を図りつつ、企業の生産性や利用者利便の向上を実現するた

め、金融分野におけるデジタル・イノベーションを一層推進していくこ

とが重要である。 

【根拠】 

・Ｇ20財務大臣・中央銀行総裁会議声明（令和元年 6月 9日） 

・Ｇ20大阪・サミット首脳宣言（元年 6月 28日） 

・「成長戦略フォローアップ」（3年 6月 18 日閣議決定） 

・2021 事務年度金融行政方針 ～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31 日） 

                 

測定指標 

指標① 

[主要]ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスク、ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験ハ

ブ、基幹系システム・フロントランナー・サポートハブで受け付け

た相談への対応状況 

【達成】 

 3年度目標 

ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクで受け付けた相談や、ＦｉｎＴｅｃｈ実証

実験ハブ及び基幹系システム・フロントランナー・サポートハブでの支援

を決定した案件について、内容・ニーズに応じて的確に対応 

 3年度実績 

・ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスク等において、事業者の相談にオンライン

面談を通じて対応するなど、規制・技術上の課題等を適切に把握して支

援しました。 

・金融機関におけるＩＴシステムの効率化・高度化を推進するため、基幹

系システム・フロントランナー・サポートハブを金融機関システム・フ

ロントランナー・サポートデスクとして刷新し、基幹系システムに限ら
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ず情報系システムや外部システムとのＡＰＩ連携等も含む先進的な取組

に関して相談を受け付けるなどの拡充を行い、金融機関等の相談に対応

しました。 

指標② 
ＦｉｎＴｅｃｈ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂによる情報収集の

実施状況 
【達成】 

 3年度目標 
最新のサービスや技術の動向を把握していくほか、金融分野におけるデー

タの利活用や課題について情報収集 

 3年度実績 

・面談やミートアップ等を通じて、金融機関、スタートアップを含むテク

ノロジー企業等から、最新のサービスや技術動向等について情報を収集

しました。 

指標③ 金融サービスの提供に関する法律の施行及び施行後に向けた取組 【達成】 

 3年度目標 
金融サービス仲介業者の登録、自主規制機関の認定及び金融サービス仲介

業者への適切なモニタリング 

 3年度実績 

・金融サービス仲介業について、その健全な発展及び利用者保護の観点か

ら、自主規制機関の認定や事業者の登録審査等の施行を進めました。 

・金融サービス仲介業者の登録後は、自主規制機関とも連携し、当該業者

に対するモニタリングを適切に実施しました。 

指標④ 金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習の参加機関数 【達成】 

 3年度目標 120 社 

 3年度実績 

・3 年 10 月に、金融業界全体のサイバーセキュリティの底上げをはかるこ

とを目的として、6 回目の金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習

（ＤｅｌｔａＷａｌｌⅣ）を実施し、金融機関 150 社が参加しました。 

指標⑤ 情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供の実施状況 【達成】 

 3年度目標 金融機関の情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供を実施 

 3年度実績 

・内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳＣ）と連携し、金融機関に

おける情報セキュリティ対策向上のため、インシデント情報や脆弱性情

報等の提供を行いました。また、ＮＩＳＣから発信されたものに限らず、

金融庁から発信すべき情報について積極的に発信しました。 

指標⑥ 決済システムの高度化・効率化の検討状況 【達成】 

 3年度目標 具体的な検討推進 

 3年度実績 

・資金移動業者への全銀システムの参加資格拡大について、決済の安全性

確保の観点から、全銀システムに新たに接続する事業者に対するモニタ

リングのあり方についての検討など、必要な対応を行うとともに、多頻

度小口決済の利便性向上に向けた検討を促しました。 

・電子インボイスの普及とあわせて、受発注から決済に至る企業間取引の

電子化・データ連携に向け取り組む中で、金融ＥＤＩ（Ｅｌｅｃｔｒｏ

ｎｉｃ Ｄａｔａ Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ）の利活用促進に向けた検討

を行いました。 

指標⑦ クロスボーダー送金の高度化への取組 【達成】 
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 3年度目標 クロスボーダー送金の改善に向けたロードマップのＧ20 への進捗報告 

 3年度実績 

・金融安定理事会（ＦＳＢ）の「『グローバル・ステーブルコイン』の規制・ 

監督・監視－金融安定理事会のハイレベルな勧告の実施に係る進捗報告

書」（3 年 10 月Ｇ20 に提出）の作成に積極的に貢献するとともに、クロ

スボーダー送金の改善に向けたロードマップに沿って、Ｂｕｉｌｄｉｎ

ｇ Ｂｌｏｃｋ16（プロキシレジストリを伴う固有識別子の策定）のワー

クストリームの作業において、主導的な役割を果たしました。 

指標⑧ 
金融業界における書面・押印・対面を前提とした業界慣行の見直し

状況 
【達成】 

 3年度目標 アンケート調査等のフォローアップの実施 

 3年度実績 

・3 年 9 月から 10 月にかけて実施した金融業界における手続きの電子化の

進捗状況に関するアンケート結果を踏まえ、「金融業界における書面・押

印・対面手続の見直しに向けた検討会」を開催し、業態別の電子化の状

況や好事例・課題等の共有を通じたフォローアップを行いました。 

指標⑨ 
金融行政への活用を前提とした、アカデミアとの連携強化によるデ

ータ分析等を用いた学術的成果を得るための取組 
【達成】 

 3年度目標 具体的な取組の推進 

 3年度実績 

・金融行政上の重要な諸課題について、データ等を活用しつつ分析・研究

を行うことを通じて、学術研究の発展に貢献するとともに、金融行政の

高度化につなげました。 

指標⑩ 送金手段や証券商品等のデジタル化への対応のあり方等の検討 【達成】 

 3年度目標 検討の推進 

 3年度実績 

・「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」（3年 7月設

置）において、いわゆるステーブルコインについては速やかな制度的対

応が必要とされたことを踏まえ、「資金決済ワーキング・グループ」（3

年 9 月設置）において、電子的支払手段に関する規律のあり方等につい

て議論を行いました。 

・安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るため、いわゆるステーブ

ルコインへの対応として、電子決済手段等取引業の創設、銀行等の委託

を受けて為替取引に関して取引のモニタリング等を共同で行う者の業務

運営の質を確保するための対応として、為替取引分析業の創設、高額電

子移転可能型前払式支払手段の発行者について、本人確認義務等を課す

ための規定の整備、等の措置を講ずる必要があることから、「安定的かつ

効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一

部を改正する法律案」を国会に提出しました（4年 3月）。 

参考指標 

指標① ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクの受付状況 
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 3年度実績 

・3 年度においては 316件の相談を受け付け、平均回答日数 5営業日以内を

維持するなど、引き続き、新規事業実施の支援に精力的に取り組みまし

た。 

指標② ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験ハブの支援実施状況 

 3年度実績 

・3 年度においては、前年度から継続する 4件について、的確に支援を行い

ました。また、そのうち 2 件について実証実験結果を公表しました。ま

た、複数の新たな実証実験に関する相談に対応しました。 

指標③ 基幹系システム・フロントランナー・サポートハブの支援実施状況 

 3年度実績 

・基幹系システム・フロントランナー・サポートハブでは、3年度において

は新たに 3 件の支援を決定し、前年度から継続する 1 件を含め、的確に

支援を行いました。また、1 件について 3 年 11月に最終報告書を公表し

ました。 

・また、3 年 11 月に、同制度を金融機関システム・フロントランナー・サ

ポートデスクとして刷新し、基幹系システムに限らず情報系システムや

外部システムとのＡＰＩ連携等も含む先進的な取組に関して相談を受け

付けるなどの拡充を行い、金融機関等の相談に対応しました。 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスク、ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験

ハブ及び金融機関システム・フロントランナー・サポートデ

スク （旧：基幹系システム・フロントランナー・サポートハ

ブ）で受け付けた相談について、内容・ニーズに応じて的確

に対応しました（測定指標①）。 

ＦｉｎＴｅｃｈ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂにおいて、

最新のサービスや技術の動向を把握していくほか、金融分野

におけるデータの利活用や課題について情報収集しました

（測定指標②）。 

金融サービスの提供に関する法律の施行及び施行後に向け

た取組として、金融サービス仲介業者の登録、自主規制機関

の認定及び金融サービス仲介業者への適切なモニタリングを

行いました（測定指標➂）。 

金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習の実施など、

金融機関における情報セキュリティ対策向上のための取組を

行いました（測定指標④、⑤）。 

決済システムの高度化・効率化については具体的な検討を

推進しました（測定指標⑥）。 

クロスボーダー送金の改善に係るＧ20向け報告書を作成す

るなかで、国際的な議論に積極的に参画・貢献しました（測

定指標⑦）。 
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金融業界における書面・押印・対面手続を前提とした業界

慣行の見直しについて、アンケート調査等のフォローアップ

を実施しました（測定指標⑧）。 

アカデミアとの連携強化によるデータ分析等を用いた学術

的成果を得るための取組についても、金融行政上の重要な諸

課題について、専門研究員等がデータ等を活用しつつ分析・

研究を行うことを通じて、学術研究の発展に貢献するととも

に、金融行政の高度化につなげました（測定指標⑨）。 

「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究

会」において、デジタル化等への対応のあり方等について検

討を進めました（測定指標⑩）。 

以上の通り、3 年度に設定した全ての測定指標で目標を達

成することができたことから、「Ａ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 デジタライゼーションの進展等の環境変化の中で、金融シ

ステムの安定及び利用者保護を確保しつつ、イノベーション

を促進する環境整備を図り、利用者利便や生産性の向上に繋

がる金融サービスを創出するためには、所要の対応について

取組を進める必要があります。 

【効率性】 金融を取り巻く環境の変化に伴う所要の対応について、施

策横断的に現状・課題の分析を行うことにより、効率的に取

組を進めることができたと考えています。 

【有効性】 デジタライゼーションの進展等が加速する中で、利用者保

護を確保しつつ、所要の対応について検討・実施していくこ

とは、利用者が多様なニーズに合致した利便性の高い金融サ

ービスを享受できる事業環境の整備に有効であると考えてい

ます。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

【測定指標】 

イノベーションと利用者保護のバランスを確保しつつ、デ

ジタライゼーションの進展等に伴う金融を取り巻く環境の変

化に適切に対応していく必要があり、そのための所要の対応

について取組を進めていく必要があります。 

上記の課題等を踏まえ、デジタライゼーションの進展等の

環境変化に適切に対応していく観点から、引き続き取組を進

めていきます。 

全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて指

標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① デジタライゼーションの加速的な進展への対応 

 

・ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクにおいて、フィンテックに関する民間事

業者の相談等に一元的に対応しました。また、ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験

ハブにおいて、フィンテック企業や金融機関等が前例のない実証実験を

行おうとする際に抱きがちな躊躇・懸念を払拭するため、実証実験ごと
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に、庁内に担当チームを組成し、必要に応じて関係省庁や業界団体とも

連携しながら、継続的な支援を行いました。また、フィンテックに係る

ビジネス・技術動向を把握しつつ、金融機関を含む事業者がより利用者

目線に立った新たな金融サービスを創出するよう支援に注力するため、

フィンテック企業集積拠点に職員を派遣することなどを通じ、金融機関、

スタートアップを含むテクノロジー企業等から情報を収集するほか、ミ

ートアップ等により、フィンテック・ステークホルダーとの意見交換を

行いました。 

・金融機関におけるＩＴシステムの効率化・高度化を推進するため、基幹

系システム・フロントランナー・サポートハブを活用し、基幹系システ

ムに係る先進的な取組を後押ししました。また、3 年 11 月に、同制度を

金融機関システム・フロントランナー・サポートデスクとして刷新し、

基幹系システムに限らず情報系システムや外部システムとのＡＰＩ連携

等も含む先進的な取組に関して相談を受け付けるなどの拡充を行いまし

た。 

・国際カンファレンスの開催等を通じて、日本におけるフィンテックの発

展と成長を世界に発信するとともに、日本をハブにしたグローバルで多

様なフィンテック・ステークホルダー・エコシステムの構築と新たな形

での連携・協力を行いました。 

・分散型金融システムの健全な発展に向けて、ＢＧＩＮ（Ｂｌｏｃｋｃｈ

ａｉｎ Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ Ｎｅｔｗｏｒ

ｋ）の活動への積極的な貢献やブロックチェーン国際共同研究プロジェ

クト等の取組を行いました。 

・一つの登録で銀行・証券・保険全ての分野における金融サービスの仲介

ができることにより、利用者利便の向上が期待される金融サービス仲介

業について、その健全な発展及び利用者保護の観点から、自主規制機関

の認定や事業者の登録審査等を実施しました。また、金融サービス仲介

業者の登録後は、金融サービス仲介業の健全な発展及び顧客保護の観点

から、自主規制機関とも連携し、当該業者に対するモニタリングを適切

に実施しました。 

・大手金融機関に対しては、例えば、グループ・グローバルベースでのサ

イバーセキュリティに関するリスク管理の高度化やサイバーレジリエン

スの強化（脅威ベースのペネトレーションテストの実効性向上を含む）

を促しました。 

・地域金融機関に対しては、サイバーセキュリティの実効性を検証するリ

スクプロファイル等に基づき、リスクの高い先に対して検査を実施しま

した。また、地域金融機関がサイバーセキュリティ管理態勢をより精緻

に評価するための自己評価項目の検討を進めました。 

・サイバー攻撃の脅威動向等について関係機関（ＮＩＳＣ、警察庁、公安

調査庁、金融ＩＳＡＣ等）と連携し、金融機関等に対して適切に注意喚

起を行った。 

・サイバーセキュリティ管理態勢について改善の余地がある業態（特に中

小・地域金融機関や資金移動業者）に対してＤｅｌｔａ Ｗａｌｌへの
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参加を促しました。また、金融機関のインシデント対応能力の一層の強

化に向けて、演習後の速やかな振り返りや、課題について深度ある分析

を行いました。 

・システム障害が発生した場合においては、原因や改善策について、モニ

タリングを実施するとともに、重大な顧客被害や、金融機関等のシステ

ムリスク管理態勢に問題がみられる場合は、検査を含め、重点的に検証

するなど、金融機関等へシステムリスク管理態勢の強化を促しました。 

・金融機関等のシステム障害の傾向、原因及び認められた課題や事例等を

金融機関等に共有し、金融機関等の自律的な改善を促すことに焦点をあ

てたモニタリングを進め、システムリスク管理態勢の強化を促しました。 

・ＩＴ・デジタル技術を活用し、新たな形で顧客課題の解決を図る先進的 

なサービスの提供により、顧客獲得につなげていくＩＴガバナンスの発

揮について、経営効率の観点を含めた上で、デジタル・トランスフォー

メーション（ＤＸ）への取組といった着眼点から金融機関を含む事業者

と深度ある対話を行いました。 

・ＤＸへ取り組む金融機関の課題について、コンサルタント等の有識者と 

意見交換を実施するとともに、事業者に対するアンケートや対話を実施し

ました。 

・デジタライゼーション等による金融業の変化にあわせ、新たな金融サー 

ビスを提供する事業者（デジタルバンク）に対して、適切な審査を行いま 

した。 

・次世代システム等への移行や、戦略的合併を検討している難度の高いシ 

ステム開発プロジェクトについて、スイッチングコストの観点も含め、プ

ロジェクトの企画段階等からきめ細やかに金融機関と対話することで、金

融機関の自律的な改善を促すとともに、システムの本番稼働後も、安定稼

働に資する運用・保守ができているか等に関してモニタリングを実施しま

した。 

・クラウドサービスやマイクロサービスといった新技術を利用した基幹系 

システムの構築など、先進的取組を行う金融機関に対しては、基幹系シス

テム・フロントランナー・サポートハブを通じて、その早い段階からＩＴ

ガバナンスやＩＴに関するリスク管理等の観点について議論していくこ

と等により取組を後押しするとともに、次世代システムへの転換を目指す

取組について有益な情報を収集しました。 

・モニタリングの品質向上及び金融機関の負担軽減に向けて、システム更

改の検証等に関して、日本銀行とリスク認識を共有し、共同ヒアリングを

実施しました。 

・金融業界における非対面の金融サービス普及を一層後押しする一環とし

て、パブリックコメントに寄せられた質問や金融庁に寄せられた相談事

例等を整理し、3年 5月に「犯罪収益移転防止法におけるオンラインで完

結可能な本人確認方法に関する金融機関向けＱ＆Ａ」を公表しました。 

・資金移動業者への全銀システムの参加資格拡大について、決済の安全性

確保の観点から、全銀システムに新たに接続する事業者に対するモニタ

リングのあり方についての検討など、必要な対応を行うとともに、多頻
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度小口決済の利便性向上に向けた検討を促しました。 

・電子インボイスの普及とあわせて、受発注から決済に至る企業間取引の

電子化・データ連携に向け取り組む中で、金融ＥＤＩ（Ｅｌｅｃｔｒｏ

ｎｉｃ Ｄａｔａ Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ）の利活用促進に向けた検討

を行いました。 

・手形・小切手機能の全面電子化に向けて 3 年 7 月に金融界が公表した自

主行動計画の着実な進展を後押ししました。 

・「金融業界における書面・押印・対面手続の見直しに向けた検討会」の業

態別の電子化の状況等のフォローアップでは、法人インターネットバン

キングの利用促進に向けた参考事例の共有も行いました。 

・法人インターネットバンキングについて、利便性向上及び利用促進を図

る観点から金融機関向けの実態調査を実施しました。 

・金融安定理事会（ＦＳＢ）の「『グローバル・ステーブルコイン』の規制・

監督・監視－金融安定理事会のハイレベルな勧告の実施に係る進捗報告

書」（3 年 10 月Ｇ20 に提出）の作成に積極的に貢献するとともに、クロ

スボーダー送金の改善に向けたロードマップに沿って、Ｂｕｉｌｄｉｎ

ｇ Ｂｌｏｃｋ 16（プロキシレジストリを伴う固有識別子の策定）のワ

ークストリームの作業において、主導的な役割を果たしました。 

・ＣＢＤＣ（中央銀行デジタル通貨）について、制度設計や日本銀行にお

いて実施した基本機能に関する概念実証について、財務省と連携しつつ、

検討に貢献しました。また、Ｇ7における「リテール中央銀行デジタル通

貨（ＣＢＤＣ）に関する公共政策上の原則」策定（3 年 10 月公表）に貢

献しました。 

・安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るため、いわゆるステーブ

ルコインへの対応として、電子決済手段等取引業の創設、銀行等の委託

を受けて為替取引に関して取引のモニタリング等を共同で行う者の業務

運営の質を確保するための対応として、為替取引分析業の創設、高額電

子移転可能型前払式支払手段の発行者について、本人確認義務等を課す

ための規定の整備、等の措置を講ずる必要があることから、「安定的かつ

効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一

部を改正する法律案」を国会に提出しました（4年 3月）。 

・預貯金口座へのマイナンバー付番及び公的給付支給等口座の登録に係る

準備が円滑に進むよう、関係省庁や預金保険機構、業界団体等と連携し

て対応を行いました。 

・金融機関の従業員のマイナンバーカードの積極的な取得と利活用の促進

に向け、引き続き業界団体等にカード取得に向けた取組を促し、フォロ

ーアップを行ったほか、デジタル庁との連携・協働の下、業界団体と協

働して公的個人認証の活用に向けたイベントを開催しました。 

② 金融技術の発展を受けた対応 

 

・金融行政上の重要な諸課題について、データ等を活用しつつ分析・研究

を行うことを通じて、学術研究の発展に貢献するとともに、金融行政の

高度化につなげました。 
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施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 155 180 180 165 

補正予算 - ▲3 - - 

繰 越 等 ▲44 105   

合 計 111 282   

執行額（百万円） 169 207   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標⑦】 

・「令和 2 事務年度金融行政方針～コロナと戦い、コロナ後の新しい

社会を築く～」（2年 8月 31日公表） 

・金融安定理事会（ＦＳＢ） 

（https://www.fsb.org/） 

【測定指標⑧】 

・「金融業界における書面・押印・対面手続の見直しに向けた検討会」

について 

（https://www.fsa.go.jp/singi/shomen_oin/index.html） 

【測定指標⑨】 

・金融研究センターウェブサイト「研究官等の紹介」 

（https://www.fsa.go.jp/frtc/kenkyu/person.html） 

・金融研究センターウェブサイト「ディスカッションペーパー」 

（https://www.fsa.go.jp/frtc/seika/seika.html） 

【測定指標⑩】 

・「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」中間

論点整理（3年 11 月 17日公表） 

・金融審議会「資金決済ワーキング・グループ」報告書（4 年 1 月 11

日公表） 

・「安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に

関する法律等の一部を改正する法律案」（4 年 3月 4日閣議決定） 

                  

担当部局名 

総合政策局 

フィンテック室、総合政策課、研究開発室、リスク分析総括課、国

際室 

企画市場局 

信用制度参事官室、調査室 

監督局 

総務課、銀行第一課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

https://www.fsb.org/
//singi/shomen_oin/index.html
//frtc/kenkyu/person.html
//frtc/seika/seika.html
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（横断的施策－2） 

施策名 業務継続体制の確立と災害への対応 

 施策の概要 

大規模災害等発生時の金融システム全体における業務継続体制の確

立のため、金融庁の業務継続計画の見直しや関係機関と連携した実践的

な訓練の実施により、自らの業務継続体制の強化を図るとともに、金融

機関等に対しても業務継続計画の検証等により、業務継続体制の実効性

の向上を促していく。 

また、近年における大規模な震災や豪雨等の自然災害及びコロナへの

対応として、金融機関に対して、生活や事業の再建の支援など、金融面

での対応を促していく。 

達成すべき目標 

大規模災害等発生時の金融システム全体（金融庁及び金融機関等）に

おける業務継続体制の確立を図ること 

近年における大規模な震災や豪雨等の自然災害及びコロナによる影

響を受けた事業者等の生活や事業の再建に資すること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

「首都直下地震緊急対策推進基本計画」等において、行政機能の中核

を担う中央省庁には業務継続計画の策定等を通じて業務継続性の確保

を図ることが求められていることを踏まえ、金融庁として、業務継続性

の確保に係る取組を進める。また、大規模災害発生時において、金融サ

ービス等の機能停止により、商取引に甚大な影響が発生する事態が生じ

ないよう、金融機関等における業務継続体制の実効性の向上を促す。 

東日本大震災への対応については、復旧から本格復興・再生の段階に

入り、復興を加速するとともに、被災地の経済全体の再生が課題となっ

ている。金融庁としては、各種施策の活用状況及び金融面での支援状況

等を確認していくとともに、金融機関による被災地の多様なニーズへの

最適な解決策の提案・実行支援を促す。 

また、近年における大規模な震災や豪雨等の自然災害への対応につい

ても、被災地の速やかな復旧・復興を進めていく観点から、「自然災害

による被災者の債務整理に関するガイドライン（以下「自然災害被災者

債務整理ガイドライン」という。）」等の活用を促進するとともに、金融

機関が被災地における取引先企業のニーズへのきめ細かな対応を行う

よう促す。なお、令和 3 年 4 月 1 日からは、「個人債務者の私的整理に

関するガイドライン」を自然災害被災者債務整理ガイドラインに統合

し、同ガイドラインにおいて引き続き支援を実施していく。 

コロナへの対応については、自然災害被災者債務整理ガイドラインを

新型コロナウイルス感染症に適用する場合の特則（以下「コロナ特則」

という。）の周知広報を行い、コロナの影響により既往債務の弁済が困
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難となった個人・個人事業主の生活や事業の再建のための債務整理支援

を実施していく。 

【根拠】 

・主要行等向けの総合的な監督指針 

・東日本大震災からの復興の基本方針（平成 23年 7月 29日） 

・新型インフルエンザ等対策政府行動計画（25年 6月 7日閣議決定） 

・政府業務継続計画（首都直下地震対策）（26年 3 月 28日閣議決定） 

・新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン（26 年 3

月 31日） 

・首都直下地震緊急対策推進基本計画（27年 3月 31日閣議決定） 

・平成 30年 7月豪雨 生活・生業再建支援パッケージ（30年 8月 2日） 

・国土強靱化基本計画（30 年 12月 14日閣議決定） 

・被災者の生活と生業の再建に向けた対策パッケージ（元年 11月 7日、

2 年 7月 30 日） 

・国土強靱化年次計画 2021（3年 6月 17日国土強靱化推進本部決定） 

・令和 3 年 7 月 1 日からの大雨に係る支援策とりまとめ（3 年 7 月 30

日） 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～（3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]災害等発生時における金融行政の継続確保のための取組 【達成】 

 3年度目標 
「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」などを踏まえ金融庁業務継続計

画等の実効性を検証し、必要に応じて見直しを実施 

 3年度実績 ・金融庁業務継続計画等について、その実効性を検証しました。 

指標② [主要]災害等発生時に備えた訓練 【達成】 

 3年度目標 金融行政の継続確保の観点から、関係機関と連携して実践的な訓練を実施 

 3年度実績 

・政府防災訓練への参加のほか、金融庁の業務継続計画等の実効性を検証

するため、職員の安否確認訓練、徒歩参集訓練及び金融庁災害対策本部

の設置・運営訓練を関係機関と連携して実施しました。 

指標③ [主要]業界横断の業務継続訓練の実施 【達成】 

 3年度目標 訓練の実施 

 3年度実績 

・2 年度に引き続き、3年 9 月 1日に、全国銀行協会、銀行等と合同で業務

継続体制に係る訓練を実施しました。なお、3年度の訓練においても、引

き続き、オンライン会議システム等を用いたリモートでの対策本部の設

置・参集訓練や通信手段制約下での金融庁・日本銀行等への被害状況報

告の実地訓練を実施しました。 

指標④ 金融機能強化法（震災特例）に基づき資本参加を実施した金融機関 【達成】 
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に対する適切なフォローアップの実施 

 3年度目標 
金融機能強化法（震災特例）について、適切なフォローアップを実施し、

計画の履行状況を半期ごとに公表 

 3年度実績 

・金融機能強化法（震災特例）に基づく資本参加金融機関における経営強

化計画の履行状況について、適切にフォローアップを実施し、半期毎に

その内容を公表しました。 

指標⑤ 
自然災害被災者債務整理ガイドライン（コロナ特則含む）の運用支

援 
【達成】 

 3年度目標 自然災害被災者債務整理ガイドラインの運用支援・周知広報 

 3年度実績 

・金融機関に対し、自然災害被災者債務整理ガイドラインの活用を促しま

した。 

・自然災害被災者債務整理ガイドラインの活用促進に関し、政府広報オン

ラインによる周知や、3年 7月以降の大雨に係る災害や 4年福島県沖を震

源とする地震などの自然災害の被災者に活用されるよう、自治体へのリ

ーフレット配布による周知広報を実施しました。 

指標⑥ 
被災者からの相談を受け付ける相談ダイヤルを活用した各種災害時

における被災者からの相談等の受付 
【達成】 

 3年度目標 
各種災害が発生した際に、被害状況等を踏まえ、必要に応じて相談ダイヤ

ルを設置 

 3年度実績 
・3年度は、被害状況等に鑑み専用の相談ダイヤルを設置していないものの、 

被災者を含めた金融サービス利用者からの相談を随時受け付けました。 

                 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 金融庁の業務継続計画等について、その実効性を検証（測

定指標①）したほか、政府防災訓練に参加するとともに、

同計画等の実効性を検証するため、職員の安否確認訓練や

関係機関との合同訓練等を実施しました（測定指標②、③）。 

また、東日本大震災、3年 7月以降の大雨に係る災害や 4

年福島県沖を震源とする地震などの自然災害への対応とし

て、自然災害被災者債務整理ガイドライン（コロナ特則含

む）の運用支援・周知広報を実施しました（測定指標⑤）。

さらに、被災者等を含めた金融サービス利用者からの金融

機関との取引に関する相談等を随時受け付ける（測定指標

⑥）など、全ての測定指標で目標を達成することができま

した。 

加えて、コロナの影響拡大を踏まえ、引き続き、金融庁

における業務継続体制の整備・運用や、金融機関による事

業者等支援の促進を積極的に実施したことから、「Ａ」とし

ました。 
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施策の分析 

【必要性】 金融庁の業務継体制の充実・強化を図るとともに、金融

機関等における業務継続体制の実効性の向上を促すために

は、業務継続計画等の継続的な検証や関係機関と連携した

訓練の実施等が必要であると考えています。 

【効率性】 業務継続計画等の実効性の検証や関係機関と連携した訓

練の実施等により、金融庁の業務継続体制の充実・強化や、

金融機関等における業務継続体制の実効性の向上等を効率

的に進めることができたと考えています。 

【有効性】 業務継続計画等の検証や訓練の実施等は、金融庁の業務

継続体制の充実・強化を図るとともに、金融機関等におけ

る業務継続体制の実効性の向上を促す一定の効果があった

と考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

 

【測定指標】 

3年 7月以降の大雨に係る災害や 4年福島県沖を震源とす

る地震などの自然災害、コロナへの対応等を踏まえつつ、

金融庁の業務継続体制の充実・強化を図るため、業務継続

計画等を検証し、必要に応じて見直すとともに、関係機関

と連携した訓練等の実施により、更なる実効性の向上に取

り組む必要があるほか、金融機関等における業務継続体制

の実効性の向上を引き続き促していく必要があります。 

業務継続計画等を検証し、必要に応じて見直すとともに、

政府防災訓練等への参加、庁内訓練や関係機関と連携した

訓練等についても引き続き実施するほか、金融機関等にお

ける業務継続体制の実効性の向上を引き続き促していきま

す。また、東日本大震災、3年 7月以降の大雨に係る災害や

4 年福島県沖を震源とする地震などの自然災害、コロナへの

対応として、被災者の生活・事業の再建を引き続き支援し

ていきます。 

 全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 災害等発生時における金融行政の継続性確保 

 

・金融庁の業務継続計画等について、その実効性を検証しました。こうし

た取組によって、金融庁の業務継続体制の実効性が確保されているもの

と考えています。 

・コロナの影響拡大を踏まえ、金融庁業務継続計画に基づき、以下のとお

り、職員の感染予防策を含む業務継続体制の整備・運用を実施しました。 

- 時差出勤の活用促進やテレワーク環境の拡充等による出勤の抑制を

実施しました。 

- 3つの「密」の回避、懇親会等の自粛等を改めて職員に周知しました。 

- 感染の疑いがある場合の報告体制について、これまでの運用実績を踏

まえて、見直しを実施しました。 

② 金融機関等の業務継続体制の実効性の向上 
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・全預金取扱金融機関の業務継続体制の整備状況等について確認を行い、

取組が遅れている金融機関に対して、体制整備を促しました。こうした

モニタリングによって、預金取扱金融機関の業務継続体制の実効性の向

上に寄与したものと考えています。 

・新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を踏まえ、金融機関等に対して、

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣言を踏まえた

金融システム・金融資本市場の機能維持について（麻生金融担当大臣談

話）」を発出しました。 

③ 災害への対応 

 

[東日本大震災やそのほかの大規模震災や豪雨等の自然災害] 

・金融機能強化法（震災特例）に基づき資本参加を行った金融機関の経営

強化計画等の履行状況について、それぞれの営業地域において金融仲介

機能が適切に発揮されているかフォローアップを行い、その内容を公表

しました。 

・被災地域における金融機関に対し、財務局と日本銀行との連名による「金

融上の措置要請」を発出し、被災者の声やニーズを十分に把握の上、被

災者の立場に立ったきめ細かな支援対応を行うよう促しました。 

・住宅ローン等の債務を抱えた被災者の支援のため、被災した自治体に自

然災害被災者債務整理ガイドラインのリーフレットを配布して周知広報

を行うとともに、本ガイドラインに基づく債務整理を行う場合における

弁護士等の登録支援専門家による手続支援に要する経費等の補助を行い

ました。 

［コロナへの対応］ 

・コロナの影響により既往債務の弁済が困難になった個人・個人事業主を

対象としたコロナ特則について、政府広報オンラインによる周知広報を

行うとともに、金融機関に対して、当該特則の趣旨を踏まえた個人・個

人事業主への丁寧な相談対応などを通じた事業や生活や暮らしの支援に

努めるよう促しました。 

 [新たな自然災害への対応] 

・ 3年 7月以降の大雨に係る災害や 4年福島県沖を震源とする地震などの

自然災害への対応について、関係金融機関等に対し「金融上の措置」に

関する要請を行うなど、的確な措置を迅速に講じました。 

・ＣＳＦ及び高病原性鳥インフルエンザの患畜等が確認された県内の関係 

金融機関等に対して、農家をはじめとする取引先の経営相談に丁寧かつ

親身に応じることや、貸付条件の変更等の適切な融資対応に努めること

などについて要請文を発出しました。 

・こうした取組によって、東日本大震災やそのほかの大規模震災や豪雨等

の自然災害による被災者の生活・事業の再建及びコロナの影響を受けた

事業者の資金繰り支援等に寄与したものと考えています。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 46 30 36 110 

補正予算 - - 89 - 
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繰 越 等 47 23   

合 計 93 54   

執行額（百万円） 48 54   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

・金融庁業務継続計画（30年 9月 5日） 

・全国銀行協会（ニュース＆トピックス） 

                  

担当部局名 

総合政策局 

総務課、秘書課、管理室、金融サービス利用者相談室 

企画市場局 

市場課、企業開示課 

監督局 

監督調査室、銀行第一課、銀行第二課、協同組織金融室、地域金融

企画室、証券課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（横断的施策－3） 

施策名 その他の横断的施策 

 施策の概要 

基本政策（政策Ⅰ～Ⅲ）に横断的に関係する施策のうち、「横断的施

策－1（ＩＴ技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応）」及び「横

断的な施策－2（業務継続体制の確立と災害への対応）」以外の施策の実

施。 

達成すべき目標 

基本政策に横断的に関係する施策（「横断的施策－1」及び「横断的施

策－2」に該当するものを除く）の実施により、金融行政の目標の実現

（企業・経済の持続的成長と安定的な資産形成等による国民の厚生の増

大、以下同じ）を図ること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

金融行政の目標を実現するため、国際的に協調した対応・国際的な議

論への貢献や国際的なネットワークの強化、サステナブルファイナンス

の推進、規制・制度改革等の推進、事前確認制度の適切な運用、金融行

政におけるＩＴの活用、許認可等の審査プロセスの効率化・迅速化・透

明化の推進、経済安全保障上の対応等といった横断的な施策を実施する

必要がある。 

【根拠】 

・マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際基準

（ＦＡＴＦ勧告）（平成 24年 2月策定）  

・未来投資戦略 2018（30 年 6月 15日閣議決定） 

・世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令

和 2年 7月 17日閣議決定） 

・総合的なＴＰＰ等関連政策大綱（2年 12 月 8日ＴＰＰ等総合対策 

本部決定） 

・経済財政運営と改革の基本方針 2021 日本の未来を拓く 4 つの原動

力～グリーン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策～」（骨太

方針 2021）（3年 6月 18日閣議決定） 

・成長戦略フォローアップ（3年 6月 18日閣議決定） 

・第 4次対日相互審査報告書（3年 8月 30 日） 

                 

測定指標 

指標① ［主要］国際的に協調した対応・国際的な議論への貢献 【達成】 

 3年度目標 

コロナ対応における国際的な協調、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対

策の強化、サイバーセキュリティの確保とオペレーショナル・レジリエン

ス 

 3年度実績 

・主要な国際会議の議長等を務めることで、金融分野における国際的な議

論を主導しました（金融安定理事会規制監督上の協調に係る常設委員会

（ＦＳＢ ＳＲＣ）議長（～3年 9月）、バーゼル銀行監督委員会監督協力
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部会（ＢＣＢＳ ＳＣＧ）共同議長（3年 1月～）、証券監督者国際機構ア

ジア・太平洋地域委員会（ＩＯＳＣＯ ＡＰＲＣ）議長（28年 5月～）及

び多国間情報交換枠組みモニタリンググループ議長（30年 5月～）、保険

監督者国際機構（ＩＡＩＳ）執行委員会共同副議長（24年 10 月～）、規

制監視委員会評価基準委員会（ＲＯＣ ＣＥＳ）議長（4年 1月～）、金融

活動作業部会（ＦＡＴＦ）コンタクト・グループ共同議長（元年 8月～）

等）。 

・コロナの世界的大流行に伴う金融の安定性に関する影響分析や対応が進

められる中、ＦＳＢによる最終報告書「マネー・マーケット・ファンド

（ＭＭＦ）の強靭性向上のための政策提案」（3年 10月Ｇ20に提出）、「ノ

ンバンク金融仲介（ＮＢＦＩ）の強靭性向上：進捗報告書」（3年 11月）

といった公表物の作成など、ＦＳＢを中心としたＭＭＦ等のＮＢＦＩに

関する作業に積極的に参加し、国際的な議論に貢献しました。 

・金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）第4次対日相互審査の結果を踏まえ、関係

省庁間でマネロン等対策の検討を行うために立ち上げられた「マネロ

ン・テロ資金供与・拡散金融対策政策会議」において、同会議の幹事と

して、政府のマネロン等対策の推進に向けて積極的に議論に参加し、今

後3年間のマネロン等対策の施策を定めた「マネロン・テロ資金供与・拡

散金融対策に関する行動計画」の策定に貢献しました。また、同会議の

傘下に設立された4つの分科会においても、議長または副議長として参加

し、我が国のマネロン等対策の政策の立案やＦＡＴＦからの指摘事項に

対する改善策の進捗管理、実質的支配者制度の検討等について積極的に

貢献しました。 

・我が国における金融業界全体のマネロン等対策を高度化していくため、

検査要員の確保や関係省庁等との連携等により検査・監督体制を強化し

ました。また、金融機関等に対して、高リスク業態から優先して、リス

クベースでのマネロン等対策に焦点を当てた検査・監督を実施したほか、

金融機関等向けのマネロン等対策に係る講演を107回実施するなど、金融

業界全体の対策の底上げを図りました。 

・金融機関のマネロン等態勢を高度化するため、全国銀行協会主催の「Ａ

ＭＬ／ＣＦＴ業務共同化に関するタスクフォース」及び「ＡＭＬ／ＣＦ

Ｔ態勢高度化研究会」に参加し、マネロン等対策共同システムの実用化

に係る検討の支援等を行いました。 

・各金融機関等におけるマネロン等対策の強化に当たり、利用者に対して

丁寧な説明を実施するよう引き続き促したほか、4年3月、「マネロン・テ

ロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質問（ＦＡＱ）」の一部

改訂を行い、継続的な顧客管理に関する金融庁の考え方を明確化しまし

た。また、業界団体と連携した広報活動やインターネット広告の配信・

政府広報の実施を通じて、利用者にマネロン等対策に対する理解と協力

を求めました。 

・ＦＡＴＦ等における国際的な議論について、特に、「暗号資産・暗号資産

交換業者に関するＦＡＴＦ基準についての 2回目の 12ヵ月レビュー報告

書」（3年 7 月）及び「暗号資産及び暗号資産交換業者に対するリスクベ
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ースアプローチに関するガイダンス」改訂版（3年 10 月）の公表など、

金融庁が共同議長を務めるコンタクト・グループ関係の作業を中心に、

主導的な役割を果たしました。 

・第三者委託を含むオペレーショナル・レジリエンスやサイバーインシデ

ントへの対応に関し、海外での規制動向など、各国における取組を適切

に把握しました。また、ＦＳＢの作業グループに参加し「アウトソーシ

ング・サードパーティに関する規制・監督上の論点（市中協議に寄せら

れた意見の概要）」（3年 6 月）、「サイバー事象報告－既存のアプローチと

より広い範囲での収斂に向けた今後のステップ」（3年 10月Ｇ20に提出）

といった公表物の作成に積極的な貢献をしました。 

・国際会議等において、ウクライナ情勢に関する議論に貢献しました。 

・ウクライナ情勢を受けて、Ｇ7各国によるロシアに対する経済制裁の実効

性を確保するため、4年 3 月、暗号資産交換業者に対し、暗号資産交換業

の適正かつ確実な遂行を確保する観点から、①顧客が指定する受取人が

制裁対象者である又はその疑いがある場合、その暗号資産の移転を行わ

ないこと②顧客の依頼を受け暗号資産を移転し、事後に移転先が制裁対

象者と判明した場合、関係当局に速やかに報告すること③上記①②の実

効性を高めるため、暗号資産取引についてモニタリングを強化すること、

などについて、財務省と金融庁の連名で、要請しました。 

指標② ［主要］国際的なネットワークの強化 【達成】 

 3年度目標 アジア・新興国とのネットワーク構築・強化、先進国との協力関係の深化 

 3年度実績 

・アジア・新興国の金融当局との意見交換を実施し、ネットワークの構築・

強化を進めました。具体的には、3年 4月に印（準備銀行等）、同年 6 月

に泰（財務省等）、同年 9 月に中（銀保監会）、韓（金融委員会等）、同年

11 月に越（国家証券委員会等）、4 年 1月に台湾（金融監督管理委員会）

との意見交換を行いました。また、我が国の金融協力のプラットフォー

ムとして官民が一堂に会する「中国金融研究会（第 6回、3 年 6月）（第

7 回、3年 12月）」を開催しました。 

・アジア・新興国の当局者に対し、グローバル金融連携センター（ＧＬＯ

ＰＡＣ）によるオンライン型研修プログラムを実施し、知日派の育成、

及び協力関係の構築に努めました。具体的には、アジアに限らず、中東

やアフリカ、中南米を含む 16 か国の当局者 28 名に対し、関心事項に沿

った研修プログラムを実施しました。また、過去に本研修を修了した当

局者を対象としたアルムナイ・フォーラムの開催及び金融庁ウェブサイ

トのＧＬＯＰＡＣ特集ページ改良等により、引き続き、ネットワークの

維持に努めました。 

・先進国との間においても、共通して取り組むべき国際的課題への対応に

向け、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく合同金融規制フォーラム開催（日

ＥＵ合同金融規制フォーラム（4年 3月））や、海外当局との意見交換（全

米保険監督協会（ＮＡＩＣ）（3年 12 月）、欧州保険・企業年金監督機構

（ＥＩＯＰＡ）（3年 12月）等）を通じて議論を進め、協力関係を深化さ

せました。 
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指標③ ［主要］サステナブルファイナンスの推進 【達成】 

 3年度目標 
企業情報開示の質と量の向上、市場機能の発揮、金融機関の投融資先支援

と気候変動リスク管理、国際的な議論への貢献 

 3年度実績 

・金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議」を計 5回開催しました。

また、3年 6月には「金融庁サステナブルファイナンス有識者会議報告書」

として、企業開示の充実、市場機能の発揮、金融機関の投融資先支援と

気候変動リスク管理など、持続可能な社会の構築に向けた金融の役割に

ついて、総合的な報告書を取りまとめました。 

・企業開示については、コーポレートガバナンス・コードの再改訂（3年 6

月）に関する広報活動を実施し、4年 4月に発足する東京証券取引所プラ

イム市場の上場企業に対して、気候関連財務情報開示タスクフォース

（TCFD）又はそれと同等の国際的枠組みに基づく開示の質と量の充実を

促しました。 

・サステナビリティに関する開示を含む記述情報の開示の充実を図る観点

から、「記述情報の開示の好事例集 2021」を公表しました（3 年 12 月公

表、4年 3月最終更新）。 

・企業や公認会計士等に対するセミナーの実施や、主に決算業務等に携わ

る方々向けの「記述情報の開示の充実に向けた解説動画」を配信しまし

た（3年 4月～4年 3月）。 

・上記の取組により、投資家の適切な投資判断、及び投資家と企業との建

設的な対話に資する企業情報の開示の充実のための、有効な取組を進め

ることができました。 

・市場機能の発揮については、日本取引所グループ（ＪＰＸ）と連携して、

ＪＰＸ「サステナブルファイナンス環境整備検討会」の議論に参画しま

した。同検討会は、4年１月、ＥＳＧ債等の情報を幅広く集約する情報プ

ラットフォームを同年年央目途に立ち上げること等を盛り込んだ中間報

告書を公表しました。 

・企業と投資家の橋わたし役を担うＥＳＧ評価・データ提供機関について、

評価の中立性・公平性を確保するためのガバナンスの確保等の行動規範

を定めるよう、4年 2月に「ＥＳＧ評価・データ提供機関等に係る専門分

科会」を設置しました。 

・ソーシャルボンドについて、3年 10 月にガイドラインを確定しました。

同年 12月に「ソーシャルプロジェクトのインパクト指標等の検討に関す

る関係府省庁会議」を設置し、関係府省庁等と連携しつつ、ソーシャル

プロジェクトの社会的な効果に係る指標等を具体的に例示する文書の策

定に向けて検討を開始しました。 

・各産業が脱炭素を実現するためのトランジション（移行）について、ト

ランジションのために行う資金調達の信頼性を確保するよう、関係省庁

と連携して、3年 5 月、「クライメート・トランジション・ファイナンス

に関する基本指針」を策定しました。 

・上記の取組により、国内外の投資家が投資判断を容易かつ的確に行える

環境を整備することで、「グリーン国際金融センター」など、内外の成長

資金を日本に呼び込む観点から、有効な取組を進めることが出来ました。 
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・金融機関の投融資先支援と気候変動リスク管理については、3メガバンク

等との間でシナリオ分析の試行的実施を進めたほか、関係省庁とも連携

し、地域企業の脱炭素化等を有効に支援するための情報や知見の共有な

どの取組を行うことで、金融機関による支援の強化等の観点から有効な

取組を進めることが出来ました。 

・国際的な対応として、3年 4月に公表された、ＩＦＲＳ財団の国際サステ

ナビリティ基準審議会（ＩＳＳＢ）の設立に向けた定款改正案の市中協

議文書に対し、金融庁及び公益財団法人財務会計基準機構が事務局を務

めるＩＦＲＳ対応方針協議会において国内関係者の意見を集約し、同年 7

月にコメントレターを発出しました。 

・ＩＳＳＢの基準策定に積極的に参画していく観点から、ＩＦＲＳ対応方

針協議会名でＩＳＳＢへの資金拠出を表明するとともにＩＦＲＳ財団ア

ジア・オセアニアオフィスをサステナビリティ報告でも活用することを

提案する内容のレターを同年 8月にＩＦＲＳ財団に発出しました。また、

東京へのアジア・オセアニア拠点設置をさらに強く働きかけるため、同

年 11月に金融担当大臣からＩＦＲＳ財団にレターを送付しました。 

・同年 12月、金融庁が共同事務局を務めるＩＦＲＳ対応方針協議会が開催

され、金融担当副大臣からＩＦＲＳ対応方針協議会に参加する国内の主

要な関係団体に対し、ＩＳＳＢへの日本の対応に関する協力の要請を行

いました。 

・政府からＩＦＲＳ財団へ直接資金拠出を行うべく、令和 3 年度補正予算

において約 1.1億円の予算を計上し、3年 3月末にＩＦＲＳ財団への送金

を完了しました。 

・3 年 11月に開催されたＣＯＰ26（気候変動枠組条約締約国会議）に向け

た動き等を踏まえ、ＮＧＦＳ（気候変動リスク等に係る金融当局ネット

ワーク）や、ＦＳＢ及び各基準設定主体等における関連部会への参加を

通じ、サステナブルファイナンスに関する国際的な議論に貢献しました。

特に、サステナブルファイナンスに関する国際的な連携・協調を図るプ

ラットフォーム（ＩＰＳＦ）やＩＯＳＣＯにおいて、関連部会の共同議

長を務めるなど、主導的な役割を果たしました。加えて、国内対応に資

するよう、シナリオ分析に関する委託調査や、民間部門の国際的な取組

等に関する情報収集を通じて、知見の蓄積を進めました。また、3 年 12

月には、民間企業や金融機関等が構築する組織である自然関連財務情報

開示タスクフォース（ＴＮＦＤ）フォーラムに参加することを公表する

など、気候変動以外のサステナビリティ関連事項についても国際的な議

論に貢献しました。 

指標④ 規制・制度改革等の推進 【達成】 

 3年度目標 「規制改革実施計画」に盛り込まれる項目等の検討・必要な措置を実施 

 3年度実績 

・「規制改革実施計画」（3 年 6月 18 日）等に盛り込まれた規制・制度改革

事項について検討を進め、金融を巡る状況の変化に対応した様々な規

制・制度改革を積極的に推進しました。これにより、金融サービスの提

供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極的に事業を展開でき
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る環境の整備が、着実に進展したものと考えます。 

指標⑤ 事前確認制度の適切な運用 － 

 3年度目標 
ノーアクションレター制度等を利用した法令照会への対応について、所定

の処理期間の遵守を徹底するとともに、可能な限り、その短縮を図る 

 3年度実績 
・3 年度においては、ノーアクションレター制度等を利用した法令照会に対 

する回答実績はありません。 

指標⑥ 金融行政におけるＩＴの活用 【達成】 

 3年度目標 

・「金融庁デジタル・ガバメント中長期計画」の着実な推進（テレワークや

外部とのオンライン会議の推進並びに予算作業の見直し及び人材確保・

育成の取組の推進等） 

・金融機関等から受け付ける申請・届出等について、手数料等の電子納付

の利用拡大に向けたシステム整備等の行政サービス向上に資する取組の

推進（電子納付が可能な手続きについてシステム整備等を推進） 

・金融機関のモニタリングに利用するシステムの機能改修に向けた取組の

推進（次期システムの具体的な要件を踏まえ、開発に向けた作業を進捗） 

 3年度実績 

・「金融庁デジタル・ガバメント中長期計画」に基づき、システム監査の

実施を通じた予算要求プロセスの見直しや人材確保・育成の継続的な実

施により、価値を生み出すＩＴガバナンスの強化に取り組んだほか、働

き方改革やペーパーレス化に資するインフラの整備やＲＰＡの一層の活

用など、業務におけるデジタル技術の活用に取り組みました。また、情

報セキュリティ対策については、情報セキュリティ水準を適切に維持し、

リスクを総合的に低減させる取組を計画的に実施しました。 

・金融機関等から受け付ける申請・届出等がオンラインで提出が可能とな

るように、3年3月末までにシステムの整備及び制度面での対応を行い、

同年6月末に運用を開始しました。また、手数料等の電子納付の利用拡大

に向けたシステム整備等の行政サービス向上に資する取組を実施しまし

た。 

・金融機関のモニタリングに利用するシステムについて、次期システム更

改に向け要求要件を踏まえた具体的な調達仕様書の策定を実施しまし

た。 

指標⑦ 許認可等の審査プロセスの効率化・迅速化・透明化の推進等 【達成】 

 3年度目標 窓口対応の改善に向けた取組状況（アンケートの実施） 

 3年度実績 

・2年度に実施したアンケートについて、回答内容の集計・分析を行い、そ

の結果を金融庁ウェブサイトにおいて公表しました（3年 10 月）。また、

3 年度においても、引き続きアンケートを実施しました。 

指標⑧ 経済安全保障上の対応 【達成】 

 3年度目標 関係機関との連携 

 3年度実績 

・金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・システムの利用や業

務提携・委託等について、経済安全保障の議論を踏まえ、関係機関と連

携しました。 
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評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 コロナを踏まえた金融安定性に関する影響分析や対応が

進む中、ノンバンク金融仲介の強靭性向上に向けた取組の

進捗報告書作成など、国際的に協調した取組に貢献しまし

た。また、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策強化の

ための暗号資産等に関する国際的なガイダンス策定に貢献

したほか、アウトソーシング・サードパーティにおける規

制監督上の論点に関する議論に貢献しました。金融機関等

のマネロン等対策の高度化に向けて、マネロン等対策に関

する検査・監督を実施しました（測定指標①）。加えて、オ

ンラインのコミュニケーションを活用し、アジア・新興国

や先進国等との協力関係の強化等を行いました（測定指標

②）。企業情報開示の質と量の向上、市場機能の発揮、金融

機関の投融資先支援と気候変動リスク管理、国際的な議論

への貢献を通じたサステナブルファイナンスの推進に取り

組みました（測定指標③）。さらに経済安全保障上の対応に

ついて、関係機関との連携を行いました（測定指標⑧）。測

定指標④⑥⑦についても、目標を達成するなど取組を進め

ることができました。 

上記の結果の通り、今年度実績のなかった⑤を除く全て

の測定指標において目標を達成することが出来ましたが、

国内のサステナブルファイナンスの一層の推進に向けて必

要な取組を進めるほか、引き続きマネロン等対策の強化に

向けて取り組んでいく必要があることから、「Ｂ」としまし

た。 

施策の分析 

【必要性】 コロナを踏まえ、引き続き世界の金融システムが健全性

を維持しつつ、実体経済を支えられるよう、国際的な協調

が必要と考えています。 

また、アジア・新興国の金融監督当局者に我が国の知見

を共有することは新興国経済、ひいては世界経済の安定に

資すると考えています。 

さらにＦＡＴＦ第 4 次対日相互審査のフォローアップ及

び第 5 次対日相互審査を見据えて、引き続きマネロン等対

策の強化が必要と考えています。 

加えて、国際動向も踏まえつつ、気候変動をはじめとし

た環境・社会の課題への対応において金融の役割への期待

が高まっており、日本のサステナブルファイナンス推進に

向けて対応を更に進める必要があると考えています。 
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【効率性】 当局間での情報交換や問題意識の共有を、継続的かつ時

宜を得て行ったことで、効率的な金融行政の遂行に貢献し

ました。 

新興国の金融監督当局者への研修は、本邦金融機関の進

出支援の観点も踏まえており、効率的であると考えていま

す。 

関係省庁との緊密な連携やマネロン等対策に関する検

査・監督などは、金融機関等のマネロン等対策の改善に直

接つながるものであり、効率的であったと考えます。 

サステナブルファイナンスの取組についても、上記有識

者会議で議論を整理しつつ関係省庁と緊密に連携を図るこ

とで、効率的な行政遂行を図りました。 

【有効性】 世界の金融システムの安定と発展に貢献する取組は、我

が国経済の持続的な成長、世界経済の安定・発展に有効で

あると考えています。 

また、金融機関等に対するマネロン等対策に関する検

査・監督等は、我が国における金融業界のマネロン等対策

の高度化に非常に有効であったと考えています。 

サステナブルファイナンスについても、金融を通じて社

会経済の解決を促すことで、わが国経済の持続可能性向上

に有効であると考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

 

国際的に協調した対応は、コロナの中においても世界の

金融システムが健全性を維持しつつ、実体経済を支えるこ

とにつながり、国益に資すると考えているところ、引き続

き積極的に取り組む必要があります。 

また、新興国の金融技術支援やＧＬＯＰＡＣに取り組む

ことは、これらの国々の金融監督当局等の能力向上や我が

国との連携強化につながり、国益に資すると考えていると

ころ、引き続き積極的に取り組む必要があります。 

加えて、ＦＡＴＦ第 4 次対日相互審査のフォローアップ

及び第 5 次対日相互審査を見据えて、引き続きマネロン等

対策の強化に取り組む必要があります。 

サステナブルファイナンスについても、脱炭素等の持続

可能性に係る課題の重要性が高まる中で、一層の推進に取

り組む必要があります。 

上記の課題を踏まえ、引き続き、国際的に協調した対応

や世界共通の課題への対応、国際的な議論への貢献、国際

的な当局間のネットワーク・協力の強化を図ります。 

また、ＦＡＴＦ第 4次対日相互審査の指摘事項を踏まえ、

引き続き、金融機関等のマネロン等対策に関する検査・監

督を実施してまいります。 

加えて、サステナブルファイナンス推進のための環境整

備を進めます。 
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【測定指標】

      

全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて指

標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 

国際的に協調した対応・国際的な議論への貢献（コロナ対応における国際的な協調、マ

ネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の強化、サイバーセキュリティの確保とオペレー

ショナル・レジリエンス） 

 

・主要な国際会議の議長等を務めることで、金融分野における国際的な議

論を主導しました。（詳細は測定指標①に係る「令和 3 年度実績」欄参照） 

・コロナの世界的大流行に伴う金融の安定性に関する影響分析や対応が進

められる中、ＦＳＢによる報告書の作成など、ＭＭＦ等のＮＢＦＩに関

する作業に積極的に参加し、国際的な議論に貢献しました。 

・金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）第4次対日相互審査の結果を踏まえ、関係

省庁間でマネロン等対策の検討を行うために立ち上げられた「マネロ

ン・テロ資金供与・拡散金融対策政策会議」において、同会議の幹事と

して、政府のマネロン等対策の推進に向けて積極的に議論に参加し、今

後3年間のマネロン等対策の施策を定めた「マネロン・テロ資金供与・拡

散金融対策に関する行動計画」の策定に貢献しました。また、同会議の

傘下に設立された4つの分科会においても、議長または副議長として参加

し、我が国のマネロン等対策の政策の立案やＦＡＴＦからの指摘事項に

対する改善策の進捗管理、実質的支配者制度の検討等について積極的に

貢献しました。 

・我が国における金融業界全体のマネロン等対策を高度化していくため、

検査要員の確保や関係省庁等との連携等により検査・監督体制を強化し

ました。また、金融機関等に対して、高リスク業態から優先して、リス

クベースでのマネロン等対策に焦点を当てた検査・監督を実施したほか、

金融機関等向けのマネロン等対策に係る講演を107回実施するなど、金融

業界全体の対策の底上げを図りました。 

・金融機関のマネロン等態勢を高度化するため、全国銀行協会主催の「Ａ

ＭＬ／ＣＦＴ業務共同化に関するタスクフォース」及び「ＡＭＬ／ＣＦ

Ｔ態勢高度化研究会」に参加し、マネロン等対策共同システムの実用化

に係る検討の支援等を行いました。 

・各金融機関等におけるマネロン等対策の強化に当たり、利用者に対して

丁寧な説明を実施するよう促したほか、4 年 3月、「マネロン・テロ資金

供与対策ガイドラインに関するよくあるご質問（ＦＡＱ）」の一部改訂を

行い、継続的な顧客管理に関する金融庁の考え方を明確化しました。ま

た、業界団体と連携した広報活動やインターネット広告の配信・政府広

報の実施を通じて、利用者にマネロン等対策に対する理解と協力を求め

ました。 

・ＦＡＴＦ等における国際的な議論について、特に、「暗号資産及び暗号資

産交換業者に対するリスクベースアプローチに関するガイダンス」改訂

版の公表など、金融庁が共同議長を務めるコンタクト・グループ関係の

作業を中心に、主導的な役割を果たしました。 
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・第三者委託を含むオペレーショナル・レジリエンスやサイバーインシデ

ントへの対応に関し、海外での規制動向など、各国における取組を適切

に把握しました。また、ＦＳＢの作業グループに参加し、報告書の作成

に積極的に貢献しました。 

② 
国際的なネットワークの強化（アジア・新興国とのネットワーク構築・強化、先進国と

の協力関係の深化） 

 

・アジア・新興国の金融当局との意見交換を実施し、ネットワークの構築・

強化を進めました。（詳細は測定指標②に係る「3 年度実績」欄参照） 

・アジア・新興国の当局者に対し、グローバル金融連携センター（ＧＬＯ

ＰＡＣ）によるオンライン型研修プログラムを実施し、知日派の育成、

及び協力関係の構築に努めました。また、過去に本研修を修了した当局

者を対象としたアルムナイ・フォーラムの開催及び金融庁ウェブサイト

のＧＬＯＰＡＣ特集ページ改良等により、引き続き、ネットワークの維

持に努めました。 

・先進国との間においても、共通して取り組むべき国際的課題への対応に

向け、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく合同金融規制フォーラム開催や、

海外当局との意見交換を通じて議論を進め、協力関係を深化させました。

（詳細は測定指標②に係る「3年度実績」欄参照） 

③ サステナブルファイナンスの推進 

 

・金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議」を計 5回開催しました。

また、3年 6月には「金融庁サステナブルファイナンス有識者会議報告書」

として、企業開示の充実、市場機能の発揮、金融機関の投融資先支援と

気候変動リスク管理など、持続可能な社会の構築に向けた金融の役割に

ついて、総合的な報告書を取りまとめました。 

・企業開示については、コーポレートガバナンス・コードの再改訂（3年 6

月）に関する広報活動を実施し、4年 4月に発足する東京証券取引所プラ

イム市場の上場企業に対して、気候関連財務情報開示タスクフォース（Ｔ

ＣＦＤ）又はそれと同等の国際的枠組みに基づく開示の質と量の充実を

促しました。 

・サステナビリティに関する開示を含む記述情報の開示の充実を図る観点

から、「記述情報の開示の好事例集 2021」を公表しました（3 年 12 月公

表、4年 3月最終更新）。 

・企業や公認会計士等に対するセミナーの実施や、主に決算業務等に携わ

る方々向けの「記述情報の開示の充実に向けた解説動画」を配信しまし

た（3年 4月～4年 3月）。 

・上記の取組により、投資家の適切な投資判断、及び投資家と企業との建

設的な対話に資する企業情報の開示の充実のための、有効な取組を進め

ることができました。 

・市場機能の発揮については、日本取引所グループ（ＪＰＸ）と連携して、

ＪＰＸ「サステナブルファイナンス環境整備検討会」の議論に参画しま

した。同検討会は、4年１月、ＥＳＧ債等の情報を幅広く集約する情報プ

ラットフォームを同年年央目途に立ち上げること等を盛り込んだ中間報

告書を公表しました。 
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・企業と投資家の橋わたし役を担うＥＳＧ評価・データ提供機関について、

評価の中立性・公平性を確保するためのガバナンスの確保等の行動規範

を定めるよう、4年 2月に「ＥＳＧ評価・データ提供機関等に係る専門分

科会」を設置しました。 

・ソーシャルボンドについては、3年 10月にガイドラインを確定しました。

同年 12月に「ソーシャルプロジェクトのインパクト指標等の検討に関す

る関係府省庁会議」を設置し、関係府省庁等と連携しつつ、ソーシャル

プロジェクトの社会的な効果に係る指標等を具体的に例示する文書の策

定に向けて検討を開始しました。 

・各産業が脱炭素を実現するためのトランジション（移行）について、ト

ランジションのために行う資金調達の信頼性を確保するよう、関係省庁

と連携して、3年 5 月、「クライメート・トランジション・ファイナンス

に関する基本指針」を策定しました。 

・上記の取組により、国内外の投資家が投資判断を容易かつ的確に行える

環境を整備することで、「グリーン国際金融センター」など、内外の成長

資金を日本に呼び込む観点から、有効な取組を進めることが出来ました。 

・関係省庁とも連携し、地域企業の脱炭素化等を有効に支援するための情

報や知見の共有などの取組を行うことで、金融機関による支援の強化等

の観点から有効な取組を進めることが出来ました。 

・国際的な対応として、3年 4月に公表された、ＩＦＲＳ財団の国際サステ

ナビリティ基準審議会（ＩＳＳＢ）の設立に向けた定款改正案の市中協

議文書に対し、金融庁及び公益財団法人財務会計基準機構が事務局を務

めるＩＦＲＳ対応方針協議会において国内関係者の意見を集約し、同年 7

月にコメントレターを発出しました。 

・ＩＳＳＢの基準策定に積極的に参画していく観点から、ＩＦＲＳ対応方

針協議会名でＩＳＳＢへの資金拠出を表明するとともにＩＦＲＳ財団ア

ジア・オセアニアオフィスをサステナビリティ報告でも活用することを

提案する内容のレターを同年 8月にＩＦＲＳ財団に発出しました。また、

東京へのアジア・オセアニア拠点設置をさらに強く働きかけるため、同

年 11月に金融担当大臣からＩＦＲＳ財団にレターを送付しました。 

・同年 12月、金融庁が共同事務局を務めるＩＦＲＳ対応方針協議会が開催

され、金融担当副大臣からＩＦＲＳ対応方針協議会に参加する国内の主

要な関係団体に対し、ＩＳＳＢへの日本の対応に関する協力の要請を行

いました。 

・政府からＩＦＲＳ財団へ直接資金拠出を行うべく、令和 3 年度補正予算

において約 1.1億円の予算を計上し、3年 3月末にＩＦＲＳ財団への送金

を完了しました。 

・3 年 11月に開催されたＣＯＰ26（気候変動枠組条約締約国会議）に向け

た動き等を踏まえ、ＮＧＦＳ（気候変動リスク等に係る金融当局ネット

ワーク）や、ＦＳＢ及び各基準設定主体等における関連部会への参加を

通じ、サステナブルファイナンスに関する国際的な議論に貢献しました。

特に、サステナブルファイナンスに関する国際的な連携・協調を図るプ

ラットフォーム（ＩＰＳＦ）やＩＯＳＣＯにおいて、関連部会の共同議
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長を務めるなど、主導的な役割を果たしました。加えて、国内対応に資

するよう、シナリオ分析に関する委託調査や、民間部門の国際的な取組

等に関する情報収集を通じて、知見の蓄積を進めました。また、3 年 12

月には、民間企業や金融機関等が構築する組織である自然関連財務情報

開示タスクフォース（ＴＮＦＤ）フォーラムに参加することを公表する

など、気候変動以外のサステナビリティ関連事項についても国際的な議

論に貢献しました。 

・金融機関との間で、金融システムの安定性維持の観点から気候変動リス

クの管理等に関する課題等について対話しました。 

・日本銀行と連携し、3メガバンク・大手損保 3グループを対象に、ＮＧＦ

Ｓシナリオを共通シナリオとするシナリオ分析のパイロットエクササイ

ズを実施しました。あわせて、投融資先支援と気候変動リスク管理に関

し、主に銀行・保険会社との対話の着眼点を含む金融機関の気候変動対

応についての基本的な考え方を取りまとめ、業界団体等と調整を実施し

ました。   

・環境配慮をうたいながら実際は事実と異なるＥＳＧ関連投資信託に関し

て、調査・分析を行い、資産運用会社に対するモニタリングを実施しま

した。 

④ 規制・制度改革等の推進 

 

・「規制改革実施計画」（3 年 6月 18 日）等に盛り込まれた規制・制度改革

事項について検討を進め、金融を巡る状況の変化に対応した様々な規

制・制度改革を推進することにより、金融サービスの提供者が、利用者

のニーズに的確に対応しつつ、積極的に事業を展開できる環境の整備が

着実に進展したものと考えます。 

⑤ 事前確認制度の適切な運用 

 
・3 年度においては、ノーアクションレター制度等を利用した法令照会に

対する回答実績はありません。 

⑥ 金融行政におけるＩＴの活用 

 

・「金融庁デジタル・ガバメント中長期計画」に基づき、以下の取組を行

いました。 

－ 情報システム予算を効率的、戦略的に活用するため、システム監査

の実施を通じた予算要求作業プロセスの見直しを行ったほか、外部か

らのデジタル人材の採用、管理職向け・全職員向けにＤＸ研修等を開

催、国内外の大学院や民間企業等への派遣等により、人材確保・育成

を継続的に実施するなど、価値を生み出すＩＴガバナンスの強化に取

り組みました。 

－ 3年10月に小型軽量化ＰＣの配布を完了させるなど、働き方改革やペ

ーパーレス化に資するインフラを整備するとともに、ＲＰＡの一層の

活用、テレワークや外部とのオンライン会議等の積極的な活用を継続

し定着を図るなど、業務におけるデジタル技術の活用に取り組みまし

た。 

－ 情報セキュリティ対策については、全職員を対象とした訓練・研修

の実施やインシデント対応にあたる職員による実践的訓練への参加、
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情報セキュリティ監査等によるセキュリティ対策の実効性確認、サイ

バー攻撃に対する情報の収集と庁内への展開による早期警戒活動、政

府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群の改定に伴

う、金融庁情報セキュリティポリシー等の改定など、情報セキュリテ

ィ水準を適切に維持し、リスクを総合的に低減させる取組を計画的に

実施しました。 

・金融庁の行政手続きの電子化 

金融機関等から受け付ける申請・届出等について、オンラインで提出

が可能となるように、3年3月末までにシステムの整備及び制度面での対

応を行い、同年6月末に運用を開始しました。また、4年度下期の運用開

始を目指して、手数料等の電子納付の利用拡大に向けたシステム整備等

の行政サービス向上に資する取組を進めました。 

・金融機関のモニタリングに利用するシステムについて、前年度に整理し

た要求要件を踏まえ、次期システム更改に向けた具体的な調達仕様書の

策定に取り組みました。 

⑦ 許認可等の審査プロセスの効率化・迅速化・透明化の推進等 

 

・2 年度に実施したアンケートについて、回答内容の集計・分析を行い、

その結果を金融庁ウェブサイトにおいて公表するとともに、審査に当た

った財務局等に対しその結果を還元しました。また、3年度においても、

引き続きアンケートを実施しました。 

⑧ 経済安全保障上の対応 

 

・金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・システムの利用や業

務提携・委託等について、経済安全保障の議論を踏まえ、関係機関と連

携しました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 371 312 339 406 

補正予算 ▲2 ▲15 163 - 

繰 越 等 - -   

合 計 368 297   

執行額（百万円） 262 189   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・Ｇ20 

 https://www.g20.org 

・金融安定理事会（ＦＳＢ） 

 https://www.fsb.org/ 

・金融活動作業部会（ＦＡＴＦ） 

 http://www.fatf-gafi.org/ 

https://www.g20.org/
https://www.fsb.org/
http://www.fatf-gafi.org/
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【測定指標③】 

・サステナブルファイナンス有識者会議 

 https://www.fsa.go.jp/singi/sustainable_finance/index.html 

・サステナブルファイナンス有識者会議報告書（3年 6月 18日公表） 

https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210618-2.html 

 ・「記述情報の開示の好事例集 2021」の公表・更新について 

https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20220325.html  

 ・サステナブルファイナンス環境整備検討会中間報告書（ＪＰＸ4

年 1月 31日公表） 

  https://www.jpx.co.jp/news/0090/20220131-01.html 

・ＥＳＧ評価・データ提供機関等に係る専門分科会 

https://www.fsa.go.jp/singi/esg_hyouka/index.html 

・ソーシャルボンドガイドライン（3年 10月 26日公表） 

https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20211026-2.html 

 ・ソーシャルプロジェクトのインパクト指標等の検討に関する関係

府省庁会議 

  https://www.fsa.go.jp/singi/social_impact/index.html 

 ・クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針

（金融庁・経済産業省・環境省 3年 5月 7日公表） 

  https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210507_2.html 

・気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク（ＮＧＦＳ） 

 https://www.ngfs.net/en 

・サステナブル・ファイナンスに関する国際的な連携・協調を図る

プラットフォーム（ＩＰＳＦ） 

https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/banking-an

d-finance/sustainable-finance/international-platform-susta

inable-finance_en 

 ・自然関連財務情報開示タスクフォース（ＴＮＦＤ） 

https://tnfd.global/ 

                  

担当部局名 

総合政策局 

総合政策課、国際室、情報化統括室、リスク分析総括課 

企画市場局 

総務課 

監督局 

総務課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

 

 

//singi/sustainable_finance/index.html
//news/r2/singi/20210618-2.html
//news/r3/singi/20220325.html
https://www.jpx.co.jp/news/0090/20220131-01.html
//singi/esg_hyouka/index.html
//news/r3/singi/20211026-2.html
//singi/social_impact/index.html
//news/r2/singi/20210507_2.html
https://www.ngfs.net/en
https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/banking-and-finance/sustainable-finance/international-platform-sustainable-finance_en
https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/banking-and-finance/sustainable-finance/international-platform-sustainable-finance_en
https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/banking-and-finance/sustainable-finance/international-platform-sustainable-finance_en
https://tnfd.global/
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（金融庁の行政運営・組織の改革－1） 

施策名 金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化 

 施策の概要 

金融行政の質を不断に向上させていく観点から、金融庁のガバナンス

の改善と総合政策機能の強化を図る。 

達成すべき目標 
金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化を通じた金融行政

の質の向上 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

金融の急激な変化に遅れをとることなく、国民の期待や信頼に応えて

いくためには、金融庁自身を、常に課題を先取りし、絶えず自己変革で

きる組織へと変革することで、金融行政の質を不断に向上させていくこ

とが必要である。そのため、有識者や外部からの意見等を金融行政に継

続的かつ的確に反映するための取組等、金融庁のガバナンスの改善と総

合政策機能の強化を図る。 

【根拠】 

・当面のガバナンス基本方針（平成 30年 7月 4日） 

・2021事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会を

実現する金融システムの構築へ～（令和 3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]各種有識者会議の積極的活用 【達成】 

 3年度目標 有識者からの提言等を金融行政へ継続的かつ的確に反映 

 3年度実績 

・政策評価有識者会議を 1 回開催し、有識者から頂いたご意見・ご提言に

ついて、各担当部署において施策の検討等に活用するなど、金融行政の

参考としました。 

・サステナブルファイナンス等の各分野における個別の課題について、各

種有識者会議等を活用し、外部有識者の意見が継続的に行政に反映され

る枠組みを確保しました。 

指標② 
[主要]第三者による金融庁のモニタリングに対する外部評価及び

職員アンケートによる自己評価の実施 
【達成】 

 3年度目標 内外からの意見等を金融行政へ継続的かつ的確に反映 

 3年度実績 

・検査・監督等の金融行政の質の向上の観点から、業務改善とガバナンス

の専門家による、金融機関へのヒアリング等を通じた金融行政に対する

外部評価を実施しました。 

・職員アンケートによる自己評価を実施しました。 

指標③ 金融庁ウェブサイト（日本語版・英語版）へのアクセス件数 【達成】 

 基準値 実績 目標値 
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 2年度 3年度 3年度 

 4億 4,840 万件 4 億 801万件 

金融庁の施策等について、ウェブサ

イトを通じた、タイムリーかつ正確

で、分かりやすい情報発信の実施 

指標④ 

金融庁Ｔｗｉｔｔｅｒ（日本語版アカウント、英語版アカウント）

のフォロワー数、ツイート（発信）回数、いいね数、リツイート数。

その他ＳＮＳでの情報発信強化 

【達成】 

 基準値 実績 目標値 

 2年度 3年度 3年度 

 

フォロワー数：126,483 

ツイート回数：1,062 

いいね数：17,539 

リツイート数：12,085 

フォロワー数：141,197 

ツイート回数：1,521 

いいね数：21,110 

リツイート数：16,012 

金融庁の施策等について、Ｔｗｉｔ

ｔｅｒ等のＳＮＳを通じた、タイム

リーかつ正確で、分かりやすい情報

発信の実施 

指標⑤ [主要] 財務局とのさらなる連携・協働の推進に向けた取組状況 【達成】 

 3年度目標 財務局とのさらなる連携・協働の推進 

 3年度実績 

・各地域において金融行政を担う財務局との緊密な連携・協働をさらに進

めるため、幹部レベルや実務レベルでのオンライン会議等を活用した適

時の情報共有の継続・拡充、若手を含めた財務局職員からの政策提言の

募集など、コミュニケーションの充実等を進めました。 

・金融行政の政策実現に向けた効率的・効果的な業務運営について、最適

な業務運営となるソリューションを生み出せるよう、金融庁と財務局が

協働してさらなる検討を行いました。 

指標⑥ 

金融行政への活用を前提とした、アカデミアとの連携強化によるデ

ータ分析等を用いた学術的成果を得るための取組【再掲（詳細は横

断的施策―1 参照）】 

【達成】 

 3年度目標 具体的な取組の推進 

 3年度実績 ・再掲。詳細については横断的施策－1参照。 

参考指標 

指標① 
「金融庁 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画」に基

づく施策の実施状況 

 3年度実績 

・「テレワーク推進計画」を策定し、テレワークを活用した柔軟な働き方の

推進に向けた取組を引き続き実施しました。 

・女性の活躍推進のため、女性の採用の拡大や女性の登用目標達成に向け

た計画的育成に関する取組について、引き続き実施しました。 

・内閣人事局より、ワークライフバランスの向上や業務改善に向けた優れ

た取組を行った職場（令和 3 年度ワークライフバランス職場表彰）とし

て、内閣人事局長表彰 1 件、業務見直し特別賞 1 件が選定されるなど、

職員のワークライフバランスの実現に向けた取組が進んでいます。 
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指標② 金融行政モニターへの意見申出件数 

 3年度実績 令和 3年 4月～令和 4年 3 月：34 件 

指標③ 各種サポートデスクへの相談件数 

 3年度実績 

・FinTech サポートデスク：316件 

・拠点開設サポートオフィス：140 件 

・FinTech 実証実験ハブ：4 件 

指標④ 意見申出制度への意見申出件数 

 3年度実績 0機関 

指標⑤ 報道発表件数 

 3年度実績 679 件 

指標⑥ 英語ワンストップサービスの対応件数 

 3年度実績 767 件（2年度は 609件） 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 金融行政の質を不断に向上させていく観点から、各種有識

者会議の開催や外部評価を実施し、有識者等からの意見等を

踏まえ施策を検討するなど、積極的に活用しました（測定指

標①、②）。 

金融庁の施策等の内容について、金融庁ウェブサイトやＳ

ＮＳを活用し、タイムリーかつ正確で、分かりやすい情報発

信を行い、金融庁ウェブサイトへのアクセス件数は、4億 801

万件（測定指標③）となりました。また、金融庁公式Ｔｗｉ

ｔｔｅｒアカウントにより 1,521件のツイートを実施（前年

度比 43.2%増）したところ、16,012 件リツイート（同 32.5%

増）され、結果としてフォロワー数は 141,198 アカウント（同

11.6%増）、いいね数は 21,110 件（同 20.4%増）となり、よ

り幅広い層への情報発信ができました（測定指標④）。 

財務局とのさらなる連携・協働の推進のため、コミュニケ

ーションの充実等を進めたほか、金融行政の政策実現に向け

た効率的・効果的な業務運営について、金融庁と財務局が協

働してさらなる検討を行いました（測定指標⑤）。 

（測定指標⑥については再掲。詳細については横断的施策―

1参照。） 

上記の結果のとおり、全ての測定指標で目標を達成するこ 

とができましたが、引き続き有識者等の意見・提言、批判等

が継続的かつ的確に反映されるよう、各種有識者会議等を積
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極的に活用するほか、金融行政に関する広報の更なる充実に

取り組んでいく必要があることから、「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融庁のガバナンスの改善のためには、引き続き、外部か

らの意見等を金融行政に継続的かつ的確に反映させつつ、金

融行政のＰＤＣＡの実施に取り組む必要があると考えてい

ます。 

【効率性】 金融庁のガバナンスの改善に向けて、庁内における検討・

議論にとどまらず、有識者や外部からの意見等を積極的に受

け入れ、施策の検討等に活用したことは、金融行政自体の効

率性の向上にも資するものだと考えております。 

【有効性】 金融行政に関する広報の充実、学術的成果の金融行政への

導入等は、金融庁のガバナンスの改善に有効であると考えて

います。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

【 施 策 】 

 

 

 

 

 

 

【測定指標】 

金融行政の質を不断に向上させていく観点から、引き続

き、金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化を図る

必要があります。 

有識者等の意見・提言、批判等が継続的かつ的確に反映さ

れるよう、引き続き、各種有識者会議等を積極的に活用する

ほか、金融行政に関する戦略的な広報に取り組んでいきま

す。更に、金融行政への活用を前提とした、アカデミアとの

連携強化によるデータ分析等を用いた学術的成果を得るた

めの取組について、引き続き具体的な取組を推進します。（再

掲。詳細については、横断的施策―1参照。） 

全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて指 

標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 
金融庁自体を環境変化に遅れることなく不断に自己改革する組織に変革（ガバナンスの改

善） 

 

・政策評価有識者会議において、政策評価にとどまらず、金融全体を俯瞰

した観点から、金融行政として取り組むべき重要な課題等についての議

論を定期的に実施し、会議での議論を金融行政に反映しました。 

・サステナブルファイナンス等の各分野における個別の課題について、各

種有識者会議等を活用し、外部有識者の意見が継続的に行政に反映され

る枠組みを確保しました。 

・金融庁の関係幹部を含めた内部検証、第三者による金融庁のモニタリン

グに対する外部評価及び職員アンケートによる自己評価を実施し、検

査・監督等の金融行政の質の向上につなげました。 

・金融機関及び金融サービスの利用者等との対話を促進しました。また、

金融機関などが金融行政に対して率直かつ不安なく批判や要望を言える

よう、金融行政モニター制度や意見申出制度、各種サポートデスク、金

融機関からの相談対応を着実に実施しました。 
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② 金融行政に関する情報発信の充実 

 

・金融庁の施策及び金融行政の各課題等の内容について、金融庁としての

考え方や分析等を様々な形で公表し、国民等へのタイムリーかつ正確で、

分かりやすい情報発信を行いました。 

・タイムリーかつより幅広い情報発信を行う観点から、日本での拠点開設

を検討する海外金融事業者・外国人材に効果的に国際金融センター関連

の施策や日本の資本市場の魅力向上に資する情報を発信するためのＬｉ

ｎｋｅｄＩｎ公式ページの開設や、成年年齢引下げを踏まえた若年者向

けの周知・啓発活動として過剰借入・ヤミ金利用に関する注意喚起動画

を作成し、ＹｏｕＴｕｂｅやＴｗｉｔｔｅｒへ投稿するといったＳＮＳ

を活用した積極的な広報を実施しました。 

・英語による積極的な情報発信の観点から、英語で公表された事案につい

てはウェブサイトだけでなく、Ｔｗｉｔｔｅｒ等を活用しました。また、

金融庁の政策をより理解しやすいものとするため、月刊で発行する広報

誌「アクセスＦＳＡ」を英訳して公表しました。 

・金融庁ウェブサイトの安定的な稼動に関し、第一期政府共通プラットフ

ォームから第二期政府共通プラットフォームへのシステム移行につい

て、必要な設計、開発、テスト、移行等を完了し、新システムでの運用

を開始しました。 

③ 総合政策機能の強化 

 

・3 事務年度の金融行政における重点課題に対していかなる方針で金融行政

を行っていくかを取りまとめ、「2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗

り越え、活力ある経済社会を実現する金融システムの構築へ～」を策定

しました。 

・以下の通り、庁内横断的な重点施策の政策立案や総合調整機能の充実を

図りました。 

 デジタライゼーションの加速的な進展への対応【再掲（詳細は横断的施

策―1 参照）】 

 国際的に協調した対応・国際的な議論への貢献（コロナ対応における国

際的な協調、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の強化、サイバー

セキュリティの確保とオペレーショナル・レジリエンス）【再掲（詳細

は横断的施策―3 参照）】 

 サステナブルファイナンスの推進【再掲（詳細は横断的施策―3 参照）】 

 規制・制度改革等の推進【再掲（詳細は横断的施策―3 参照）】 

 金融行政におけるＩＴの活用【再掲（詳細は横断的施策―3 参照）】 

 家計における長期・積立・分散投資の推進【再掲（詳細は施策Ⅱ―1参

照）】 

 金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備【再掲（詳細

は施策Ⅱ―1 参照）】 

 資産運用業の高度化【再掲（詳細は施策Ⅲ―3 参照）】 

 国際金融機能の確立【再掲（詳細は施策Ⅲ―3 参照）】 

 金融庁自体を環境変化に遅れることなく不断に自己改革する組織に変

革（ガバナンスの改善）【再掲（詳細は組織改革―1 参照）】 
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④ 金融技術の発展を受けた対応【再掲（詳細は横断的施策―1参照）】 

 横断的施策―1参照 

⑤ 財務局とのさらなる連携・協働の推進 

 

・各地域において金融行政を担う財務局との緊密な連携・協働をさらに進

めるため、幹部レベルや実務レベルでのオンライン会議等を活用した適

時の情報共有の継続・拡充、若手を含めた財務局職員からの政策提言の

募集など、コミュニケーションの充実等を進めました。 

・金融行政の政策実現に向けた効率的・効果的な業務運営について、最適

な業務運営となるソリューションを生み出せるよう、金融庁と財務局が

協働してさらなる検討を行いました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 - - - - 

補正予算 - - - - 

繰 越 等 - -   

合 計 - -   

執行額（百万円） - -   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「政策評価に関する有識者会議」議事要旨・資料等 

（https://www.fsa.go.jp/seisaku/index.html） 

・「サステナブルファイナンス有識者会議」 

 （3年 4月 22日～4年 1月 28日（計 5回）） 

 （https://www.fsa.go.jp/singi/sustainable_finance/index.html） 

【測定指標②】 

・「「モニタリングの実施状況等に係るコンサルティング業務」報告

書等の公表について」（3年 6月 11日） 

（ https://www.fsa.go.jp/common/about/research/monitoring2020.h

tml） 

【測定指標④】 

・金融庁公式 Twitterアカウント（日本語版） 

（https://twitter.com/fsa_JAPAN） 

・金融庁公式 Twitterアカウント（英語版） 

（https://twitter.com/JFSA_en） 

・LinkedIn アカウント「Financial Services Agency, Japan (JFSA, 金

融庁)」 

（ https://www.linkedin.com/company/financial-services-agency-%

20japan/about/） 

・YouTube金融庁チャンネル「新成人への過剰借入・ヤミ金利用に関す

る注意喚起」 

//seisaku/index.html
//singi/sustainable_finance/index.html
//common/about/research/monitoring2020.html
//common/about/research/monitoring2020.html
https://twitter.com/fsa_JAPAN
https://twitter.com/JFSA_en
https://www.linkedin.com/company/financial-services-agency-%20japan/about/
https://www.linkedin.com/company/financial-services-agency-%20japan/about/
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（ https://www.youtube.com/playlist?list=PL0cfkMfU1dbmcnFFAikUD

nkPVcbN5CSqb） 

【測定指標⑥】 

・再掲。詳細については横断的施策―1参照。 

                  

担当部局名 

総合政策局 

総合政策課、研究開発室、総務課、組織戦略監理官室、広報室、 

秘書課、リスク分析総括課 

企画市場局 

総務課 

監督局 

総務課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

 

https://www.youtube.com/playlist?list=PL0cfkMfU1dbmcnFFAikUDnkPVcbN5CSqb
https://www.youtube.com/playlist?list=PL0cfkMfU1dbmcnFFAikUDnkPVcbN5CSqb
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（金融庁の行政運営・組織の改革－2） 

施策名 検査・監督の見直し 

 施策の概要 

金融を巡る環境の変化やそれに伴う優先課題の変化を踏まえ、金融行

政の目標を達成するために、「金融検査・監督の考え方と進め方(検査・

監督基本方針)」を踏まえた検査・監督を実践するとともに、検査・監

督の質・深度や当局の対応を不断に改善する。 

達成すべき目標 

金融を巡る環境の変化やそれに伴う優先課題の変化を踏まえ、金融行

政の目標を達成するために、「金融検査・監督の考え方と進め方(検査・

監督基本方針)」を踏まえた検査・監督を実践するとともに、検査・監

督の質・深度を更に高めるべく不断に改善を図っていくこと 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

金融庁は、不良債権処理や利用者保護上の問題の解消といった発足当

初の優先課題に対応するため、個別の資産査定や法令等遵守状況の事後

的なチェックを中心とした検査・監督手法を確立した。しかし、金融行

政にとっての環境や優先課題が変わる中で、従前の手法では金融行政の

目標は十分に達成できなくなってきた。 

金融を取り巻く環境変化に適切に対応し、金融行政の目標を実現する

ため、金融行政の視野を「形式から実質へ」（規制の形式的な遵守の確

認に留まらず、実質的に良質な金融サービスの提供やリスク管理等がで

きているか）、「過去から未来へ」（過去の一時点の健全性の確認ではな

く、将来に向けた健全性が確保されているか）、「部分から全体へ」（特

定の個別問題への対応に集中するのではなく、真に重要な問題への対応

ができているか）と広げていくことが重要である。 

こうした新しい検査・監督の基本的な考え方と進め方等について整

理・公表した「金融検査・監督の考え方と進め方(検査・監督基本方針)」

（平成 30年 6月 29日）を踏まえた検査・監督を実践するとともに、検

査・監督の質・深度を更に高めるべく不断に改善を図っていくことが必

要である。 

【根拠】 

・「金融検査・監督の考え方と進め方(検査・監督基本方針)」（30 年 6

月 29日） 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～（令和 3年 8月 31 日） 

                 

測定指標 

指標① 

［主要］「金融検査・監督の考え方と進め方(検査・監督基本方針)」

に沿った、検査・監督への移行のための個別分野ごとの「考え方と

進め方」及び時々の重要な課題や着眼点等の整理・公表の進捗状況。

【達成】 
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検査・監督の品質管理の実施状況 

 3年度目標 新しい考え方に沿った検査・監督の実践 

 3年度実績 

・「金融機関のＩＴガバナンスに関する対話のための論点・プラクティス

の整理」（元年6月）において公表した3つの論点に係る調査結果や課題

について、当局と金融機関との間で共有を図り、金融機関のＩＴガバナ

ンスの発揮に繋げていくため、「金融機関のＩＴガバナンス等に関する

調査結果レポート」（3年6月）を公表しました。また、今回の調査等を

通じて得られた参考事例を反映するとともに、ベストプラクティスの探

求に向けて参考になると考えられる視点を追加し、「事例集（参考手引）

＜令和3年6月版＞」を公表しました。 

・金融機関で発生したシステム障害を対象に、各金融機関がシステムリス

ク管理に取り組んでいく上で参考になる障害傾向・事例について、「金

融機関のシステム障害に関する分析レポート」（3年6月）を公表しまし

た。 

・投資信託等の販売会社における顧客本位の業務運営に向けた取組状況に

ついて、主要な販売会社へのモニタリングや顧客意識調査を通じて把握

した課題等の分析結果を「投資信託等の販売会社による顧客本位の業務

運営のモニタリング結果」（3年6月）として公表しました。 

・金融機関の経営状況を的確に把握するため、立入検査による直接対話と

リモート手法を柔軟に活用して、より深度あるモニタリングを行いまし

た。特にリモート手法については、定着・進化させていくための効果的

な実施に向けて、これまでに蓄積された事例や外部評価、職員アンケー

ト結果などを踏まえた留意事項等を取りまとめ、対面とリモートの使い

分けや金融機関に配慮した検査運営を行いました。 

・検査・監督の品質管理の一環として、業務改善とガバナンスの専門家に

よる、金融機関へのヒアリング等を通じた金融行政に対する外部評価を

実施しました。＜再掲（詳細は組織改革―1参照）＞ 

・検査・監督の品質管理の観点から、金融庁・財務局職員を対象として、

モニタリングの実施にかかる職員アンケート（自己評価）を実施しまし

た。 

・日本銀行との連携強化については、3年3月に公表した「金融庁・日本銀

行の更なる連携強化に向けた取り組み」に基づき、検査・考査の実施先

に関する計画調整や規制報告の一元化、重要課題についての共同調査等

を進めました。 

・モニタリング職員の能力向上を図るため、金融実務知識・スキルを習得

するためのオンデマンド動画研修を新規で 57本作成するなど、コンテン

ツの更なる充実を図るとともに、モニタリング研修（夏期及び冬期）に

おいて、事例・検証手法の研究や、課題解決思考力を養うための階層別
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参加体験型グループ学習（オンラインワークショップ）を開催（夏期 2

講座、冬期 3 講座）するなど、組織的な人材育成プログラムを推進しま

した。 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 検査・監督の手法の見直しに関して、これまで検討を進

めてきた個別分野ごとの「考え方と進め方」及び重要な課

題や着眼点等について整理・公表を行うなど、掲げた目標

に向けて着実に取組を進めてきました（測定指標①）。 

一方で、コロナの中での新たな課題への対応など、金融

を巡る環境の変化やそれに伴う優先課題の変化を踏まえ

て、検査・監督の質・深度や当局の対応を不断に改善する

必要があることから「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融を巡る環境の変化やそれに伴う優先課題の変化を踏

まえ、金融行政の目標を達成するために、「金融検査・監督

の考え方と進め方（検査・監督基本方針）」を踏まえた検査・

監督を実践するとともに、検査・監督の質・深度や当局の

対応を不断に改善することが必要であると考えています。 

【効率性及び有効性】 検査・監督の方向性を明らかにする必要のある個別分野

について、分野別の検査・監督の考え方と進め方やその時々

の重要な課題に関する今後の課題や着眼点等について整

理・公表を行ったほか、検査・監督の品質管理の仕組みの

整備を進めたことにより、効率的かつ有効な取組を進める

ことができたと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

【 施 策 】 

 

【測定指標】 

検査・監督の質・深度や当局の対応を不断に改善するた

め、更なる取組を進めていく必要があります。 

このため、金融機関と双方向の対話を行いながら、各分

野の「考え方と進め方」のモニタリング現場へ定着を図り

つつ、事例を蓄積するとともに、そこで得られた重要な課

題や着眼点等について整理・公表を行い、必要に応じて「考

え方と進め方」に反映させるといったＰＤＣＡサイクルを

実践・定着していく必要があります。 

検査・監督の質・深度や当局の対応を不断に改善するた

め、更なる取組を進めていきます。 

①次期についても、この指標を維持します。必要に応じ

て指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 検査・監督の見直し（モニタリングのあり方） 

 ・「金融機関のＩＴガバナンスに関する対話のための論点・プラクティス
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の整理」（元年6月）において公表した3つの論点に係る調査結果や課題

について、当局と金融機関との間で共有を図り、金融機関のＩＴガバナ

ンスの発揮に繋げていくため、「金融機関のＩＴガバナンス等に関する

調査結果レポート」（3年6月）を公表しました。また、今回の調査等を

通じて得られた参考事例を反映するとともに、ベストプラクティスの探

求に向けて参考になると考えられる視点を追加し、「事例集（参考手引）

＜令和3年6月版＞」を公表しました。 

・金融機関で発生したシステム障害を対象に、各金融機関がシステムリス

ク管理に取り組んでいく上で参考になる障害傾向・事例について、「金

融機関のシステム障害に関する分析レポート」（3年6月）を公表しまし

た。 

・投資信託等の販売会社における顧客本位の業務運営に向けた取組状況に

ついて、主要な販売会社へのモニタリングや顧客意識調査を通じて把握

した課題等の分析結果を「投資信託等の販売会社による顧客本位の業務

運営のモニタリング結果」（3年6月）として公表しました。これらを踏

まえ、引き続き金融機関の取組事例やプラクティスについて実態把握を

進め、金融機関への検査・ 監督に活用しています。 

・金融機関の経営状況を的確に把握するため、立入検査による直接対話と

リモート手法を柔軟に活用して、より深度あるモニタリングを行いまし

た。特にリモート手法については、定着・進化させていくための効果的

な実施に向けて、これまでに蓄積された事例や外部評価、職員アンケー

ト結果などを踏まえた留意事項等を取りまとめ、対面とリモートの使い

分けや金融機関に配慮した検査運営を行いました。 

・検査・監督の品質管理の一環として、業務改善とガバナンスの専門家に

よる、金融機関へのヒアリング等を通じた金融行政に対する外部評価を

実施しました。＜再掲（詳細は組織改革―1参照）＞ 

・検査・監督の品質管理の観点から、金融庁・財務局職員を対象として、

モニタリングの実施にかかる職員アンケート（自己評価）を実施しまし

た。 

・日本銀行との連携強化については、3年3月に公表した「金融庁・日本銀

行の更なる連携強化に向けた取り組み」に基づき、検査・考査の実施先

に関する計画調整や規制報告の一元化、重要課題についての共同調査等

を進めました。 

・モニタリング職員の能力向上を図るため、金融実務知識・スキルを習得

するためのオンデマンド動画研修を新規で57本作成するなど、コンテン

ツの更なる充実を図るとともに、モニタリング研修（夏期及び冬期）に

おいて、事例・検証手法の研究や、課題解決思考力を養うための階層別

参加体験型グループ学習（オンラインワークショップ）を開催（夏期2講

座、冬期3講座）するなど、組織的な人材育成プログラムを推進しました。 

・以上の取組などにより「金融検査・監督の考え方と進め方（検査・監督

基本方針）」を踏まえた検査・監督を実践してきました。 

                

施策の 区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 
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予算額・執行額等 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 - - - - 

補正予算 - - - - 

繰 越 等 - -   

合 計 - -   

執行額（百万円） - -   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

― 

                  

担当部局名 
総合政策局 

リスク分析総括課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 
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令和 3 年度 実績評価書 
金融庁令 3（金融庁の行政運営・組織の改革－3） 

施策名 金融行政を担う人材育成等 

 施策の概要 

さらなる組織活性化に向けて、①金融行政各分野の専門人材の育成、

②職員の主体性・自主性を重視した枠組みの一層の活用、③誰もが能力

を発揮できる環境の実現、④幹部職員等のマネジメント力向上、などの

ための取組を継続・拡充する。 

達成すべき目標 
全ての職員のやる気と能力を最大限に高め、金融行政を担う組織とし

ての力を高めること 

 
目標設定の 

考え方・根拠 

金融を巡る環境が大きく変化する中、金融庁の役割、必要とされる機

能も大きく変化し続けている。これまで金融庁は、その行政手法のみな

らず、金融庁自身のガバナンスや組織文化を含めた改革を行ってきたと

ころである。今後とも、「金融育成庁」として国内外の経済社会に貢献

していくためには、こうした取組を継続・拡充させていくことで、金融

行政そのものを不断に進化させていく必要がある。 

【根拠】 

・金融庁の改革について（平成 30年 7月 4日） 

・当面の人事基本方針（30 年 7月 4日） 

・2021 事務年度金融行政方針～コロナを乗り越え、活力ある経済社会

を実現する金融システムの構築へ～（令和 3年 8月 31日） 

                 

測定指標 

指標① [主要]専門人材育成の取組状況 【達成】 

 3年度目標 専門人材育成の枠組みのさらなる整備 

 3年度実績 

・金融をめぐる環境の変化などを踏まえて、人材育成の基礎となる専門分

野を見直すとともに、各分野における知見が組織全体で共有されるよう

な取組や、人材育成に関する基本方針の職員への「見える化」等を通じ

て、中長期的な視点からの専門人材の育成の枠組みの整備を引き続き進

めました。 

・意思決定の過程にデータに基づく分析を取り入れるため、分野横断的な

「データサイエンス」のスキル向上を目指し、庁内のデータ分析プロジ

ェクトへの参加者を拡大するとともに、参加者を主な対象に関連研修を

実施しました。 

・金融機関のモニタリング業務等に従事する職員に対して、多様な実践の

機会の提供、リスク管理分野におけるモニタリングや新しい業態への対

応力を高める仕組みの構築を進めました。 

指標② [主要]職員の主体性を重視した枠組みの活用状況 【達成】 

 3年度目標 職員が主体性を発揮できる環境のさらなる整備 
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 3年度実績 

・自らの所掌にとらわれず自発的に政策提言を行う「政策オープンラボ」

や、金融行政が直面している課題を研究し、個人論文として公表するこ

とを組織的に支援する枠組みなどが、職員に積極的に活用されるための

環境づくりを行いました。 

指標③ [主要]業務の合理化・効率化の取組状況 【達成】 

 3年度目標 業務のさらなる合理化・効率化 

 3年度実績 

・テレワーク・オンライン会議等の活用による多様な働き方の実現のため

の環境整備を引き続き行いました。 

・職員が真に注力すべき業務に集中できる環境の整備を目指し、外部委託

等の効率化に適する業務の調査・整理、ＲＰＡの一層の活用、モニタリ

ングシステムの利便性向上に向けた取組など、業務の合理化・効率化を

進めました。 

指標④ [主要]適切なマネジメントに向けた取組状況 【達成】 

 3年度目標 マネジメント力向上に向けた取組の継続・拡充 

 3年度実績 

・幹部・課室長のマネジメント方針を職員に「見える化」し、期中での振

り返りを実施しました。 

・現場のリーダーとしての役割が期待される職員を長とした少人数グルー

プ編成や1ｏｎ1ミーティングを通じ、きめ細かい組織運営を行いました。 

・幹部職員等に対し 360度評価やマネジメント研修を実施しました。 

・職場環境に関する満足度調査を継続・実施し、その結果のフィードバッ

クを行いました。 

参考指標 

指標① 職員満足度調査結果 

 3年度実績 

・4 年 2月に実施した職員満足度調査では、全体的な満足度のスコアは、前

年に比べ 0.03 ポイント上昇し、4.02/5.00 でした。今後も定期的な検証

を通じて組織としての課題を抽出し、さらなる改善につなげていきます。 

     
 

 
           

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 金融を巡る環境が大きく変化する中、金融行政そのもの

を進化させていくため、専門人材育成の枠組みのさらなる

整備（測定指標①）を行いました。また、全ての職員のや

る気と能力を最大限に高め、金融行政を担う組織としての

力を高める取組として、職員が主体性を発揮できる環境の

さらなる整備（測定指標②）や、業務のさらなる合理化・

効率化（測定指標③）、マネジメント力向上に向けた取組の

継続・拡充（測定指標④）を行い、全ての測定指標で目標

を達成することができたことから、「Ａ」としました。 



- 145 - 

 

施策の分析 

【必要性】 金融を巡る環境が大きく変化する中、金融庁の役割、必

要とされる機能も大きく変化し続けています。これまで金

融庁は、その行政手法のみならず、金融庁自身のガバナン

スや組織文化を含めた改革を行ってきたところです。今後

とも、「金融育成庁」として国内外の経済社会に貢献してい

くためには、こうした取組を継続・拡充させていくことで、

金融行政そのものを不断に進化させていくことが不可欠と

考えています。 

【効率性及

び有効性】 

諸施策について、できるものから順次実行したうえで、

その実効性が確保されるよう不断に見直しを行うことで、

効率的かつ有効な取組を進めています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】 

 

 

【 施 策 】 

 

 

【測定指標】 

組織文化の変革には相応の時間がかかることから、人材

育成や職場環境の改善等に継続して取り組む必要がありま

す。 

3年度に検討した施策について、できるものから順次取り

組むとともに、既に実施した施策について、不十分な点が

あれば改め、さらなる改善につなげていきます。 

全ての指標について、次期も維持します。必要に応じて 

指標の見直しを検討します。 

                 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 専門人材の育成 

 

・金融をめぐる環境の変化などを踏まえて、人材育成の基礎となる専門分

野を見直すとともに、各分野における知見が組織全体で共有されるよう

な取組や、人材育成に関する基本方針の職員への「見える化」等を通じ

て、中長期的な視点からの専門人材の育成の枠組みの整備を引き続き進

めました。 

・意思決定の過程にデータに基づく分析を取り入れるため、分野横断的な

「データサイエンス」のスキル向上を目指し、庁内のデータ分析プロジ

ェクトへの参加者を拡大するとともに、参加者を主な対象に関連研修を

実施しました。 

・金融機関のモニタリング業務等に従事する職員に対して、多様な実践の

機会の提供、リスク管理分野におけるモニタリングや新しい業態への対

応力を高める仕組みの構築を進めました。 

② 職員の主体性・自主性の重視 

 

・自らの所掌にとらわれず自発的に政策提言を行う「政策オープンラボ」

や、金融行政が直面している課題を研究し、個人論文として公表するこ

とを組織的に支援する枠組みなどが職員に積極的に活用されるための環

境づくりを引き続き進めました。 

③ 誰もが能力を発揮できる環境の実現 

 

・テレワーク・オンライン会議等の活用による多様な働き方の実現のため

の環境整備を引き続き行いました。 

・職員が真に注力すべき業務に集中できる環境の整備を目指し、外部委託
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等の効率化に適する業務の調査・整理、ＲＰＡの一層の活用、モニタリ

ングシステムの利便性向上に向けた取組など、業務の合理化・効率化を

進めました。 

・能力・適性に応じた人事や、庁内及び一般からの公募を推進しました。 

④ 幹部職員等のマネジメント力向上 

 

・幹部・課室長のマネジメント方針を職員に「見える化」し、期中での振

り返りを実施しました。 

・現場のリーダーとしての役割が期待される職員を長とした少人数グルー

プ編成や1ｏｎ1ミーティングを通じ、きめ細かい組織運営を行いました。 

・幹部職員等に対し 360度評価やマネジメント研修を実施しました。 

・職場環境に関する満足度調査を継続・実施し、その結果のフィードバッ

クを行いました。 

                

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 元年度 2年度 3年度 4年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 - - - - 

補正予算 - - - - 

繰 越 等 - -   

合 計 - -   

執行額（百万円） - -   

                 

学識経験を有する者 

の知見の活用 
政策評価に関する有識者会議意見聴取（令和 4年 6月 2日～22日） 

                  

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

― 

                  

担当部局名 

総合政策局 

組織戦略監理官室、秘書課、研究開発室、開発研修室、情報化統括

室、総合政策課、リスク分析総括課 

     

政策評価実施時期 令和 4年 6月 

 

 


